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序 章 
 
１ 研究の背景及び目的 
  
 風景を見いだし評価することは，どの時代にも行われてきたが，近代においては，風景
を制度によって維持する動きが生じる。1873（明治 6）年の公園についての太政官達に始
まり，1919（大正 8）年の史蹟名勝天然紀念物保存法による自然的な名勝の指定と 1931
（昭和 6）年の国立公園法制定による国立公園の指定が，近代の自然の風景についての法
律による制度化の流れと言える。これらの制度は現在まで基本的な形を変えずに維持され
ている。 
 はじめに，「風景」の取り扱いについて明確にしておく必要がある。本論では，「風景」
と「景観」について，勝原の整理を踏まえる。勝原は，「景観が環境（風土の一部）の単な
る「ながめ」であるとすれば，「風景」はそれに審美的態度を加えるというか，重ねていく
という関係にある」1とする。勝原はまた，旅行者的審美の態度が探勝的風景を成立させ，
定住者的審美の態度が生活的風景を成立させるとの風景の成立の図式を示し，これは，そ
の後，木股2，加藤3，菅原4によって深化されている。風景は探勝的景観から生活的景観，
さらにはただの景観を対象として，旅行者が，定住者が，さらにはただの人がふとした瞬
間に発見し，成立するものであり，発見は常に行われている。菅原は風景を見出すかたち
を「風景化」とし，「私たちはこの 100 年ほどのあいだにさまざまな風景を発見しそれを
愛でていた」5とする。本論でも，風景を常に発見されるものとして捉える。発見された風
景を，評価すべきものとして制度の上で固定化することを風景の制度化と言うことができ
る。 
 わが国での自然の風景の制度化に先立ち，19 世紀後半に成立した米国の国立公園につい
て，ベルクは，自然を野生の空間に限定しようとするロマン派の考えが制度化され，最初
の国立公園イエローストーンが作られるに至ったとし，「原生や未開拓が・・自然に対する
感情の主導的価値観となった」，「人間から切り離して自然を囲い込むという国立公園的傾
向」とも述べている6。米国の国立公園は人間から切り離されたものとして理解されている。
米国の公園は，入植，占有，売却から保留され，人々の利益と楽しみのための公共の公園
または行楽の場として保持される地域として設立される（イエローストーンに国立公園を
設置する法律，1872 年）7。わが国では，1900 年代には米国の国立公園が紹介され，第
27 帝国議会（1910−11（明治 43−44）年）には，米国の国立公園を基に，天然の形勝
（注：景勝と同義）を基礎として，相当の設備を設け，国民多数に名山の利用を進めるた
め，富士山を中心として一大公園を設置することが必要との建議が提出される。国設大公
園設置の要請の始まりである。 
 この要請に端を発した国設大公園設置の動きに対し，1931（昭和 6）年に国立公園法が
制定され，1934〜36（昭和 9〜11）年の 12 箇所の国立公園指定にたどり着く。原生的
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な空間の保留を当初目的とした米国の公園の状況とは大きく違う環境下で，それを参考と
し，1930 年代に，ともかくも法に基づき風景を制度化した点が特異であったといえる。
現在は米国型との対比で日本型の国立公園8とも称されている，土地所有に関係なく公園区
域に含めて指定し，公用制限9を行う仕組み（いわゆる「地域制」10）が国立公園法の主な
特徴である。国立公園法から始まった公園指定制度は，その後 1957 年に自然公園法を根
拠とする国立公園，国定公園，都道府県立自然公園の３類型の自然公園制度として現在に
至る。自然公園の指定地域は，国立公園で国土面積の 5.8%，自然公園全体では国土面積の
14.7%を占め11，この区域でどのような管理を行うかが，わが国の景観の形成に対し一定の
影響を与える制度となっている。 
 本論は，この自然公園制度の骨格となる 1931（昭和 6）年に制定された国立公園法の
成立までの間に，自然の風景の保護と利用を図る仕組みとしてどのような検討があり，公
用制限による公園が成立したのか，その経過，背景を明らかにする。そして公用制限によ
る公園が設定されることによって生じた国立公園の現場への影響を検討することによって，
公用制限による国立公園の効果と課題を，その出発点に立ち戻って明確にすることを目的
とする。このことにより，自然公園の制度や風景の管理方法を再検討する際の基礎資料を
提供することが可能となる。 
 本論では， 
①明治大正期の公園の設置，史蹟名勝の保存の動きと国立公園制度検討への継続性 
②国立公園の設置要請に対する内務省の対応 
③民有地を含む公園制度の検討と公用制限による公園の成立 
④国立公園法の適用の影響・具体的には区域の指定の実際（特に民有地を多く含めること
となった吉野熊野の事例） 
に分けて論じる。これらを明らかにすることにより，国立公園法で導入された公用制限に
よる仕組みが，自然の風景の保護と利用という目的を果たす上で必要かつ十分な制度とし
て成立したのかを問い直す。今日，世界遺産，世界ジオパーク，生物圏保存区域，世界農
業遺産など，国際的な風景の評価の動きへの注目が拡大する中，国立公園に対する意識は
相対的に低くなっている12。また，地域の関係者の協働による国立公園の管理の重要性が
再認識され13 ，公用制限による国立公園の運営管理の目指すべき形が模索されている。
国・地方の財政的限界，中山間地域の人口減少など，国立公園が存在する地域にあっては
地域の維持が課題になる中で，国立公園の運営管理への関係者の関わり方の再整理も含め，
国立公園，自然公園の姿をどこに求めていくべきなのだろうか。 
 菅原は一見突飛に見える「風景」と「環境倫理」が記憶の継承を介して結びつけられる14
とし，環境の世代間倫理の問題を，その土地に対する記憶のイメージの継承という切り口
で捉える可能性を示唆している。「世代を超えて人間の間で引き継がれる生活空間を，広く
「風景」と名づけ・・・この風景をどのように継承していくかの問題が，世代間倫理にと
って重要な局面だと認められるべき」15とする論について，自然の風景の制度による固定
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化と継承いう国立公園が果たしてきた役割を，記憶のイメージの継承という文脈の中で問
い直す時，どのような可能性があるだろうか。公用制限による国立公園は，土地を購入し
て公園とするわけではないので，継承したい風景の変化とともに，区域もまた変化しうる
フレキシブルな制度とも言える。この，公用制限による国立公園の成立の経過と，風景の
管理を行う上での制度の特質を明らかにしておくことは，今後，公用制限による国立公園
を十分活用するために必要不可欠な作業と考える。 
 最後に，本論は未発掘の行政資料，新聞等の一次資料を収集し，関係者の当時の著述と
も照合することにより現実に生じた事象を捉えることとするが，その際の視点についてふ
れる。本論は制度を対象とする。近代の法律に基づく制度であれば，制度の現場での実施
は行政が担うこととなる。行政は，専門性の確保，政治的中立性の確保，継続性・安定性
の確保を特質とする16公務員によって担われている。継続性・安定性の確保という特質を
考えると，大正から昭和初期にかけて成立した制度が継続的に維持されていることは，行
政の役割が大きいといえよう。一方で，行政を担う公務員は，「現状の正当性をいくらでも
説明（正当化・抗弁）できる」17と，制度の正当化の傾向も指摘される。これまでの国立
公園制度史は，大正期から一貫して内務省，厚生省で国立公園行政に携わっていた田村剛
の著述をベースに検討されてきている。上記の行政の特質を踏まえると，事後的な著述に
おいては，制度や組織の正当化や継続性の維持に影響のある事実が表に出ていない可能性
がある。そのような観点から，著述の字句上の理解に止まらず，明示的に記されなかった
事実も推測し，著述の背後にある事象を捉え，昭和初期までの公園制度史の再度の検討を
行おうとするものでもある。 
 
 
２ 既往研究 
 
 １）明治大正期の公園・史蹟名勝の保存に関する既往研究 
 
 名勝と公園に関する行政は，明治初期から内務省地理局，その後地理課において所管さ
れていた業務であり，大正年間にはそれぞれ大臣官房地理課と衛生局保健課が所管してい
た。1920（大正 9）年頃から始まる富士山，日光などの広域の風景に関する両課の調査の
背景として，明治初期からの内務省の名勝と公園の業務との関連性を検討する必要がある。 
 1873（明治 6）年 1 月の太政官達で，「古来ノ勝区名人ノ旧跡等是迄群衆遊観ノ場所」
などについて，府県から大蔵省に伺いを出し，設置が認められる土地として「公園」の設
置が始まる。この太政官達による公園設置の性格については，田中が①欧風都市の建設，
②遊観所の安堵，③封建時代の跡地処理の３つの意味を整理し18，特に，江戸時代以来の
遊観所であった社寺境内地の消失を防ぎ公園とした効果をあげ，個別の公園の成立経過を
詳細に論じている。白幡は，公園の設置の意味を，①寺社地処分問題への決着，②欧化，
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③行楽地の保全の３点とし19，土地政策としての面を第一にとりあげ，官有地としながら，
従来からの行楽地としての経済活動を保証した面を指摘した。丸山は，太政官達による公
園は土地法制上，官有地の地目の一つとして規定されたもので，内務省の地理行政で扱わ
れたこと，衛生局に公園の所管が移った以降も衛生施設としての認識は薄かったこと等，
行政の中での公園の位置づけを明らかにした20。また，明治期の地方の公園が地方振興策
として設置された点と，国立公園の最初の展開が経済振興策であった点との共通性も指摘
している21。高橋は太政官達により設置された公園を類型化し，社寺境内（32 箇所），名
勝地（13 箇所），城址（30 箇所），その他（7 箇所）とした22。 
 これらの既往研究では，太政官達によるは，社寺境内地の従来の行楽地としての位置づ
けを保証する面が強かったが，土地法制の一環としての性格上，都市部に限らず，自然の
風景を対象とした公園（松島，天橋立，雲仙，大沼等高橋によって「名勝地」と区分され
た公園）の設置もみられ，都市公園と自然公園両者の基盤となったことが示されている。 
 一方，名勝については，明治初期からの保存の取り組みに関し，永島が 1872（明治 5）
年の大蔵省達で「名所古蹟」等の破壊伐木の防止が求められたこと，1882（明治 15）年
頃に名区を名勝と改称した可能性を指摘している23。この名称については，1874（明治 7）
年 11 月の地所名称区別では「旧跡名区」が官有地第三種として分類される。その後も，「勝
区」，「名区」，「名勝」と名称が様々に用いられるが，用語の整理も，それぞれの位置づけ
も明らかではない24。1887（明治 30）年に神社仏閣の建造物・宝物の保護を目的として
定められた古社寺保存法では，社寺境内以外の「名所旧跡」も保存の対象に位置付けてお
り，これが名所の保存に関する制度的な始まりである。実際にこの法律に基づいて保存の
対象とされた名所旧跡は存在しなかった25が，その後，1919（大正 8）年に史蹟名勝天然
紀念物保存法が制定され，名勝の制度化に結びつく。史蹟名勝天然紀念物保存法の成立に
ついては，奈良県と政府の両者からその経過を高木26が詳述している。黒田ら27は史蹟名勝
天然紀念物保存の仕組みの中で風景を捉えることの困難性を示した。 
 太政官達によるとその後の国立公園との関連については，田中28が明治後期以降の松島
公園の設置管理を事例として，後の国立公園の仕組みに通じる公用制限による公園の萌芽
がみられたことを指摘している。 
 これら既往研究では，名勝は名所旧蹟の保存の観点から，内務省が明治 30 年頃から継
続的に調査を進め，史蹟名勝天然紀念物保存法の制定に結びつく経過が示されているが，
公園については，太政官達によるが都市公園，自然公園の基盤となった点の指摘，松島公
園が公用制限による国立公園と類似した仕組みであった点の指摘はあるが，内務省での公
園についての行政とその後の公用制限による国立公園の制度化との関係，継続性の有無に
ついては明らかではない。 
 
 ２）国立公園法制定以前の国立公園調査に関する既往研究 
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 太政官達による公園設置は，明治 30 年代以降に松島や天橋立といった自然の風景を対
象とした公園へ展開していくが，明治 40 年代以降の帝国議会への国設の大公園設置の建
議に対し，内務省では，まず，名勝等による保存として検討される。その後，内務省内で
大臣官房地理課の史蹟名勝天然紀念物としての調査と衛生局の公園としての調査が並行し
たが，衛生局の調査が継続して行われ，16 箇所を調査し（16 調査地），1931（昭和 6）
年の国立公園法の成立後，1934（昭和 9）年と 1936（昭和 11）年に 12 箇所の国立公園
の指定を見る。 
 この間の経過について，田中，丸山29 ，村串30は帝国議会への建議請願を発端として国
設の大公園設置の検討が行われ，国立公園制度に結びついた経過を示している。田中は，
国立公園に関連する地理課の調査について，国立公園を名勝のうち規模の大きいものと考
えていたようであることなどを述べる31。地理課と衛生局の並行した調査のうち，衛生局
の調査内容は田村による記述32がある一方，地理課関係の調査内容のまとまった記録はな
い。16 調査地について，田村は，「ここで一六候補地の物色された事情につき述べるなら
ば，その頃までに主として文献により著名となっていた景勝地につき，学者の意見を参酌
して検討を加えたもの」33と簡単に述べている。田中は，16 調査地と 12 国立公園とがほ
とんど重なっていること，「史蹟名勝天然紀念物」誌に記された「国設公園候補地」と類似
している点を指摘する34。村串は，「史蹟名勝天然紀念物」誌に記された箇所を史蹟名勝天
然紀念物調査会の案としてとりあげ，16 調査地は「田村や本多の当初の考えを多く取り入
れたというふうには考えられない。むしろ史蹟名勝天然記念物調査会の案を多く取り入れ」
たとする35。水内らは，田村剛が自然レクリエーション利用を重視して 16 調査地を選定し
たとし36，水内は，また，その後の 12 国立公園の選定までのプロセスを田村剛の国立公園
概念や風景評価の変遷との関係で論じている37。 
1921（大正 10）年から調査が開始され 16 箇所の調査を行った時点で，戦前指定 12 国
立公園の輪郭はほぼ規定されていたという意味で，16 調査地の選定経過はわが国の国立公
園選定の最初期の姿を示すものとしての意味は大きいが，その選定経過が十分に検討され
てきたとは言い難い。また，この調査対象地に適用可能な風景の保護と利用の制度を考え
ることとなり，調査対象地の規模や土地所有関係がその後の制度のあり方をある程度規定
していったという意味でも調査地の選定経過を明らかにする意味は大きい。 
 
 ３）公用制限による公園についての既往研究 
 
 公用制限による公園の成立の背景に関しては，これまで，田中38，俵39，Ito40，環境庁自
然保護局41，池ノ上42の検討があり，海外の制度を参考にした，あるいはわが国独自の制度
であるとする論がある。また手束43は公用制限による保護の方式の経過と国立公園制度が
内務省所管となった経過を主に農林省側の動きから論じ，Ito は法制度検討経過を国立公
園調査会の議事録から辿っている。 
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 公用制限に関し環境庁自然護局は，「区域内に国有林その他の国有地，公有地のほか，一
般の私有地をも相当大幅にとり入れ，こういう私有地に対しては，法律により一定の現状
変更行為の制限，権利の制限などの，いわゆる公用制限を課して，これによって制度の目
的を達成するという考え方がとられた。」44と説明し，「私有地を指定して国立公園とする
制度としてはイタリアにその先例が見られた」45としている。一方，田中は，明治末期に
開設された松島公園について，国有地，公有地でない広範囲の土地を区域に取り込んだ点
に公用制限による公園としての性格を指摘し，「地域性の国立公園は実にわが国の創作なの
であって，当時としては手本とする国はどこにもなかった」46と，わが国の独創である点
を指摘し，わが国がそのような制度を作り上げた要因を，歴史の古さ，地形の険しさ，非
民主的であること，と分析している。俵は，北海道大沼公園の計画から，明治 30 年代に
国有地の周辺の民有地について保安林の指定によって風致を維持しようとしている点に
「地域制公園」の萌芽がみられると指摘している47。池ノ上は，「国立公園の区域の土地の
所有，管理については，重要な基本的問題であるにかかわらず，十分な議論や検討が行わ
れたことを確かめる資料は認められない」と，法制定時の検討が十分なされていない可能
性を指摘し，1931（昭和 6）年の『国立公園法解説』での記述から，公用制限による仕組
みについて，「国立公園の区域の土地は，国が所有権，地上権をもって，営造物として設置
することが理想であるということは十分認識されていた。しかしわが国の土地の所有，利
用の状況から，国立公園を土地の所有に関係なく区域を指定する一種の公物として設定す
る，いわゆる「地域制公園」の制度を選んだ」と，次善の策として選択したことを示して
いる48。 
 一方で，吉野熊野国立公園の指定に際し，林業との調整に困難を生じたことから，国立
公園法の公用制限の仕組みは，私権の制限に対する補償制度など，制度面の対応が十分で
なかったことは第４章で詳述するが，国立公園法で規定された公用制限の仕組みは，その
後の国立公園の指定や管理に際して大きな影響を及ぼしていった。田中は，「地域制につい
ての研究があまりなかったことは，日本の国立公園の歴史のなかで特記すべきことであっ
た」49と指摘する。 
 国立公園法が検討された大正末期から昭和初期の段階で，既存の風景の保護に関係する
制度としては，森林法による風致林が 1897（明治 30）年から保安林として制度化され，
史蹟名勝天然紀念物保存法による名勝，都市計画法による風致地区の両制度が 1919（大
正 8）年に成立している。風致林の経過については，香川ら50が，社寺林の保護の観点で早
い時期から多くの箇所が指定されていたことを示し，大正期の名勝制度による景勝地の保
護については，山口51が琵琶湖南部で仮指定された名勝の運用状況を示し，風致地区につ
いては，原ら52が制度化当初の目的として，史蹟名勝天然紀念物保存法と相互補完的な役
割として捉えられていたことを示す。一方でこれらの制度と国立公園による風景の保護の
検討との関係についてとりあげたものは，これまでない。 
 国立公園制度における公用制限による公園という選択は，これまで，わが国の土地利用
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の状況からいわば当然のことと考えられていた。地域指定制の成立の経過や，なぜその他
の制度により風景の保護を選択しなかったのかについては，既往研究で触れられていない。 
 
 ４）国立公園法の現地での適用についての既往研究 
 
 公用制限という手法をとる国立公園の指定や管理に際しては，土地利用との調整が必然
的に生じる。公益性の高い大規模な事業と国立公園指定との調整に関し，田中53，村串54が
十和田，日光等の事例をとりあげ検討している。一方，私有林の森林施業との調整は，公
用制限による仕組みが直面した広域にわたる私権との調整であり，この森林施業との調整
について，吉野熊野の事例が検討されている。吉野熊野国立公園は林業家による反対要請
の中で指定され，その経過が，岸田55，鈴木ら56，村串57によって示されているが，具体的
な調整内容は明らかになっていない。 
 国立公園の区域選定については，私有地への公用制限という地元への負荷の一面がある
一方，区域に選定されることによる利用促進，施設整備等の期待からの地元の役割は少な
くない。既往研究では，国立公園委員会での議論や時代背景など，候補地を選定する側の
視点が多く論じられているが，選定される地元の側からの研究もみられる。瀬戸内海国立
公園が当初の小豆島と屋島の区域から備讃瀬戸海域に拡大されて指定されたのは，下津井
鷲羽山からの眺望が田村剛や脇水鐵五郎によって発見されたことによるが，その発見は地
元の下津井保勝会などによって準備されたものであったことが小野によって指摘されてい
る58。また，1927(昭和 2)年の日本八景選定の際の地元の投票行動から，白幡は「日本の
風景を考える場合，「地元」という人間集団をけっして無視できない」59としている。しか
し，地元の準備，地元の役割という面からの研究は十分になされていない。 
 国立公園による風景の制度化は，わが国の風景を秩序づけた面がある点も指摘されてい
る。「国立公園の風景は，日本の伝統に根ざし，国民とその文化にとって根源的で真正な風
景であると位置づけられた」60とする見方である。しかし，政府での国立公園の検討は前
述の国設の「大公園」設置の要望がその発端であり，名勝（名所）の保存とともに観光の
誘致，基盤交通施設の整備促進を求める動きで，自然の風景を秩序づける側面は強くなか
った。だが，制度化により，国立公園の選定に関し，「我ガ国ノ風景ヲ代表スルニ足ル自然
ノ大風景地」，「同一形式ノ風景ヲ代表シテ傑出セルコト」61といった基準が設けられるこ
とによって，結果として真正な風景の秩序化という側面がクローズアップされることとな
ったことも事実である。 
 
 
３ 本論の構成と研究方法 
 
 本論の構成について概説する。本論は， 
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①明治大正期の公園の設置，史蹟名勝の保存の動きと国立公園制度検討への継続性 
②国立公園の設置要請に対する内務省の対応 
③民有地を含む公園制度の検討と公用制限による公園の成立 
④国立公園法の適用の影響・具体的には区域の指定の実際（特に民有地を多く含めること
となった吉野熊野の事例） 
の４点で構成される。 
 行政の持つ継続性・安定性という観点からは，明治期の公園や名勝に関する実務が，そ
の後の国立公園や史蹟名勝天然紀念物制度に影響を及ぼしていた可能性があり，「①明治大
正期の公園の設置，史蹟名勝の保存の動きと国立公園制度検討への継続性」では，その関
係を明らかにする。第 1 章で，明治期の公園と名勝の行政を担っていた組織とその推移，
行政事務の実態を示し，特に，自然の風景を対象とした松島公園について，当時の制度の
中で，どのような手法で風景の保全を行おうとしていたのかを検討する。 
 明治 40 年代の帝国議会への国設大公園設置の建議請願が提出され，内務省が対応を検
討することとなる。「②国立公園の設置要請に対する内務省の対応」では，建議請願への内
務省の対応について，名勝としての調査と公園としての調査が並行した経過，1921（大正
10）年からの内務省衛生局の 16 調査地の調査の経過を明らかにする。後者は，箇所の選
定と想定された公園の規模から，公用制限による仕組み以外の選択が事実上できなくなっ
た可能性がある。第２章では，これらの点を明らかにする。 
 「③民有地を含む公園制度の検討と公用制限による公園の成立」では，公用制限による
公園制度の背景を明らかにし，それ以外の仕組みの選択ができなかったのかを検討する。
第３章では，国立公園制度について内務省で中心的に検討していた田村剛の制度に関する
検討内容を示し，また，当時成立していた他の制度と国立公園法との関係を示し，公用制
限による公園が選択された経過を明らかにする。 
 「④国立公園法の適用の影響・具体的には区域の指定の実際」では，国立公園法により
指定が進められた公園の現場での区域選定に関する調整経過から，公用制限による公園制
度が当時の風景の保護と利用に必要十分なものであったかを明らかにする。まず，第４章
では，私有地を多く含んで指定することとなった吉野熊野国立公園吉野地域での森林施業
との調整経過を事例として示し，公用制限による公園が現場にもたらした影響を示す。第
５章では，国立公園法の適用を積極的に受ける側としての地元の役割がどの程度の大きさ
であったのか，吉野熊野国立公園熊野地域の事例から，国立公園の選定がもたらした影響
の一端を示す。 
 終章では，①から④に関し明らかになった事実から，昭和初期の国立公園における公用
制限による国立公園の成立経過とその制度の適用による影響をとりまとめ，公用制限によ
る国立公園の成立経過についての研究のまとめとする。 
 
 研究方法としては，内務省，農林省，府県庁で作成された行政文書，帝国議会会議録，
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審議会会議録，当時の新聞報道など同時代の一次資料を極力収集する。また，関係者の著
作は，できるだけ同時代の著作を参照することとし，同時代のものでない場合は，他の一
次資料で示される内容と照らし合わせることにより，実際に生じていた事象を明確にする。
例えば，田村剛の 1971 年の著作62では，熊本の松村辰喜が「調査中の筆者を雲仙に訪れ，
ついに阿蘇へ連行した」と記され，この記述から阿蘇の調査は予定のない調査であったと
解されてきた。しかし，当時の新聞では「国立公園候補地として阿蘇と温泉を調査，内務
省より田村博士派遣，熊本には廿三日長洲を経て来着」と大熊本期成会から内務省に照会
して判明した調査ルートに関する情報が報道され63，内務省が雲仙，阿蘇の順に調査を予
定していたことが確認でき，また，松村辰喜が島原に出迎えに向かったことも記事に記さ
れ64，田村は連行されたわけではなく，松村の迎えを受けただけである。一次資料によっ
て，当時生じていた事象を明確にし，制度化のプロセスを客観的に見る，また，制度化に
よる影響を客観的に見ることにより，公用制限による国立公園の成立経過とその影響を明
らかにすることができる。 
 
①明治大正期の公園の設置，史蹟名勝の保存の動きと国立公園制度検討への継続性 
＜第１章 明治大正期の公園の所管と公園の設置管理の実態＞ 
②国立公園の設置要請に対する内務省の対応 
＜第２章 国設大公園設置要望と内務省の対応＞ 
③民有地を含む公園制度の検討と公用制限による公園の成立 
＜第３章 民有地を含む公園制度の検討と公用制限による公園の成立＞ 
④国立公園法の適用の影響・具体的には区域の指定の実際 
＜第４章 吉野熊野国立公園指定時の私有林との調整結果とその意味＞ 
＜第５章 吉野熊野国立公園熊野地域の選定における地元の要望と風景認識＞ 
 ＜終 章＞ 
 ＜序 章＞ 
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第 1 章 明治大正期の公園の所管と公園の設置管理の実態 
 
１ はじめに 
 
 わが国における自然の風景の保護制度として，1919（大正 8）年の史蹟名勝天然紀念物
保存法による自然的な名勝の指定は 1922（大正 11）年から始まり，1931（昭和 6）年
の国立公園法による国立公園は，1934（昭和 9）年と 1936（昭和 11）年に計 12 箇所が
指定されている。それらに先立つ 1921（大正 10）年 2 月の第 44 回帝国議会衆議院予算
委員会第二分科会で，日光全山を将来の国立公園としてどう考えているのか，との松岡俊
三議員の問に対し，内務省小橋一太次官は，「史蹟名勝」の面からの保存を調査し，一方，
「公園」という側から専門家を嘱託して調査している，と二面から検討していることを明
らかにしている1。これは風景の保存と利用について，「名勝」を所管する立場の内務省大
臣官房地理課と，「公園」を所管する立場の内務省衛生局とが行っていた二つの調査を指し
ている。 
 名勝と公園に関する行政は，明治初期から内務省地理局，その後地理課において所管し
ていた業務であり，大正年間にはそれぞれ大臣官房地理課と衛生局保健課が所管していた。
行政の継続性の観点から考えると，1920（大正 9）年頃から始まる富士山，日光に代表さ
れる広域の風景についての両課の調査の背景として，明治初期からの内務省の名勝と公園
の業務との関連性を検討する必要がある。 
 本章では，明治初期からの公園と名勝に関する事務の内務省内での位置づけとその事務
実態を，「内務省官制」「分課規程」などの内務省の規程類，内務省と府県との公園と名勝
に関するやりとりを記した事務文書，雑誌記事，新聞記事等の一次資料を発掘，整理する
ことにより示す。また，公園という制度を核として官有地以外の土地も含めて自然の風景
の保護と利用を計画していた松島公園での風景の管理の事例を検討する。これらを通じ，
大正から昭和初期の内務省での国立公園の制度化に対し，明治期の公園，名勝の事務や公
園の設置管理の実態がもたらした影響を検討する。 
 
 
２ 内務省での「公園」と「名勝」の取り扱い 
 
 １）公園と名勝の所管の変遷 
 
 わが国での「公園」は，1873（明治 6）年 1 月の太政官達第 16 号で，「三府ヲ始人民
輻輳ノ地ニシテ古来ノ勝区名人ノ旧跡等是迄群集遊観ノ場所（中略）従前高外除地ニ属セ
ル分ハ永ク万人偕楽ノ地トシ公園ト可被相定ニ付府県ニ於テ右地所ヲ択ヒ其景況巨細取調
図面相添ヘ大蔵省ヘ可伺出事」2と定め，「公園」を各地に定めるよう指示することに始ま
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る。 
 「名所旧跡」の保存については，1872（明治 5）年 4 月（旧暦）の大蔵省達第 53 号で，
「先般荒蕪除地等払下ノ儀公布相成候ニ付テハ於各地方古来ヨリ声誉ノ名所古蹟等ハ素ヨ
リ国人ノ賞観愛護スヘキ者ニ付右等ノ場所ハ濫リニ破壊伐木セサル様篤ト注意可致事」3が
発出され，名所古蹟の破壊伐木を防止する指示が保存の動きの始まりとされる。 
 一方で，1873（明治 6）年 3 月の「地所名称区別」（太政官布告第 114 号）の公布によ
り公園は官有地（各所公園地山林野沢湖沼ノ類旧来無税ノ地ニシテ官簿ニ記載セル地ヲ云）
に区分され，1874（明治 7）年 11 月の改定（太政官布告第 120 号）により，地租を課さ
表１ 公園，名勝，官有地管理の内務省での所管の変遷 
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ず地券を発行しない官有地第三種として「各所ノ旧跡名区及ヒ公園等民有地ニアラサルモ
ノ」4が規定され，「公園」，「旧跡名区」の土地管理行政上の位置付けが明確になる。 
 「公園」と「旧跡名区」は官有地の地目の一類型として整理され，公園や名区5の設置は，
官有地第三種の当該地目への異動を伴い，内務省で土地管理行政の一環として扱われるこ
ととなる。  
 表 1 で，明治初期からの公園，名勝，官有地管理に関する政府での事務分掌の変遷を整
理した。1873（明治 6）年 1 月の公園についての太政官達では，府県は公園を選定し大蔵
省に伺を出す規定であり，公園の所管は大蔵省租税寮であったが，1873（明治 6）年 11
月の内務省発足以降，内務省地理寮の事務となる。1875（明治 8）年 2 月の地理寮定で，
「土地名称処分之事」と「公園地ノ事」の事務があげられ，事務分掌が明記される6。1876
（明治 9）年 1 月の地理寮職制及事務章程では，「土地ノ名称ヲ成規ニ拠リテ区分スル事」，
「御陵及ヒ墓地公園名所旧跡地ノ事務ヲ処分スルコト」の規定があり7，地目の区分の事務
と公園，名所旧跡に関する事務の両者が地理寮の事務となっている。 
 1886（明治 19）年 2 月までは，内務省地理寮，地理局地籍課の業務として，「地所名
称竝地種目変換ニ関スル事項」と，「旧跡名所公園地等ニ関スル事項」が並記されているが，
1890（明治 23）年 6 月の内務省官制では地理局の所掌から「旧跡名所公園地等ニ関スル
事項」がなくなる。それ以降，1897（明治 30）年に衛生局保健課の業務として「公園」
が規定されるまで，内務省官制や内務省分課規程には公園，名所が位置付けられることは
ない。しかし， 1890（明治 23）年以降も公園は地理局の業務であったことが確認でき8，
継続的に地理局で業務が行われていた。 
 一方，1873（明治 6）年の太政官達で公園や名所旧跡を選定する者として位置付けられ
た府県に対して，1875（明治 8）年 11 月の太政官達第 203 号で「府県職制並事務章程」
が通知され，主務省の許可が必要な府県の事務として「公園墓地ヲ撰定シ名所旧蹟ヲ査定
スルコト」が規定される9。その後，1878（明治 11）年 7 月の太政官達第 32 号で，府県
事務章程は「府県官職制」に改められるが10，公園の選定や名所の査定という事務は明記
されていない。主務省の許可が必要な事務として「地種変換の事」は規定されており，公
園や名所について，官有地第三種の当該地目への変換を伴う場合，地種変換事務として，
内務省の許可は必要であった。この時点で，公園や名所に対する内務省の関与は，それら
の選定の適否の観点よりも，土地管理行政に重点をおいて行われることとなった可能性が
ある。 
 
 ２）内務省での公園と名勝への対応 
 
 1872（明治 5）年，1873（明治 6）年の時期に名所，公園に関する大蔵省達，太政官
達がだされた意味については，1871（明治 4）年１月（旧暦）の社寺領地の上地とその後
の社寺境内地の荒廃への対応，地租改正による急激な変革によって生じる破壊，乱伐等を
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回避する，地租改正を補足するための方策であった点が指摘されている11。 
 一方で，公園に関する太政官達が発せられた直後の 1873（明治 6）年 5 月に，東京府
からの公園の場所と公園取扱の伺いに対し，太政官は「伺之趣，欧米各国ニ開設スル諸種
公園之体裁モ有之処申請之趣規則粗概ニ候」12と回答している。このことから，「当時の政
府首脳の公園に対する最高方針は，財源はともかくとして，その形式意匠は必ず欧米諸国
のそれに匹敵するものでなければならないということであった」13と，政府の「公園観」
の実現を求めていた面もあった。 
 公園，名所の選定を含め，府県からの官有地管理に関する伺に対する主務省の応答は，
大蔵省の時期には「大蔵省考課状」14に，内務省地理寮・地理局の所管になってからは，「内
務省日誌」（明治 8〜11 年）15，「例規類纂」（明治 11〜20 年）16にまとめられている。 
 丸山はこれらの資料から，公園に関する府県の伺と主務省の対応を分析し，民有地を公
園地とすることは認めず，公園の借地料・使用料を維持管理費にあてることは認め，公園
への建碑はほとんど認めなかった等の対応を明らかにしている17。公園設置の可否の判断
には，有税地の民有地を公園として無税地化することは認めないという土地管理上の観点
はあったが，1873（明治 6）年太政官達の直後にみられた，公園としての形式意匠の面か
らその設置の可否を検討する観点はなくなっている。「地種変換」の妥当性については確認
するものの，公園としての適格性を確認する事務ではなかったと言える。 
 一方，同じ大蔵省，内務省の資料に，「名所」についての府県の伺も掲載されているが，
その数は公園に関するものと比べ圧倒的に少なく，1874（明治 7）年に箕面公園設置の伺
いを聞き届けず「勝区」とすべきとした例18，1885（明治 18）年に大和三山の「名勝地」
の維持のために茶店等から使用料を徴収し，枯損木や下草を売却して，その経費に充てる
ことを府県で判断することの伺いが聞き届けられた例19など，わずかである。 
 この伺いの数の違いは，公園の設置は内務省の許可が必要であったが，名所は明確な規
定がなかったことによるのだろう。しかし，公園と名所の本質的な差異は何であったのか。
大和三山の伺いの例を見ても，両者とも官有地第三種で，使用料を徴収して管理者が利用
することは可能であり，実質的な差異はない。 
 1874（明治 7）年 8 月の大阪府による箕面山 298 町余を公園地とする伺いに対し，内
務省は「勝区」として存置するよう指令している。箕面山の公園面積が広大すぎたことも
理由として考えられている20。一方で奈良公園の例を見ると，1879（明治 12）年 5 月に
興福寺の寺地の約半分を奈良公園として設置する伺いと同時に若草山の官有林を「名区」
とする伺いが堺県令から出されている21。太政官達にある「是迄群集遊観ノ場所」を公園
として，その周辺部は「名区」として一体として保全を図る意図があったと考えられる。
もっとも，若草山を名区とする伺いは，1881（明治 14）年になって，新たに設置された
農商務省により，官有林のまま風致禁伐林とすることとされ，「名区」に組替えられたわけ
ではなかった。 
 事例は少なく，今後の検討の余地はあるが，公園地とする箇所は「是迄群集遊観ノ場所」
 21 
と限定的に捉えられ，広範囲の土地を一体的に公園地に含める考えはなかった可能性が高
い。また，「名所」，「名区」と公園に明確な違いを見出すことは難しい。 
 
 1889（明治 22）年の市制町村制，1890（明治 23）年の府県制以後，公園設置に対し
府県が独自性を持ち，内務省による行政指導も少なくなってきたとされる22。1890（明治
23）年 11 月の「官有財産管理規則」（勅令第 275 号）で，「府県郡市町村公共ノ道路，公
園，市場，河川…等ノ用ニ供スル為官有ノ土地森林ヲ必要トスルトキハ主管大臣ニ於テ之
ヲ其ノ府県郡市町村ニ譲与スルコトヲ得」23とされ，公園地の取扱いも府県郡市町村に大
幅に委ねる方向が示された。佐藤は，この規則に基づき実際に公園の土地を府県が市町村
に譲与した例は見当たらないとするものの24，市制町村制，府県制により，事実上府県管
理であった権限をこの機会に市町村に移管したところは数多く見られた25。 
 多くの公園の管理が市町村へ実質的に移行していったこの時期，1897（明治 30）年 10
月の内務省分課規程一部改正で，衛生局保健課の業務の一部を防疫課を設けて所掌させる
改正が行われ，保健課の事務として「公園転地療養所及鉱泉場ニ関スル事項」が位置づけ
られている26。丸山，佐藤はこの時点で公園に関する行政は官房地理課から衛生局に移管
されたとみる27。 
 一方，名勝については，1897（明治 30）年に古社寺保存法が成立し，その第 19 条に
「名所旧蹟ニ関シテハ社寺ニ属セサルモノト雖仍本法ヲ準用スルコトヲ得」と，名所一般
の保存について初めて法律で規定される。国宝や特別建造物といった物件の指定とその保
存を規定した法律を，どう名所旧蹟に準用するのかは明らかではなく，この規定は実際に
は運用されなかったとみられる28。1897（明治 30）年頃，従来地理局で所掌していた「旧
跡名所公園地に関する事項」のうち公園は衛生局に所管が移ったが，この時点では旧跡名
所の業務は地理課に残されたと考えられる。 
 1898（明治 31）年 12 月の内務省訓令第 1104 号で各府県管内所在の名勝旧蹟調査が
行われる。「其県管内所在ノ名勝旧蹟ニシテ史書ニ著称セラレ又ハ其風景優秀ニシテ人口ニ
膾炙シ永遠ニ保存スルノ必要アリト認ムルモノノ中ニ就キ特ニ顕著ナルモノ及由緒特殊ナ
ル社寺堂宇ノ建築物ニシテ其年代三百年以上ヲ経過セルト認ムルモノヲ選ヒ別記様式ニ照
準取調図面ヲ添ヘ名勝旧蹟ハ来ル明治 32 年 2 月 28 日マテニ社寺堂宇ノ建築物ハ同年 5
月 31 日マテニ進達スヘシ」29と指示する。この調査は内務大臣名でなされ，地理課が担当
したか，社寺局が担当したかは明記されていない。しかし，群馬県ではこの調査への回答
を内務部第一課が担当し，第三課社寺係に合議しており30，埼玉県では，内務部第三課社
寺に関する業務として位置付けられている31。官有地に関する事務を扱う第二課はいずれ
も関わっておらず，名勝旧蹟に関する事務は社寺局の関与が強かった可能性が高い。 
 その後もこの名勝旧蹟に関する調査の府県からの回答をベースに，1904（明治 37）年
3 月に内務省宗教局長32と地理課長名で国有林野内にある名勝旧蹟についての調査が行わ
れる33。翌 1905(明治 38)年には，名勝旧蹟が存在する不要存置国有林34について，府県郡
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市町村に払い下げるか，内務省所管の官有地に地種を組替えるかにより保存を図るよう，
農商務省と地理課の連名で府県への指示がなされる35。その後，1911（明治 44）年 9 月
には宗教局長単独で，保安林に編入されている名勝旧蹟の箇所についての調査が行われて
いる36。名勝旧蹟についての所掌は，古社寺保存法が制定されるまでは地理課，制定後は
社寺局，宗教局も関与し，明治 30 年代末から 40 年代前半のどこかの時点で地理課から離
れ，宗教局へ移ったと見られる。宗教局は 1913（大正 2）年 6 月に文部省に移管され，「古
社寺保存ニ関スル事」は文部省宗教局第二課の所掌に位置付けられる37。同年 8 月の内務
省分課規程の改正によって，地理課の所掌事務として「名勝，舊蹟及古墳墓ニ関スル事項」
が明記され38，名勝旧蹟関連の業務は地理課専管の業務と整理され，その後の史蹟名勝天
然紀念物保存法の制定につながっていく。名勝旧蹟については，内務省内で地理課が中心
となり，一時社寺局，宗教局が関わった時期もあったが，一貫して保存すべき対象の調査
が行われていた。 
 なお，内務省の規定，文書では，「勝区」，「名区」，「名所」が様々に用いられてきたが， 
1898（明治 31）年の名勝旧蹟調査で「名勝」の語が初めて確認され，これ以降，名勝と
いう語で整理されていく。 
  
 ３）衛生局での公園業務の実態 
 
 1897（明治 30）年頃に衛生局に移った公園業務の実態はどうなっていたのだろうか。
この時期は，前述の内務省の公園への関与が弱くなった時期であり，公園に関する文書で，
内務省内の所掌が確認できる資料は多くない。その中で，1900（明治 33）年以降の，奈
良公園における立木伐採についての一連の内務省と奈良県とのやりとりでは，大臣名の文
書だけでなく，局長・課長名の文書が多く残されており39，内務省内の対応を確認できる。
第 2 表にそのやりとりをまとめた。 
  1900（明治 33）年 1 月に奈良県知事から内務大臣への，奈良公園の「樹木伐採ノ義
ニ付上申」に対し，同年 3 月に内務大臣指令があり，指令書の添状は大臣官房庶務課長と
地方局長名で発せられている（第 2 表①）。内務省の所掌としては，庶務課：官有財産の
管理，地方局：府県行政に関する事項，という分担と考えられる。翌 1901（明治 34）年
1 月の「奈良公園立木伐採林道開通ノ件」に対する同年 3 月の内務大臣指令書の添状は，
総務局地理課長，衛生局長，地方局長の３名から発出されている（第 2 表②）。大臣官房
庶務課から地理課が分課，再設置されており，公園を所掌している立場としての衛生局が
加わっている。しかし，同年 6 月の「樹木伐採ノ上申」に対する同年 10 月の内務大臣指
令書の添状は，総務長官名（地理課を所掌する総務局長に相当）のみ（第 2 表③）。1910
（明治 43）年 1 月以降の「奈良公園樹木伐採ノ件上申」に対しては，衛生局長のみがや
りとりをしている（第 2 表④）。公園の所掌が衛生局と整理されても，公園は官有地であ
り，官有地管理に関する事項として地理課も関与し，明治 30 年代前半には，統一的な対
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応となっていなかった。 
 別の事例として，天橋立に関する京都府と内務省とのやりとりがある。1904（明治 37）
年 8 月の京都府から内務・農商務両大臣あての天橋立の公園設置の申出に対し，大臣官房
地理課長から，名区にしてはどうか，もし公園とするのであれば，「公園新設ノ設計並ニ同
図面，新設費，公園将来ノ収支見積書」を提出せよとの文書がだされている40。 
 地理課は，農商務省所管の官有林を内務省所管の官有地である公園に組替える「本省所
管ノ官有地ニ関スル事項」として対応している。公園を新設する場合には，公園を所掌し
表
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ている衛生局への照会が必要であるが，名区とするのであれば地理課のみで回答可能であ
った。一方で，天橋立が公園として設置された後，1905（明治 38）年 4 月に，京都府か
ら，公園の管理を与謝郡に移したい旨内務大臣への伺いが出されているが，衛生局長のみ
とのやりとりの後，5 月に内務大臣により聞き届けられている。 
 上記の奈良公園，天橋立公園の事例をみると，1897（明治 30）年頃から，公園に関す
る所管は衛生局と整理されていたとしても，公園に関する事務すべてが衛生局の所掌とな
っていたわけではなく，「本省所管ノ官有地ニ関スル事項」として土地管理にかかる部分は
地理課が依然として所掌していた。公園の設置の許可も，衛生局単独では判断できない状
況であり，衛生局の所掌する事務は極めて限定的であったと考えられる。 
 1898（明治 31）年 11 月に庶務局地理課が庶務課に吸収され，地理課は一時消滅する
が，1900（明治 33）年 5 月に総務局地理課として再設置され，1903（明治 36）年 12
月には大臣官房地理課となる。この間，課名の変更はあっても職員の異動はほとんどなく，
継続的に事務を行える体制であった41。例えば，総務局に再設置された地理課の 1901（明
治 34）年 4 月の職員は，会計課長が兼務する地理課長を除く 8 名のうち 7 名が 1898（明
治 31 年）以前の庶務局地理課の職員である。 
 1906（明治 39）年 10 月には「府県郡市町村等ニ於テ公園ヲ設置シ変更シ又ハ廃止ス
ル場合ニハ自今当省ノ許可ヲ受クルニ及ハサル義ト心得ヘシ」42との内務省訓令第 712 号
が出される。公園設置，変更，廃止に内務省の許可は不要となり，以後，衛生局での公園
に関する事務は，公園の管理運営に関する事項，例えば奈良公園での樹木伐採経費で施設
整備をする，といった内容に限定された模様で，事務量は少なくなったと考えられる。 
 1918（大正 7）年に大臣官房都市計画課が設置され，都市公園に関する事務もそちらの
所掌となり，1920（大正 9）年に内務省衛生局嘱託となった田村は，「当時保健課には太
政官布告による公園台帳が一冊あっただけで，専門家としては嘱託一名というさびしい陣
容にすぎなかった」と回顧している43。公園が衛生局の所掌事務として加わった 1900 年
頃から 1920 年頃まで間，衛生局での公園についての事務の実態はかなり希薄なものであ
ったと考えられるが，その点については 3−2)で詳細に検証する。 
 
 
３ 公園の設置と経営の実態 
 
 １）松島公園での官有地以外を含めた公園設置管理 
 1926（大正 15）年の内務省衛生局調査資料44によると，明治大正期に設置された太政
官達による公園のうち府県営公園で 100ha 以上の面積を有する公園は，奈良公園，松島
公園，厳島公園，大沼公園の４公園である。いずれも自然の風景を含む公園であるが，松
島公園については，官有地で密度の濃い管理のできる「公園地」と，民有地であるが風致
を維持，改良する経営区域に分かれており，民有地を含む点は後の公用制限による国立公
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園と類似した例とされる45。ここでは松島公園での官有地の公園とその周辺区域との関係
を整理することで，太政官達による公園とその後の公用制限による国立公園との関係をみ
る。 
 松島公園は 1903（明治 36）年に瑞巌寺付近と一部の島の極めて狭い範囲，0.7ha が公
園として当初設置され，1908（明治 41）年には松島湾内の国有地の島と岬，林野 371 町
歩（368ha）が公園に編入される46。1909（明治 42）年に県内務部により『松島公園経
営案』が作製され，翌年，松島公園経営協議委員会でこれを検討し，公園の整備・管理の
方針を定める。松島公園経営案では，官有地の公園部分と周辺の国有林，県有林，民有林，
民有地，社寺境内地を公園に関係する地域として一体的に管理運営することを計画してい
る（図１。『松島公園経営案』（1909）掲載の松島公園区画予定図）。 
 『松島公園経営報告書』（1915）では，この区画予定図に相当する面積として，5,720ha
をあげており，そのうち公園の面積が 480ha，民有山林が 3,014ha などとなっており（図
２），全体面積のうち，公園地目の部分は 8%，民有の山林，田畑，宅地が全体の 85%を占
めている。この図は予定図であるが，実際にこの区域全域に対し何らかの制限が課せられ
た，あるいは事業の対象地となったかは不明である。 
  
図１ 松島公園区画予定図（『松島公園経営案』1909 年） 
 26 
 
  
図２ 松島公園経営案による公園関係地域の土地所有別面積（ha） 
『松島公園経営報告書』（1915）による 
表３ 松島公園地域の森林整備の種別面積，必要経費，取扱い方針 
（『松島公園経営報告書』（1915）による） 
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 また，この区画予定図に含まれた土地については，１）単に観望せられるる山，２）船
中より観望すべき山，３）親しく出入して鑑賞すべき山，４）登臨展望すべき山，の４つ
の地域に種別し，それぞれの種別に含まれる土地の整備方針が記述されている。 
 この計画によれば，３）の散策対象となる山，４）の展望地としての山，つまり直接立
ち入って利用する対象となる箇所については，民有保安林を買い上げて公園に編入する予
定とされ，１）や２）の眺望対象としての山については，森林の育成に対する補助を予定
している。当時は，眺望対象となる部分が未立木地になっている箇所が多く，「松島風致を
殺く根本」47となっており，植樹が急務とされていた。１），２）の眺望対象については公
園に取り込まず，森林整備の補助金によって風景整備を誘導しようとしている。一方で，
土石の掘採や私有地の建築物の制限を行うためには，公園取締規則が必要とも記しており，
森林整備以外の民有地の管理の仕組みを必要としている。民有地のままで公園取締規則の
対象とできるのかは疑問であるが，直接立ち入る利用地区と眺望の対象となる地区で，そ
れぞれに異なる管理方法を適用しようとしていた点が注目すべきである。 
 実際に森林整備の補助がどの程度民有林に支出されたのかについて，同報告書では，
1912（大正元）年度から 1915（大正 4）年度までの 4 年間の「森林経営費」として，6,730
円ほどが支出された記録がある。この支出の対象地は図３のとおりで，公園地，保安林，
県有林，社寺境内地，合計 1,032ha が対象となっている。1909（明治 42）年の計画では
対象区域が 5,000ha を超えていたが，民有山林，民有田畑，民有宅地は森林経営費の支出
対象となっておらず，基本的には公園地と保安林が森林経営の対象となって植林費用が支
出されている。一方で，公園の収入として，立木売却や枯損木払い下げによって，1910
（明治 43）年度から 1914（大正 3）年度までの５カ年間に 19,000 円程度を得ており，
森林経営は松島公園費特別会計の主たる収入源となっていた。もっとも，松島公園経営に
要する費用は 1911（明治 44）年度〜1915（大正４）年度までの５カ年で 253,000 円ほ
図３ 松島公園地域森林経営費の対象地面積（ha） 
『松島公園経営報告書』（1915）」より 
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ど要しており，立木売却などを含めた公園の総収入 32,600 円（1910-1914 年）は，支出
のごく一部を賄っているに過ぎなかった。  
 大正初期の松島公園についてみると，公園地 540ha ほどと風致保安林 370ha ほどが組
み合わされて，公園として一体として経営される構造になっている。さすがに保安林の指
定を受けていない民有林や民有地が公園の一部として経営されていたと言える状況ではな
かった。 
 風致保安林は，単に規制が課せられているだけではなく，公園運営費に森林経営費が組
み込まれ，森林整備がなされることで，公園の風景の維持の機能を積極的に果たしている。
太政官布告公園と森林法による風致保安林の二つの制度が一体として運営されることによ
って，一つの公園として機能し得ていたと言うことができる。 
 公園地や風致保安林以外については，1910（明治 43）年 7 月に「松島公園ニ準シ施設
経営ヲ進メ且ツ一般遊覧者ニ対スル危険ヲ防止スル為」，広く銃猟禁止区域が指定されてい
る48。また「海面美」を保持するため湾内での漁業制限の方針が示され49，海域と陸域を一
体として松島公園の管理を行おうとしていた。図４は 1935（昭和 10）年頃と推定される
「松島公園図」であるが，「公園林」とされる公園地は限定的で，風致保安林も島嶼と海岸
沿いに点在するが，その面積は大きくない。「公園区域」と図示されている陸域は，法的に
は狩猟法に基づく銃猟禁止区域の設定がなされていた。 
 松島は 1923（大正 12）年に史蹟名勝天然紀念物保存法により，名勝に指定される。指
定範囲の告示は大字単位でなされており，その区域は概ね図 5 に示される区域で，図上で
算定した陸域の面積は 9,960ha ほどである。名勝松島の指定範囲については，「明治 44
年から大正 4 年にかけて実施された県営公園の整備が基盤となったと考えられ，それは指
図４ 『松島公園図』部分（1935（昭和 10）年頃）宮城県図書館蔵 
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定範囲が県営公園の範囲とほぼ同じであったことからも伺うことができる」50とされてい
る。前述のとおり，実質的に公園として経営されていたのは公園地と風致保安林の部分で
あり，「松島公園経営案」に掲載された図（図 1）の範囲全体が県営公園として経営されて
いたとは言い難い。いずれにせよ広範な地域が名勝として指定され，銃猟禁止地区の設定
しか行われていなかった土地について，土石の採取や建築物の設置などの改変行為を制限
する効果はあった。一方で，公園の経営が目指していた公園地や保安林指定地以外の土地
での森林の復元への効果は期待できなかった。名勝の規制制度が松島公園の経営方針と合
致した形で運用されれば，県の想定した範囲の松島公園の風景の改変の防止は実現できる
状況であった。 
 松島公園は，太政官達による公園，風致保安林を組み合わせた公園の中心部分に，その
周辺部の名勝指定地も加わり，一体として風景の保護と利用を図るためのツールが事実上
存在していた。それぞれの制度を公園経営の目的で一元的に運用できるかという管理運営
体制の問題はあるが，この土地に，公用制限による公園の仕組みをさらに適用させる必要
性は見られない。一方で，すでに公園，保安林であった土地に重複して名勝を指定するこ
との意味については疑問が残る。松島の名勝指定に関し，公園や保安林との関係を調整し
た記録は見当たらない。松島公園の経営を行なっていた宮城県が主体となって名勝の指定，
公用制限の仕組みの適用を求めた記録はなく，国が主体となって指定が行われたとみられ
る。風致保安林と名勝については，目的が共通する部分もあり，公用制限の仕組みが重複
して指定されることの必要性，指定後の管理方法について検討が必要であったと考えられ
る。この検討がなされたのかどうかについては別途検討が必要な課題である。 
図５ 名勝松島の 1923（大正 12）年の指定範囲 
（当時の大字の範囲を農林業センサス及び国勢調査の調査区データから推定） 
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 ２）奈良公園での公園の経営と内務省衛生局の対応  
 
 奈良公園の管理に関する県と内務省とのやりとりについては，２で述べたが，1910（明
治 43）年 1 月に奈良県が奈良公園内の山林部（春日山，花山，芳山，春日大社や若草山
の東部に位置する）の立木伐採により費用を確保し，公園を整備する計画を内務省に申請
し，衛生局がその内容を検討している。奈良県の申請は，春日山，花山での腐蝕樹木の伐
採，間伐により 40,619 円の収入を得て，公園内の道路改修（4,990 円），貯水池新設（10,690
円），植物園新設（6,913 円），平坦地の土地買収（145 坪，16,533 円）等を行う計画であ
った。内務省では衛生局が検討し，同年 3 月に，春日山内の樹木の種別本数，貯水池，道
路の設計図，買収地の図面，過去（明治 34 年）に内務省の許可を得た事業計画の年度別
実績と所要費用，過去の事業計画にある花山，芳山での伐採予定樹木のうち伐採残樹木の
樹種，本数，価額，明治 34 年 10 月の内務省総務長官通牒による台帳の状況（春日山全部，
花山の伐採残部の立木は保存の必要があり，立木台帳と立木の位置を示した明細ノ目録図
面を至急調整進達すべしとの通牒の履行状況）の提出を求める。 
 衛生局は非常に煩雑な作業を求めるが，奈良県は，同年 5 月中に奈良公園での 1901（明
治 34）年度以降の遂行事績の大要と当該年度の施設計画の大要，春日山，花山の樹木台帳
を順次衛生局に送付する。衛生局からの回答はなく，奈良県は，申請した計画の認可につ
いて再三の督促を行うが，回答は翌 1911（明治 44）年 8 月になってからであった（経過
は表２参照）。衛生局の回答内容は，道路開設，植物園開設は緊急を要さない，貯水池は必
要だが大雨の際の排水上の支障がないか精密調査が必要とし，再調査し，不用樹木伐採の
収入を限度として施設設計を行い，設計書と伐採樹木調査書を提出するよう求めている。
担当官の出張報告に基づき外国婦人用便所が必要との意見も付している。不用樹木の伐採
による収入の範囲内で事業を計画すべきであり，事業実施を目的とした伐採は認めない方
針も明記している。結局，奈良県はこの時点での伐採と施設整備を断念することとなる。
同時期に公園の経営計画が策定されていた松島公園では，森林経営による収入を公園収入
として事業費の一部にあてていたが，事業費の大半は県予算で賄っていた。一方で奈良公
園の公園事業計画は森林経営による収入での独立採算となっており，伐採による収入確保
と施設の整備水準のバランスは微妙であった。 
 衛生局の判断は決して早いものではなく，検討に 1 年半の時日を要している。10 年前
に許可した伐採計画の履行状況を確認していることから，衛生局では，過去の書類を引き
継ぎ，検討と判断を行っている。しかし，検討に長期を要し，伐採と公園の利用施設の整
備に対して抑制的な対応を行なっている。慎重な判断を行なったとの理解も可能であるが，
明確な判断基準のない中で，公園内の現状改変を認める判断をしきれず，現状維持という
消極的結論に至ったと解することが適当であろう。このことは，次に述べる 10 年後の対
応と比較すると明確になる。 
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 1924（大正 13）年 2 月，奈良県は，奈良公園山林部について，風致維持に関連の低い
場所で伐採と植林を積極的に行う公園林経営案を作成し，内務大臣に申請している。この
申請に対し，内務省は 4 月初めに早々に認可を行なっている。内務大臣の認可文書ととも
に同日付けで，官房地理課長と衛生局長連名で，奈良県知事にあて，森林の整理伐採に際
しては名勝として風致を保存することを念頭に置くこと，春日山は天然紀念物指定の検討
がなされていることから現状変更をしないこと，を内容とする注意文書が発せられている
51。これは，1922（大正 11）年に奈良公園が名勝に指定され，1924（大正 13）年の春日
山原始林の天然紀念物指定予定を踏まえた，名勝天然紀念物保存の観点からの指示であり，
史蹟名勝天然紀念物保存法を所管している官房地理課主導で発せられた文書である。この
時点では，公園の所管としての衛生局と名勝所管の官房地理課がそれぞれの立場で奈良公
園に関与していたが，公園内の森林経営，施設整備に対する判断は，官房地理課が主導し
て行っている。そして，認可申請から認可まで２ヶ月半と時日を要していない。名勝，天
然紀念物としての保存という判断基準を持つことで，速やかな対応が可能であった。 
 奈良公園の山林部での森林経営に関する内務省の対応からは，衛生局が単独で担当して
いた明治 40 年代には，公園の経営，整備に対する明確な方針があったとは考えにくく，
衛生局内では，基本的に府県に経営を委ねている公園について積極的に関与する意図は感
じられない。明治 40 年代以降の内務省衛生局の公園に関する事務の実態はかなり希薄な
ものだったと言わざるを得ない。 
 また，奈良公園の公園費用は特別会計で，その中で公園の運営がなされていた。東京市，
大阪市，奈良県，福岡県など，公園面積が大きく，土地使用料収入が相当の額となる場合
には公園費用を特別会計として独立して経営することが良策と考えられていたとされ52，
内務省において特別会計での運営が公園のあるべき姿と考えられていたとすれば，その点
において，国設の大公園を従来の公園の延長上に位置づけ，運営することは困難と判断さ
れた可能性はある。 
 
 
4 小括 
 
 明治初期，地租改正による社寺境内地の荒廃への対応など急激な変革によって生じる破
壊，乱伐等を回避することも目的として「公園」と「名所」に関する太政官達が出された
が，公園も名所も，官有地第三種と整理され，土地管理行政の観点からの事務が内務省地
理局，地理課で継続的に行われていた。公園や名所について，政府として官有地管理の観
点以外に明確な選定方針が存在したわけではなかった。  
 1898（明治 30）年頃に公園の所掌は地理課から衛生局の所管に整理されたとみられる
が，土地管理行政が移管されたわけではなく，地理課と共管という位置付けであり，継続
的に業務を行なってきた地理課主導で公園に関する事務も処理され，衛生局が主体的に公
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園の管理運営に関与する状況ではなかった。 
 松島公園の明治 40 年代からの経営をみると，利用の中核部を太政官達による官有地の
公園として管理し，眺めの対象となる箇所は公用制限による風致保安林として管理し，そ
れ以外の土地は銃猟禁止地区の指定を行い，一体として公園の管理経営を行う方法であっ
た。銃猟禁止地区が公園としての管理にどれほどの効果があったかについては議論の余地
はあるが，公園としての管理方針を明確に持ち，利用できる複数の制度を組み合わせて管
理を行ったものである。松島の例は，複数の制度を一体的に運用することができれば，自
然の風景を対象とした一つの公園としての機能を果たすことができることを示していた。
宮城県という単一の行政の中で実現した自然の風景を対象とした公園の管理であるが，国
立公園においても，同様の方法が適用できる可能性はあった。 
 衛生局の公園行政は，明治 40 年代以降，府県との関係が希薄であったことを示したが，
松島公園についても，公園台帳上は官有地の面積が計上されているだけであり（1926（大
正 15）年調査では 516ha とされている），周辺地域の風致保安林も含め，少なくとも
1,000ha 以上の面積が一体的に運営されている状況は，衛生局内で広く共有されていたか
は不明である。 
 明治 30 年代以降，箕面，松島，天橋立，雲仙など，自然の風景を対象とする広域の公
園の設置が府県によって進められ，その後の国立公園の萌芽ともなる取り組みが展開され
る。しかし，府県での公園設置や経営への内務省の関与の度合いは低下しており，公園の
管理運営の実態を十分把握できる体制ではなく，そのことが，太政官達による公園の管理
運営方法が，広域の自然の風景の保全・利用の制度に結びつかなかった要因の一つであろ
う。 
 一方，名勝は，明治初期からの「勝区」「名区」の設定の時期から，明治 30 年代に入り，
社寺局，宗教局が関与し，「名勝旧蹟」の保存について府県へ調査，指令を発し，保存の検
討を進めていた。名勝は，大正期にいち早く法制化がなされたが，自然の風景を対象とし
た大規模な名勝を検討する場合でも，明治 30 年代からの調査を踏まえ，一定程度の範囲
のものからとりあげることとなったと言えよう。衛生局では，明治 40 年代には，公園に
関する業務実態が希薄であったがゆえに， 1920（大正 9）年頃から，従来の公園の概念
とは別の国の設置する公園として，自然の風景についての調査が進められたとも言える。
しかし，公園の制度検討にあたっては，すでに自然の風景を対象とした公園の管理運営の
実態がある松島など，既存の公園についてどこまで実態把握が行われていたのであろうか。
わが国の土地利用の実態を踏まえた公園の制度の検討の上では，太政官達による公園，風
致保安林，名勝といった複数の制度が接点を持つ松島の管理運営の事例の検討は十分に行
われるべきであった。 
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第２章  国設大公園設置要望と内務省の対応 
 
１ はじめに 
 
 太政官布告による公園は，明治 30 年代以降に松島では自然の風景を対象とした公園へ
展開していくが，明治 40 年代以降の帝国議会への国設の大公園設置の建議に対し，まず，
内務省では名勝等による保存として検討される。その後，内務省内で大臣官房地理課の史
蹟名勝天然紀念物としての調査と衛生局の公園としての調査が並行したが，衛生局の調査
が継続して行われ，16 箇所を調査し（表 1，16 調査地），1931（昭和 6）年の国立公園
法の成立後，1934（昭和 9）年と 1936（昭和 11）年に 12 箇所の国立公園の指定を見る。 
この 12 国立公園（阿寒，大雪山，十和田，日光，富士箱根，中部山岳，吉野熊野，瀬
戸内海，大山，雲仙，阿蘇，霧島）をみると，大雪山を除き，16 調査地（上高地，白馬山，
日光，温泉岳，阿蘇山，富士山，大台ケ原，磐梯山，阿寒湖，霧島山，小豆島及屋島，伯
耆大山，十和田湖，立山，大沼公園，登別温泉）1と基本的に重なっている。 
 1921（大正 10）年から調査が開始され 16 箇所の調査を行った時点で，戦前指定 12 国
立公園の輪郭はほぼ規定されていたという意味で，16 調査地の選定経過はわが国の国立公
園選定の最初期の姿を示すものとしての意味は大きいが，その選定経過が十分に検討され
てきたとは言い難い。また，この調査対象地について風景の保護の制度を考えなければな
らず，調査対象地の規模や土地所有関係がその後の制度のあり方をある程度規定していっ
たという意味でも調査地の選定経過を明らかにする意味は大きい。 
 
２ 帝国議会への国設大公園設置建議案への内務省の対応 
 
 １）第 27 回帝国議会への建議案 
 
 国立公園の制度化には，帝国議会への建議・請願が大きな影響を与えたことはふれたが，
建議・請願の提出時期が最も早く，しかも公園と名勝の両者の建議・請願が数多く提出さ
れた点で 1910〜11（明治 43〜44）年に開かれた第 27 回帝国議会は特異である。 
 第 27 回帝国議会には，公園，史蹟名勝天然紀念物に関し以下の 7 本の建議案，請願が
表１ 内務省衛生局による国立公園調査 
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提出されている。 
貴族院 
・史蹟及天然記念物2保存ニ関スル建議案 
・国庫ノ補助ヲ仰キ日光山ヲ公園トナスノ請願 
衆議院 
・国設大公園設置ニ関スル建議案 
・名所旧蹟古墳墓保護ニ関スル建議案 
・史蹟及天然記念物保存ニ関スル建議案 
・名勝地維持保存ニ関スル建議案 
・日光山ヲ大日本帝国公園トナスノ請願 
 国設の「大公園」を設定すべしという建議案，請願が提出されたが，第 1 章で述べたと
おり，この時期，内務省衛生局での公園についての事務は希薄であった。建議案や請願を
審議した帝国議会での政府答弁から，その時点での内務省での公園や自然の風景の保存に
ついての考え方がうかがえる。 
 国設大公園設置ニ関スル建議案は，静岡県選出の清崟太郎代議士から提出された。米国
のナショナルパークを念頭においたもので，天然の形勝を基礎として，相当の設備を施し
たものを富士山を中心に設置し，名山を利用して国民多数を大なる感化に浴せしむるため，
富士山を中心として一大公園を設置する事が必要，との提案であった。政府委員として答
弁した内務省小橋一太衛生局長は，「公園」は衛生を目的として都市住民のために設けられ
るもので，富士，松島などの名勝の保存に関しては，史蹟保存について地方庁に注意を促
し，名勝史蹟保存の方策を検討しているが，個人の私権を制限する点もあり十分調査を要
すると述べる。清の提案した大規模な「公園」の設置については否定し，名勝旧蹟の保存
という観点で建議案へ対応する考えを示した。また，一木喜徳郎内務次官も，この建議の
内容を名勝の保存の問題と捉え，富士は全国の名勝中の名勝であり，その保存は第一に調
査すべきと答えている3。この建議案については，衆議院の委員会で３回の質疑を経て可決
された。 
 国設大公園設置ニ関スル建議案が可決された直後，「名勝地維持保存ニ関スル建議」が提
出され，可決される。賀来は，国設大公園設置の建議案についての実質 3 回の委員会審議
を通じ，提出者の清議員らは，政府は「公園」の設置について消極的であることを知り，
名勝の保存という形で進めることが実現性が高いと判断し，あえて「公園」の文字をさけ，
国設公園設置の建議案と同様の建議案を，「名勝地維持保存ニ関スル建議案」として提出し
たと見る4。 
 また，この質疑の中で，浅羽委員は公園を衛生局が管理していることは初めて承った，
と発言しており，この時期まで，「公園」のその当時の目的や所管が議員にも理解されてい
なかった。この時点では「公園」はきわめて影が薄く，議論の中心にはない。 
 一方，名勝旧蹟については，第１章で述べたとおり，1898（明治 31）年に名勝旧蹟調
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査が行われ，以後，積極的な史蹟・名勝の保存の動きが宗教局と地理課において見られる。
史蹟や天然紀念物の保存について三好学や三上参次らによる活動も活発に行われ，第 27
回帝国議会への「史蹟及天然記念物保存ニ関スル建議案」の提出となる。建議案可決後，
1911（明治 44）年 12 月には徳川頼倫を会長とする「史蹟名勝天然紀念物保存協会」が
設置され，1919（大正 8）年 3 月に，徳川頼倫らが発議者となって史蹟名勝天然紀念物保
存法案を提出，可決，成立することに結びついていく。 
 建議案が提出された時点で，内務省は公園の設置，経営について府県にまかせており，
「国設大公園」を設置，経営することは考えられない状況であった。第 27 回帝国議会で
の小橋衛生局長の答弁からは，国設大公園設置の建議に対し，公園ではなく名勝の保存の
観点から対応するよう誘導する意図が見てとれる。 
 
 ２）衛生局による公園調査の開始 
 
 第 27 回帝国議会への公園に関する建議案，請願提出の後，1911〜12（明治 44〜45）
年の第 28 回帝国議会へは日光山を帝国の公園とする請願，明治記念日本大公園国設の請
願が提出されている。請願の審議に際して多少の議論はあったが，基本的に第 27 回帝国
議会と同様，内務省の答弁では，名勝地，天然物の保存には賛成だが国設公園として経営
することには賛成できないと答えている。その後，第 30，31 回帝国議会へ明治記念日本
大公園国設の請願が繰り返し提出されているが，議論はなされていない。 
 衛生局では，公園の取扱いについて消極的であったが，後に内務次官，内務大臣となる
湯澤三千男が 1918（大正７）年 6 月に衛生局保健課長となって以降，状況が変わってく
る。1919（大正 8）年に衛生局として初めて積極的に公園に関する全国調査に着手する。
湯澤は，「我国では公園行政の方面が極めて幼稚であって，公園の主管に就いても未だ確定
して居らず公園に関する規則法令等も発布されていない。唯明治六年の太政官布告，其他
二，三の通牒がある位のものである」5と述べ，公園行政が貧弱であった点は指摘している
が，公園行政に着目し積極的に進めた理由は明らかではない。 
 1920（大正 9）年 9 月には，千葉高等園芸学校講師をしていた田村剛を衛生局嘱託とし，
日本の公園法制定の構想に着手したとされる6。湯澤は，この時に新たに設置された衛生局
調査課長を勤め，保健衛生調査会を活用して積極的に保健衛生に関する調査を進めた。そ
の調査事項として 1921（大正 10）年度から自然の風景を対象とした国立公園を含む公園
調査も取り上げた。田村は 1921（大正 10）年 6 月の上高地調査を始めに，衛生局での国
立公園調査を主導し，途中，関東大震災後の中断を経て，1928（昭和 3）年までに 16 地
域を調査し，その後の 1931（昭和 6）年の国立公園法制定，1934〜36（昭和 9〜11）年
の 12 箇所の国立公園指定を実現することとなった。 
 衛生局が公園調査に積極的に取り組み始めた後，1921（大正 10）年 2 月の第 44 回帝
国議会衆議院予算委員会第二分科会（内務省所管）で松岡俊三委員（栃木県選出）から「将
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来国立公園として日光の全山にはどう云う御考を持って居るか」と問われ，小橋内務次官
は，「昨年度（大正 8 年度）史蹟名勝天然物調査会費と云うものが通過して，今年度より
着々進行して居ります，現に国立公園になる場所，日光の如き場所は一面に於て史蹟名勝
地として保存する必要があろうと思います，一面から申せば国立公園「ナショナルパーク」
として相当の施設をして外来の客を招来し日本の施設として誇りとする必要がある，……
史蹟名勝の方に於ては……如何なる程度に保存するかと云うことを十分調査を進めたいと
思いますが，一面公園と云う側から……林学博士を内務省が嘱託して，大公園を目下調査
致して居ります」7と答えている。従来の史蹟名勝としての保存を進めるという面とともに，
外客誘致のための施設設置を進める必要があるとし，保存と利用のそれぞれの調査を進め
ることを述べている。1911（明治 44）年の小橋の衛生局長時代の答弁とは変わり，「公園」
としての衛生局の調査をとりあげ，保存面では保存法に基づく調査を，利用面では公園の
調査を両面で進める方針が内務省内で整理されていたことがわかる。 
 田村は，この小橋次官の答弁について「そこで日本の国立公園をば自然保存に終始する
保存行政で行くか，公衆保健を目的とする公園行政で進むかの困難な問題にぶつかった」8
としているが，この答弁では両者の調査を対立的にとらえていたのだろうか。小橋次官の
答弁どおり，保存は名勝で対応し，利用は，史蹟名勝天然紀念物保存法では対応できない
ために，利用のための施設の整備は公園で行う，二つの仕組みを組み合わせることを想定
していたとは考えられないだろうか。内務省という一つの組織の中で，両者で役割分担を
して目的を達成しようとする形が自然である。第１章でみた松島公園の官有地の公園部分
とその周辺の民有地も含めた風致保安林を一体の公園として運営している状況を想起する
と，利用のための施設は公園として整備し，周辺の保全すべき部分は名勝として指定する
形は，現実的な保存と利用の併存の形であったと言えよう。 
 名勝という公用制限による保全制度をもちながら，国立公園でも同様の公用制限による
保全制度を重複して制度化したことについて，『国立公園法解説』では「史蹟名勝天然紀念
物保存法制は現存する自然の消極的保存を目的とするものであり，其の運用は比較的小規
模のものに止まる。然るに国立公園法制に在っては，風景地の消極的保存に止まらず，更
に風景の保護開発に関する計画，事業の執行等，積極的な目的を有する点に於て之と異る。」
9と説明しているが，消極的か積極的かという感覚的な差異を述べているだけで，保護の面
での両者の機能に実質的な差はない。この点については第３章で検討する。 
 
 ３）史蹟名勝の保存面からの調査 
 
 大公園の調査を保存面で進める史蹟名勝の側から，調査はどのように進められていたの
であろうか。 
 1919（大正 8）年 4 月に史蹟名勝天然紀念物保存法（以下本節で「保存法」という）が
公布され，名勝が制度化される。史蹟名勝天然紀念物の指定基準に相当する保存要目の内
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容は，保存法が成立する以前から史蹟名勝天然紀念物保存協会（以下本節で「保存協会」
とする）の常務委員を中心に検討が進められており，1917（大正 6）年に保存要綱草案（名
勝を除く）が10，1919（大正 8）年はじめには名勝も含んだ保存要綱草案が作成され11，
最終的に 1920（大正 9）年 1 月に保存要目として策定された。 
 保存要綱の立案者は國府種徳の回顧によると，植物は三好学，白井光太郎，動物は渡瀬
庄三郎，佐々木忠次郎，地質鉱物は神保小虎，井上禧之助，名勝の庭園は本多静六と原凞
としている12が，1926（大正 5）年 5 月に保存協会の常務委員が専門の各部の要綱案の作
成を引き受け，その後，1927（大正 6）年 5 月に「名勝の部に就き井上（禧之助）委員に
於て更に起草することに決し」との記録があり13，名勝は当初は本多，原が担当した可能
性はあるが，要綱草案，保存要目は井上が作成したと考えられる。1921（大正 10）年に
公表された保存要目の解説14は井上が記している。 
 黒田らは，史蹟名勝天然紀念物保存の中での風景の位置づけの変化を検討し15，富士山，
日光といった広域の風景の保存について，保存要綱草案では「保護すべき天然紀念物に富
める広き区域（天然保護区域）（例せば日光山，富士山，吉野群山，那智山等）」16と天然
保護区域で扱うこととしているが，その後の保存要目では，天然保護区域は「保護すべき
天然紀念物に富める代表的一定の区域（天然保護区域）」とし，「広き区域」の概念はなく
なり，日光山，富士山の例示もなくなって行く経過を示している。 
 結局，広域の風景は天然保護区域の対象とならなくなるが，名勝の保存要目に移ったわ
けではなく，保存要目の名勝の部の解説では，富士山，箱根，日光などのように「規模の
広大なるものは之を他日に譲り」とし，一方で「富士，日光等の如き代表的の地域を限定
して保存区域とし之を保護すること最も必要なりとす」と，名勝として当面対象としない
としつつも何らかの保存区域とする必要は述べている17。広域の風景についての取扱いは
はっきりしないまま具体の箇所選定が進められる。 
 1919（大正 8）年に 4 月に保存法が公布された後，5 月に内務大臣の諮問に応じ意見の
開申等をする機関として史蹟名勝天然紀念物調査会（以下本節で「調査会」という）が設
置され，10 月に委員 20 名が任命されている。調査会のメンバーは，保存協会の主要なメ
ンバーであった。保存協会は 1911（明治 44）年に発足し，保存法の制定，指定の基準で
ある保存要目の案の作成といった制度面と雑誌「史蹟名勝天然紀念物」（以下本節で「保存
雑誌」という）の発行，講演会などによる保存概念の普及面で活動を行ってきていた。調
査会委員の学識経験者 10 名のうち 8 名までが保存協会の評議員で，保存協会長徳川頼倫
と評議員の中核メンバーである常務委員 6 名が含まれていた。 
 調査会のメンバーが関わった調査のまとまった記録はないが，保存雑誌の史蹟名勝天然
紀念物調査に関する記事と新聞記事から調査の内容をある程度推察することができる。 
 調査会が設置されていたのは 1919（大正 8）年 10 月から 1924（大正 13）年 11 月ま
でであるが，保存雑誌の広域の風景の調査に関係する記事は 1921（大正 10）年から 1922 
（大正 11）年の間にみられる。保存雑誌，新聞報道から調査会の委員，臨時委員，考査員
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が関わった調査をまとめると表２のとおりである。 
 保存法に基づく史蹟名勝として保存するという議会での答弁はあったが，史蹟名勝の保
存の側からの広域の風景の調査は，保存要目にない保存区域についての調査であったのか，
名勝の調査であったのか，根拠が不安定な状態で行われたと考えられる。 
 表２のとおり，様々な者が調査，講演を行っているが，広域の風景の保存について一定
の方針をもって調査を行っていたのかについて，著作物，講演の記録，新聞報道からみて
表
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みる。 
①	 三好学：調査会委員である三好が風景の保護区域の考え方について具体的に論じたも
のには，1914（大正 3）年の「欧米ノ天然記念物保護ト天然保護区域ニ就テ」18と 1915
（大正 4）年の「天然記念物」がある。ほぼ同趣旨の内容であり，後者では，絶対保
存を行う区域を天然保護区域とし，古来著名の好風景地を名勝保護区域とすることを
述べている19。日光，箱根，塩原，吉野，月ヶ瀬，嵐峡などを名勝保護区域として絶
対的な保存ではない緩やかな保存をし，利用のための施設の整備も必要と考えている。 
②	 井上禧之助：井上は，調査会の臨時委員であり，天然紀念物の地質鉱物と名勝の保存
要目を作成している。風景の保存に関しては，1921（大正 10）年の広島，香川での
講演の記録がある。広島での講演で，天然紀念物が多く，同時に風景の佳い処を選ん
で保護したいが，天然紀念物や風景の種類が多く，これを保護すると居住区域は局限
され，天然資源が乏しい日本では困難としている20。その後の高松での講演でも広い
区域を国立公園とすると，地下資源の開発上調整が必要とし21，広域の風景を保存し
制限を課すことには必ずしも積極的ではなかったと考えられる。 
③	 國府種徳（犀東）：漢詩人として著名な國府は，調査会の考査員，また内務省嘱託と
して，広域の風景の調査や関係する講演を行っているが，その記録，著述は残されて
いない。1921（大正 10）年 1 月に草壁町（香川県小豆郡）の町長が内務省に寒霞渓
の国立公園指定を要望するが，國府は，名勝の指定は国立公園に準じたものと説明し，
名勝の要望に変更させている。また，名勝はまず日本三景の橋立，松島，厳島を指定
し，他の箇所に及ぶと述べ22，実際に 1922（大正 11）年 3 月に天橋立が，1923（大
正 12）年 3 月に松島と厳島が指定され，寒霞渓，耶馬溪，豪渓，妙義山，御嶽昇仙
峡といった旧来の名所が同時に指定されている。西田は，寒霞渓，豪渓は漢文学のま
なざしによって見いだされた風景であることを示しているが23，國府は漢詩人として
の評価によって，広域の風景について名勝の指定を進めていた。 
④	 福田嘉太郎：東京帝大農学部の福田は，調査会考査員として，また，内務省嘱託とし
て，広域の風景の調査を行った。福田による国立公園に関する著述は，1922（大正
11）年 10 月の「讃岐と国立公園」24 と 1925（大正 14）年の「国立公園に就て」25が
ある。後者では，国立公園には天然景勝地保護区域と天然紀念物保護区域の二種類が
あり，大概，両者は一体の国立公園となると述べる。天然紀念物のある核心部は厳格
に保存し利用を制限し，景勝地部分は道路，宿泊施設等の整備を進める案を示してい
る 
⑤	 原凞：東京帝大農学部教授の原は，調査会臨時委員に任命され，国設公園についての
講演を行っているが，内容の記録はなく，広域の風景に関する著述も残されていない。
1921（大正 10）年 8 月の熊本での調査では，阿蘇の調査を求める地元の強い意向に
関わらず，熊本市周辺の公園を調査し，最終日に深夜から阿蘇に上るが，霧に閉ざさ
れ視察できずに終わっている26。その後の日本アルプスの調査では，「一部には天然記
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念物として保存の価値あるものも尠くないが全山国家的公園として推すだけの特徴
は余り多からず殊に鎗岳と白馬岳は凡庸の一高山に過ぎない」と述べている27。広域
の風景への関心は高くなかったと考えられる。 
 調査会関係者で広域の風景の保存の具体案を考えていたのは，三好，福田である。三好
は，保護区域を二種類に分け，天然紀念物を多く含む厳正な保存を要する天然保護区域と，
緩やかな保存をする名勝保護区域とを考えた。福田は，三好の考え方を踏まえ，厳格に保
存すべき天然紀念物も広域な景勝地に含まれ一体の国立公園となるとし，核心部は厳格に
保存し，周辺の景勝地部分は利用を考えたバッファーゾーンとする案を示す。保存と利用
の折り合いをつけた現実的な考え方と言える。 
 井上は，地質学的に風景を分類し，旧来の名所以外も含め風景を選定する考え方は示し
たが，広範な区域を保存し制限をかけることには消極的であり，國府は名勝としての保全
を念頭におき，原は広域の風景の保全への関心は薄かった。調査会関係者に広域の風景の
保全についての共通理解は見当たらず，このことが調査の方向性が定まらなかった理由で
あろう。 
 
 1921（大正 10 年）に内務省が国立公園の調査を始める際には，保存は保存法で，利用
は公園でと，両面での調査を考えていた。両者の調査は進められるが，その後，1925（大
正 14）年 3 月の第 50 回帝国議会での国立公園の方針を問う質問に対し，内務省の鈴木内
務参与官は，「国立公園と申しましても……国民の保健衛生の上から適当な遊び場所を拵え
ると云う意味で出来る公園と，それから名勝史跡……天然記念物……を保存する意味に於
て国が之に当ると云う趣意で造るものと，此二通りあろうと思います，……衛生局の所管
事務と致して調査致しましたのが，国立公園の候補地として上高地，白馬山，温泉ヶ嶽，
阿蘇山，日光，富士山，大台ケ原，磐梯山，霧島山，阿寒湖，小豆島，大山，……保存法
に依り指定せる大区域に渉る名勝は，厳島，吉野山，長瀞，三保松原，奈良公園，月ヶ瀬
梅林，天橋立，妙義山，御嶽昇仙峡，寒霞渓，耶馬溪，それからして松島と云うような所
が指定国立公園になって居ります」と答え28，利用と保存の両面からの検討が必要という
方針は変化はない。「指定国立公園」という表現は勇み足ぎみだが，内務省としてできる範
囲で公園の指定は進めていると，議会に対して説明する意図があったのであろう。この時
点では衛生局の調査を踏まえた新たな公園の仕組みの見通しはなく，保存法による指定が
進められている名勝も一つの公園として説明している。 
 1928（昭和 3）年 4 月に保存法の所管が内務省から文部省に移管される直前に，それま
で 5 年にわたり保存行政に事務官として携わっていた兒玉九一は，史蹟，名勝，天然紀念
物の現状変更を禁止するだけでは保存は図れず，保存すべきものを中心とした公園を設置
して，積極的に手を入れて管理を行う必要を指摘している。そして，天然保護区域は厳格
な保存をし，周囲には公共的施設と交通機関を配し一体として国立公園として経営すべき
とし，上高地，十和田湖，阿寒，尾瀬沼，大台ヶ原山などを例としてあげている。また，
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保存法はもう解体の時期に到達したとし，公園法と国家的紀念物保存法に再編し，広域に
亘る史蹟，天然紀念物の保存経営，名勝地の保存は公園法によって実施すべきとしている29。
この兒玉の考えは，福田の考えにさらに史蹟も盛り込んだ内容となっている。兒玉の論は，
公園の維持管理の財源を考慮せず非現実的だとの見方もあるが30，保存法を解消し，保存
と利用を考慮する形で新たに公園法を設け，公園を保存と利用の両面をもったものとして
経営する案は，内務省での並行した調査の保存法側の一つの帰結点と言えよう。しかし，
保存法は文部省に移管され，このような展開をみることはなかった。 
 衛生局における国立公園法の検討は，法律案作成作業に携わった三浦義男の回顧によれ
ば，1930（昭和 5）年に入ってから開始された31。国立公園法の具体的な検討以前に，例
えば保存法による利用への対応が積極的に検討された場合には，違った形に帰結していた
かもしれない。 
 しかし，保存法制定直後の 1920（大正 9）年 7 月には 7 名いた大臣官房地理課専任の
職員は，1921（大正 10）年７月に 6 名，1922（大正 11）年７月に３名，1925（大正
14）年 7 月には，全職員が他課と兼務で地理課専任の職員がいない状況になっている32。
当時，地理課の所掌は「史蹟，名勝，天然紀念物ニ関スル事項」のみであったが，保存法
制定以降，実務体制は徐々に縮小された。前述の鈴木参与官の答弁にみるように，内務省
としては広域の風景の保存と利用を考える上で，保存法のみでの対応は不十分と認識して
いたが，現実には地理課で対応が検討できる体制にはなっていなかった。 
 
 
３ 内務省衛生局の国立公園調査を規定したもの 
  
 １）16 箇所の国立公園調査について 
 
1923（大正 12）年の 46 回帝国議会での質問に対する答弁で，内務省横山衛生局長は
国立公園の当面の調査地として 16 調査地の名称を述べており33，この時点で 16 調査地が
初めて公になった34。田村は「大正十年（一九二一年）六月になると，保健衛生調査会の
決議に基づき，その調査事項の一つとして国立公園調査を開始することとなった。即ち上
高地・・・の十六箇所を候補地として挙げ」35と，1921（大正 10）年に 16 箇所を決めて
調査を始めたとしているが，田中は帝国議会での答弁から「十六候補地が内務省衛生局で
まとまったのは大正十一年であったと考えてよさそうだ」としている36。 
田村は保健衛生調査会の決議に基づき調査を開始したとしているが，調査会の総会は
1921（大正 10）年 6 月 22 日に開催され，事業の決議がなされ37，一方，内務省衛生局に
よる最初の調査である上高地調査は 6 月 8 日に開始されている38。調査会で調査項目とし
て認められる見込みとなったので調査に着手したのであろうが，大正 10 年 6 月の決議に
基づき，16 箇所を挙げて調査を開始したわけではなく，この時点で 16 調査地が決まって
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いたとは考えにくい。 
また，田村は 1920（大正 9）年 8 月に内務省嘱託となった39後，1921（大正 10）年 2
月の雑誌「庭園」に富士箱根，日光塩原，上高地，朝鮮金剛山など 17 箇所を国立公園の
候補としてあげている40。田中は，田村があげた地域と 16 調査地とのズレが大きいことに
ついて，「田村の選は十七ヶ所あげながら，十六候補地に入ったのはこのうち七ヶ所でしか
なかったことをみると，このあと，田村の考えは大きく転回していったことを知る」41と
し，「従来の山の風景地であった榛名山，赤城山・・・や海や湖の風景地としての松島，琵
琶湖・・等が脱落し，原始的なスケールの大きい山岳風景へと転換したのは，大正一〇年
前後のことであった」42としている。確かに田村の考えの変化は，1921（大正 10）年以
降に何らかの形であったと考えられるが，何に起因した変化なのかは明らかではない。 
 
内務省衛生局ではどの段階で 16 調査地を決めていったのであろうか。16 箇所それぞれ
について，どの時点で検討の俎上に上がってきたか概観するため，国立公園の調査対象地
や候補地が具体的に示されている資料を，箇所ごとに時系列的に整理し表３とした。用い
た資料は，田村剛らが当時記した文献，当時の新聞報道，帝国議会での会議録である。ま
た，内務省衛生局による現地調査の時期も表に含めた。対象とした期間は，最初に田村の
記した文献のある 1916（大正 5）年から内務省衛生局長が 16 調査地を議会で述べた 1923
（大正 12）年 2 月までとし，現地調査の状況と田村の文献はその後の時期のものも載せ
ている。各箇所の名称は，資料で用いられているものをそのまま記している。 
内務省衛生局は田村剛を 1920（大正 9）年 8 月に嘱託とし，どこかの段階で国立公園
の検討を開始する。国立公園の現地調査は 1921（大正 10）年 6 月の上高地調査から始ま
るが，この調査開始までの間の衛生局での検討状況を確認できる資料としては，1921（大
正 10）年 2 月の記事がある（表３（5））。この記事では潮衛生局長談として，「下調を実
行中であって既に案の成ったのは宮崎県の霧島神社一面であって・・候補地としては第一
に瀬戸内海に手を付けたい，其他では九州の不知火の海，箱根から伊豆に亘る富士の裾野，
日光，十和田湖等である」と記している43。4 か月後の 6 月に調査に入った上高地，日本
アルプスに言及していないこと，不知火海というここでしか言及されていない地域が含ま
れていることから，この時期には具体的な調査箇所について衛生局内での議論が十分なさ
れていたわけではないが，田村が 1921（大正 10）年 2 月掲載した「国立公園の本質」（表
３(4)）まで登場していた松島や琵琶湖といった旧来の名所は含まれておらず，不知火海を
除いては最終的に選定される地域であった点は注意すべきである。なお，衛生局長の談に
霧島に関し「既に案の成った」とあるが，1920（大正 9）年 9 月に本多静六と田村によっ
てまとめられた霧島公園計画（鹿児島県）44で，衛生局では当初この計画で調査済みとみ
なしていた。 
衛生局の最初の現地調査として 1921（大正 10）年 6 月 8 日から田村が上高地調査に向
かうが，この調査に関する 6 月 8 日付けの記事では「尚八月中には第二回調査として再び
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信州大町，木崎湖，中房温泉に赴く筈である，其の後の調査は何処になるか，まだ判らな
い」45と報じ，この時点で次の 8 月の北アルプス調査は計画されていたが，それ以後の計
画はたてられていなかったとみられる。 
	
 ３）地域からの国立公園の調査要請 
 
1922（大正 11）年 11 月の保存雑誌の雑報「国設公園候補地と各府県の申請地」46にあ
げられている地域（14 箇所）を，調査会の候補地として，これと内務省衛生局の選定した
16 調査地との重複が多いことから，田中は 16 調査地をまとめる際にこれが考慮されたか
もしれないとする47。村串も田中の論を受け，「国立公園を主導する衛生局保健課の勢力は，
候補地指定では，中心的役割を果たしきれなかったように思われる。」48，「衛生局の大正
12 年案は・・史蹟名勝天然記念物調査会の候補案を多く取り入れ・・おそらく保健課派49
の田村らの妥協があって，決定されていったのではなかろうか」50と，16 調査地選定には，
調査会の影響が大きかったとしている。 
しかし，保存雑誌の当該記事では，「国設公園の設定に関し，内務大臣の指定を仰ぎ，之
が候補地たらんとするもの，近時各府県に続出するの観あり。其中知事の認定及び府県会
若くは郡会の決議其他山林会等の申合等に基き，既に内務省に申請し来りしものは，左の
如し。」51として日本アルプス以下の全 14 箇所をあげている（表３（16）参照,日光と片品
村森林（原文では片瀬村森林）は別箇所としてあげられているが表中では 1 箇所としてま
とめている）。これは，調査会の候補地リストではなく，内務省に正式に公園候補地指定の
要請を提出している箇所をあげた要請地のリストを紹介した記事である。 
この記事にあげられた要請地のリストと 16 調査地との重複が多いという事実は，基本
的には要請を受けて調査地を選定したことを示しているのではないか。要請地のリストと
16 調査地は，表３の（16）と（17）で示しているが，16 調査地には大沼公園，大台ヶ原
山，小豆島及屋島，温泉岳，阿蘇山が含まれていること，要請地のリストにあった松島，
淡路島全島が除外されていること，が相違している。 
 1921（大正 10）年には，地域からの国立公園設置要請に関連する記事が多くみられる。 
・	 2 月 3 日 「岐阜県吉城郡会から日本アルプスを中心とする国立公園を作って呉れとて
内務大臣へ申請して来た」52 
・	 7 月 3 日 「国立公園設置に就ては各地方よりの希望尠からざるのみならず」53 
・	 7 月 25 日 原凞が「大熊本期成会の招聘に応じて」調査54 
・	 8 月 11 日 「九州に於ける国立公園出願は肥前の温泉岳，日向の霧嶋山のみにて」55 
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時期 記事内容
阿寒
湖
大沼
公園
登別
温泉
十和田
湖
磐梯山 日光 富士山 上高地
白馬
山
立山
(日本アルプ
ス)
大台ケ原
小豆島及
屋島
伯耆
大山
温泉
岳
阿蘇
山
霧島山
(松
島）
(金剛
山)
(琵琶湖) （その他）
(1) 大正5年11月掲載 田村「金剛山と其風景開発策」
：風景美についての概論で例示
十和田
湖
日光 富士
日本アルプ
ス（大風
景）
寒霞渓，
屋島
阿蘇 松島
金剛山
（大風
景）
寝覚の床，男鹿半島，耶馬
溪，須磨・明石，妙義山
(2) 大正7年7月発行 田村「造園概論」
：天然公園の例
十和田
湖
日光 富士，箱根
日本アルプ
ス
金剛山
(3) 大正7年8月掲載 田村「府県立公園と郷土風景の保
存」：国立公園・地方の公園の例
大沼
十和田
湖
日光
破格：富岳
箱根
破格：日本
アルプス
寒霞渓，
厳島
松島
破格：
金剛山
琵琶湖
木曽，男鹿，耶馬溪，京都，
天橋立
大正8年　 田村霧島調査（鹿児島県依頼） 調査
(4) 大正10年2月掲載 田村：「国立公園の本質」
：国立公園として最も適当なもの
大沼
公園
十和田
湖
日光塩原一帯 富士箱根一帯
上高地一
円
瀬戸内海
一帯
霧島一
帯
松島
朝鮮金
剛山
琵琶湖
上州伊香保榛名赤城一円，軽
井沢浅間一円，戸隠一帯，信
州御嶽，諏訪湖，浜名湖
(5) 大正10年2月3日 時事新報：潮衛生局長の調査対象
地
十和田
湖
日光
箱根から伊豆に
亘る富士の裾野
第一に瀬
戸内海
霧島神
社一面
九州の不知火の海
大正10年6月8～24日 田村上高地調査 調査
(6) 大正10年6月13日 中央新聞：当局は近く国立公園を
指定すべく実地調査・・・
大沼
公園
日光 箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海
(7) 大正10年7月5日 東京日日新聞：田村博士は・・講
究中の処・・候補地として
男阿
寒湖
大沼
十和田
湖
日光 富士箱根
北日本アル
プス
瀬戸内海
温泉
嶽
霧島山
大正10年8月2～13日 田村白馬岳調査 調査
(8) 大正10年8月16日 中央新聞記事：山脈の連絡系統計
画を衛生局で考究，潮局長語る
阿寒
湖
大沼
公園
十和田
湖
磐梯山 日光
富士裾野から箱
根
日本アルプ
ス
大山 温泉 阿蘇 霧島
(9) 大正10年8月21日 東京朝日新聞：秘密裡に内務省に
て候補地として数えつつあるは
阿寒
湖
十和田
湖
日光一帯
富士山麓（箱根
を含む）
上高地
吉野山,
大台ヶ原
温泉
阿蘇
山
霧島山
大正10年8月21～28
日
田村雲仙調査，阿蘇調査 調査 調査
(10)大正10年9月頃掲載
田村「国立公園として見た日本ア
ルプス」：国立公園或は之に準ず
べき施設をなさなければならぬ所
阿寒
山
十和田
湖
磐梯山 日光 (富士） 上高地 大台原 温泉 阿蘇 霧島
(11)大正10年9月 田村「国立公園論」（東京朝日新
聞）
十和田
湖
日光（群馬県も
含む）
富士箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海 温泉 霧島
朝鮮金
剛山
(12)大正10年9月 田村「国立公園の本質」（上毛新
聞）
十和田
湖
日光（群馬県も
含む）
富士箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海 霧島
大正10年9月4～16日 田村日光調査 調査
大正10年12月開会 第45回帝国議会での請願 日光山,片品村 富士山 上高地 淡路
(13)大正11年1月掲載 田村「余をして国立公園を選ばし
むれば」
十和田
湖
日光湯元を中心
とした景勝地
富士を中心とす
る一帯
日本北アル
プス地方
瀬戸内海
阿蘇
山
霧島山
朝鮮金
剛山
(14)大正11年4月30日 東京朝日新聞：当局で受け付けた
もの
あか
ん湖
十和田
湖
日光
富士精進河口湖
一帯,箱根
上高地渓
谷一帯
大山
一帯
霧島山 松島
琵琶湖及
其沿岸
(15)大正11年8月1日 東京朝日新聞：当局で受け付けた
もの
阿寒
湖
登別
温泉
十和田
湖
猪苗代湖
日光,片品村の
自然林
富士の裾野
日本アルプ
ス
寒霞渓 大山 霧島山 松島 淡路島
大正11年8月 田村大峯・大台ヶ原調査 調査
(16)大正11年11月掲載 史蹟名勝天然紀念物誌「国設公園
の候補地」：要請があるもの
阿寒
湖
登別
温泉
十和田
磐梯山,
猪苗代湖
日光,片品村森
林
富士及箱根 上高地
白馬
嶽
日本アルプ
ス（乗鞍中
心）
大山 霧島山 松島 淡路全島
大正11年11月 田村磐梯山調査 調査
大正11年12月開会 第46回帝国議会での建議
磐梯山猪
苗代湖
大日光 富士山
立山
連峰
日本アルプ
ス
奈良県吉
野郡
阿蘇 霧島山
松島
※3
琵琶湖
筑波山，鹿野山，厳島，支笏
湖及倶多楽湖，養老，京都
市，定山渓，金剛山，和歌浦
大正11年度 富士山調査 調査
(17)大正12年2月13日 第46回帝国議会委員会：横山衛生
局長答弁16調査地
男阿
寒湖
大沼
公園
登別
温泉
十和田
湖
磐梯山 日光一帯 富士箱根 上高地
白馬
山
立山 大台ケ原
瀬戸内海
の或地域
大山
温泉
公園
阿蘇
山
霧島公
園
大正12年度 阿寒湖，霧島調査 調査 調査
大正13年度 小豆島及屋島，大山調査 調査 調査
大正14年度 十和田湖，立山調査 調査 調査
(18)大正15年7月放送 田村「日本の五大風景」 四	十
和田湖
二	日光 一	富士山
三	日本アル
プス
五
阿蘇
(19)昭和2年4月掲載 田村「風景地保存の急務」
：世界的大風景として
阿寒
湖
十和田
湖
磐梯山 日光 富士
日本アルプ
ス
阿蘇
山
霧島山
昭和3年度 大沼公園，登別温泉調査 調査 調査
（昭和7年10月）
（第二回国立公園委員会で選定さ
れた国立公園候補地）
阿寒 十和田 日光 富士
吉野及熊
野
瀬戸内海 大山 雲仙 阿蘇 霧島 大雪山
※1　最上行の調査地名は，内務省衛生局(1927)：国立公園，での調査地の名称による ※2　各箇所名は各資料での表現に合わせている ※3　仙台・塩釜・松島・野蒜・石巻・金華山
日本アルプス
  
表 3 大正から昭和初期の田村の文献，新聞記事，帝国議会議事録での 16 調査地の現れ方 
※１ 最上行の調査地名は，内務省衛生局（1927）『国立公園』での調査地の名称による。 
※２ 各箇所名は各資料での表現にあわせている 
※３ 仙台・塩釜・松島・野蒜・石巻・金華山 
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時期 記事内容
阿寒
湖
大沼
公園
登別
温泉
十和田
湖
磐梯山 日光 富士山 上高地
白馬
山
立山
(日本アルプ
ス)
大台ケ原
小豆島及
屋島
伯耆
大山
温泉
岳
阿蘇
山
霧島山
(松
島）
(金剛
山)
(琵琶湖) （その他）
(1) 大正5年11月掲載 田村「金剛山と其風景開発策」
：風景美についての概論で例示
十和田
湖
日光 富士
日本アルプ
ス（大風
景）
寒霞渓，
屋島
阿蘇 松島
金剛山
（大風
景）
寝覚の床，男鹿半島，耶馬
溪，須磨・明石，妙義山
(2) 大正7年7月発行 田村「造園概論」
：天然公園の例
十和田
湖
日光 富士，箱根
日本アルプ
ス
金剛山
(3) 大正7年8月掲載 田村「府県立公園と郷土風景の保
存」：国立公園・地方の公園の例
大沼
十和田
湖
日光
破格：富岳
箱根
破格：日本
アルプス
寒霞渓，
厳島
松島
破格：
金剛山
琵琶湖
木曽，男鹿，耶馬溪，京都，
天橋立
大正8年　 田村霧島調査（鹿児島県依頼） 調査
(4) 大正10年2月掲載 田村：「国立公園の本質」
：国立公園として最も適当なもの
大沼
公園
十和田
湖
日光塩原一帯 富士箱根一帯
上高地一
円
瀬戸内海
一帯
霧島一
帯
松島
朝鮮金
剛山
琵琶湖
上州伊香保榛名赤城一円，軽
井沢浅間一円，戸隠一帯，信
州御嶽，諏訪湖，浜名湖
(5) 大正10年2月3日 時事新報：潮衛生局長の調査対象
地
十和田
湖
日光
箱根から伊豆に
亘る富士の裾野
第一に瀬
戸内海
霧島神
社一面
九州の不知火の海
大正10年6月8～24日 田村上高地調査 調査
(6) 大正10年6月13日 中央新聞：当局は近く国立公園を
指定すべく実地調査・・・
大沼
公園
日光 箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海
(7) 大正10年7月5日 東京日日新聞：田村博士は・・講
究中の処・・候補地として
男阿
寒湖
大沼
十和田
湖
日光 富士箱根
北日本アル
プス
瀬戸内海
温泉
嶽
霧島山
大正10年8月2～13日 田村白馬岳調査 調査
(8) 大正10年8月16日 中央新聞記事：山脈の連絡系統計
画を衛生局で考究，潮局長語る
阿寒
湖
大沼
公園
十和田
湖
磐梯山 日光
富士裾野から箱
根
日本アルプ
ス
大山 温泉 阿蘇 霧島
(9) 大正10年8月21日 東京朝日新聞：秘密裡に内務省に
て候補地として数えつつあるは
阿寒
湖
十和田
湖
日光一帯
富士山麓（箱根
を含む）
上高地
吉野山,
大台ヶ原
温泉
阿蘇
山
霧島山
大正10年8月21～28
日
田村雲仙調査，阿蘇調査 調査 調査
(10)大正10年9月頃掲載
田村「国立公園として見た日本ア
ルプス」：国立公園或は之に準ず
べき施設をなさなければならぬ所
阿寒
山
十和田
湖
磐梯山 日光 (富士） 上高地 大台原 温泉 阿蘇 霧島
(11)大正10年9月 田村「国立公園論」（東京朝日新
聞）
十和田
湖
日光（群馬県も
含む）
富士箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海 温泉 霧島
朝鮮金
剛山
(12)大正10年9月 田村「国立公園の本質」（上毛新
聞）
十和田
湖
日光（群馬県も
含む）
富士箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海 霧島
大正10年9月4～16日 田村日光調査 調査
大正10年12月開会 第45回帝国議会での請願 日光山,片品村 富士山 上高地 淡路
(13)大正11年1月掲載 田村「余をして国立公園を選ばし
むれば」
十和田
湖
日光湯元を中心
とした景勝地
富士を中心とす
る一帯
日本北アル
プス地方
瀬戸内海
阿蘇
山
霧島山
朝鮮金
剛山
(14)大正11年4月30日 東京朝日新聞：当局で受け付けた
もの
あか
ん湖
十和田
湖
日光
富士精進河口湖
一帯,箱根
上高地渓
谷一帯
大山
一帯
霧島山 松島
琵琶湖及
其沿岸
(15)大正11年8月1日 東京朝日新聞：当局で受け付けた
もの
阿寒
湖
登別
温泉
十和田
湖
猪苗代湖
日光,片品村の
自然林
富士の裾野
日本アルプ
ス
寒霞渓 大山 霧島山 松島 淡路島
大正11年8月 田村大峯・大台ヶ原調査 調査
(16)大正11年11月掲載 史蹟名勝天然紀念物誌「国設公園
の候補地」：要請があるもの
阿寒
湖
登別
温泉
十和田
磐梯山,
猪苗代湖
日光,片品村森
林
富士及箱根 上高地
白馬
嶽
日本アルプ
ス（乗鞍中
心）
大山 霧島山 松島 淡路全島
大正11年11月 田村磐梯山調査 調査
大正11年12月開会 第46回帝国議会での建議
磐梯山猪
苗代湖
大日光 富士山
立山
連峰
日本アルプ
ス
奈良県吉
野郡
阿蘇 霧島山
松島
※3
琵琶湖
筑波山，鹿野山，厳島，支笏
湖及倶多楽湖，養老，京都
市，定山渓，金剛山，和歌浦
大正11年度 富士山調査 調査
(17)大正12年2月13日 第46回帝国議会委員会：横山衛生
局長答弁16調査地
男阿
寒湖
大沼
公園
登別
温泉
十和田
湖
磐梯山 日光一帯 富士箱根 上高地
白馬
山
立山 大台ケ原
瀬戸内海
の或地域
大山
温泉
公園
阿蘇
山
霧島公
園
大正12年度 阿寒湖，霧島調査 調査 調査
大正13年度 小豆島及屋島，大山調査 調査 調査
大正14年度 十和田湖，立山調査 調査 調査
(18)大正15年7月放送 田村「日本の五大風景」 四	十
和田湖
二	日光 一	富士山
三	日本アル
プス
五
阿蘇
(19)昭和2年4月掲載 田村「風景地保存の急務」
：世界的大風景として
阿寒
湖
十和田
湖
磐梯山 日光 富士
日本アルプ
ス
阿蘇
山
霧島山
昭和3年度 大沼公園，登別温泉調査 調査 調査
（昭和7年10月）
（第二回国立公園委員会で選定さ
れた国立公園候補地）
阿寒 十和田 日光 富士
吉野及熊
野
瀬戸内海 大山 雲仙 阿蘇 霧島 大雪山
※1　最上行の調査地名は，内務省衛生局(1927)：国立公園，での調査地の名称による ※2　各箇所名は各資料での表現に合わせている ※3　仙台・塩釜・松島・野蒜・石巻・金華山
日本アルプス
時期 記事内容
阿寒
湖
大沼
公園
登別
温泉
十和田
湖
磐梯山 日光 富士山 上高地
白馬
山
立山
(日本アルプ
ス)
大台ケ原
小豆島及
屋島
伯耆
大山
温泉
岳
阿蘇
山
霧島山
(松
島）
(金剛
山)
(琵琶湖) （その他）
(1) 大正5年11月掲載 田村「金剛山と其風景開発策」
：風景美についての概論で例示
十和田
湖
日光 富士
日本アルプ
ス（大風
景）
寒霞渓，
屋島
阿蘇 松島
金剛山
（大風
景）
寝覚の床，男鹿半島，耶馬
溪，須磨・明石，妙義山
(2) 大正7年7月発行 田村「造園概論」
：天然公園の例
十和田
湖
日光 富士，箱根
日本アルプ
ス
金剛山
(3) 大正7年8月掲載 田村「府県立公園と郷土風景の保
存」：国立公園・地方の公園の例
大沼
十和田
湖
日光
破格：富岳
箱根
破格：日本
アルプス
寒霞渓，
厳島
松島
破格：
金剛山
琵琶湖
木曽，男鹿，耶馬溪，京都，
天橋立
大正8年　 田村霧島調査（鹿児島県依頼） 調査
(4) 大正10年2月掲載 田村：「国立公園の本質」
：国立公園として最も適当なもの
大沼
公園
十和田
湖
日光塩原一帯 富士箱根一帯
上高地一
円
瀬戸内海
一帯
霧島一
帯
松島
朝鮮金
剛山
琵琶湖
上州伊香保榛名赤城一円，軽
井沢浅間一円，戸隠一帯，信
州御嶽，諏訪湖，浜名湖
(5) 大正10年2月3日 時事新報：潮衛生局長の調査対象
地
十和田
湖
日光
箱根から伊豆に
亘る富士の裾野
第一に瀬
戸内海
霧島神
社一面
九州の不知火の海
大正10年6月8～24日 田村上高地調査 調査
(6) 大正10年6月13日 中央新聞：当局は近く国立公園を
指定すべく実地調査・・・
大沼
公園
日光 箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海
(7) 大正10年7月5日 東京日日新聞：田村博士は・・講
究中の処・・候補地として
男阿
寒湖
大沼
十和田
湖
日光 富士箱根
北日本アル
プス
瀬戸内海
温泉
嶽
霧島山
大正10年8月2～13日 田村白馬岳 調査
(8) 大正10年8月16日 中央新聞記事：山脈の連絡系統計
画を衛生局で考究，潮局長語る
阿寒
湖
大沼
公園
十和田
湖
磐梯山 日光
富士裾野から箱
根
日本アルプ
ス
大山 温泉 阿蘇 霧島
(9) 大正10年8月21日 東京朝日新聞：秘密裡に内務省に
て候補地として数えつつあるは
阿寒
湖
十和田
湖
日光一帯
富士山麓（箱根
を含む）
上高地
吉野山,
大台ヶ原
温泉
阿蘇
山
霧島山
大正10年8月21～28
日
田村雲仙調査，阿蘇調査 調査 調査
(10)大正10年9月頃掲載
田村「国立公園として見た日本ア
ルプス」：国立公園或は之に準ず
べき施設をなさなければならぬ所
阿寒
山
十和田
湖
磐梯山 日光 (富士） 上高地 大台原 温泉 阿蘇 霧島
(11)大正10年9月 田村「国立公園論」（東京朝日新
聞）
十和田
湖
日光（群馬県も
含む）
富士箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海 温泉 霧島
朝鮮金
剛山
(12)大正10年9月 田村「国立公園の本質」（上毛新
聞）
十和田
湖
日光（群馬県も
含む）
富士箱根
日本アルプ
ス
瀬戸内海 霧島
大正10年9月4～16日 田村日光調査 調査
大正10年12月開会 第45回帝国議会での請願 日光山,片品村 富士山 上高地 淡路
(13)大正11年1月掲載 田村「余をして国立公園を選ばし
むれば」
十和田
湖
日光湯元を中心
とした景勝地
富士を中心とす
る一帯
日本北アル
プス地方
瀬戸内海
阿蘇
山
霧島山
朝鮮金
剛山
(14)大正11年4月30日 東京朝日新聞：当局で受け付けた
もの
あか
ん湖
十和田
湖
日光
富士精進河口湖
一帯,箱根
上高地渓
谷一帯
大山
一帯
霧島山 松島
琵琶湖及
其沿岸
(15)大正11年8月1日 東京朝日新聞：当局で受け付けた
もの
阿寒
湖
登別
温泉
十和田
湖
猪苗代湖
日光,片品村の
自然林
富士の裾野
日本アルプ
ス
寒霞渓 大山 霧島山 松島 淡路島
大正11年8月 田村大峯・大台ヶ原調査 調査
(16)大正11年11月掲載 史蹟名勝天然紀念物誌「国設公園
の候補地」：要請があるもの
阿寒
湖
登別
温泉
十和田
磐梯山,
猪苗代湖
日光,片品村森
林
富士及箱根 上高地
白馬
嶽
日本アルプ
ス（乗鞍中
心）
大山 霧島山 松島 淡路全島
大正11年11月 田村磐梯山調査 調査
大正11年12月開会 第46回帝国議会での建議
磐梯山猪
苗代湖
大日光 富士山
立山
連峰
日本アルプ
ス
奈良県吉
野郡
阿蘇 霧島山
松島
※3
琵琶湖
筑波山，鹿野山，厳島，支笏
湖及倶多楽湖，養老，京都
市，定山渓，金剛山，和歌浦
大正11年度 富士山調査 調査
(17)大正12年2月13日 第46回帝国議会委員会：横山衛生
局長答弁16調査地
男阿
寒湖
大沼
公園
登別
温泉
十和田
湖
磐梯山 日光一帯 富士箱根 上高地
白馬
山
立山 大台ケ原
瀬戸内海
の或地域
大山
温泉
公園
阿蘇
山
霧島公
園
大正12年度 阿寒湖，霧島調査 調査 調査
大正13年度 小豆島及屋島，大山調査 調査 調査
大正14年度 十和田湖，立山調査 調査 調査
(18)大正15年7月放送 田村「日本の五大風景」 四	十
和田湖
二	日光 一	富士山
三	日本アル
プス
五
阿蘇
(19)昭和2年4月掲載 田村「風景地保存の急務」
：世界的大風景として
阿寒
湖
十和田
湖
磐梯山 日光 富士
日本アルプ
ス
阿蘇
山
霧島山
昭和3年度 大沼公園，登別温泉調査 調査 調査
（昭和7年10月）
（第二回国立公園委員会で選定さ
れた国立公園候補地）
阿寒 十和田 日光 富士
吉野及熊
野
瀬戸内海 大山 雲仙 阿蘇 霧島 大雪山
※1　最上行の調査地名は，内務省衛生局(1927)：国立公園，での調査地の名称による ※2　各箇所名は各資料での表現に合わせている ※3　仙台・塩釜・松島・野蒜・石巻・金華山
日本アルプス
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・	 8 月 16 日 「日本アルプスを始めとして四国，九州，山陽，東北，北海道各山岳を中
心に夫々国立公園指定熱が近年著しく勃興し来りて現在調査方を内務省衛生局へ申込
んで来ている分だけでも十数箇所を数えて居り」56 
・	 8 月 28 日 「霧嶋は・・，自分（田村）が依頼に応じて同所に出張し自ら設計をした
ことがあり今回も同所を国立公園にしたいから見に来て呉れと頼まれた」57 
 これらの記事からは，1921（大正 10）年 8 月頃までに，10 数箇所から国立公園設置
や調査の要請が内務省にあがってきていたことが確認できる。「その年（大正 10 年）に地
方の候補地として立候補したものや，請願したものが出る」状況だったという田村の後日
談58とも合致している。8 月 16 日の記事では，内務省衛生局への要請と限定的な書き方を
しているが，衛生局か地理課かを区別して要請してはいないと考えられ59，「内務省」に対
して 10 数箇所要請があったと理解してよいだろう。 
 日光と富士山については，早くから帝国議会に国立公園設置の請願が提出されていたが，
それ以外の地域はこの時期に要請がでてきている。田村による候補地に関する記述や新聞
による報道が地域の要請を掘り起こすことにつながったと考えられる。そして 9 月 11 日
の記事に「田村博士語る所に依れば国立公園の候補地は全国十数箇所あり全部調査済みと
なりたる上順次指定するの計画にて」60とあり，要請があがってきている 10 数箇所を順次
調査する方針だったと考えられる。 
 
 
 
 具体的に調査の要請があった箇所について表３に沿ってたどってみる。大正 10（1921）
年 6 月 13 日に全国の公園調査についての記事があり，大半が都市部の公園の調査に関す
る内容だが，最後に「尚当局に於ては近く国立公園を指定すべく日本アルプス箱根日光瀬
戸内海大安公園等につき実地調査中・・・」61と，日本アルプス①，箱根②，日光③，瀬戸内
海④，大安公園（大沼公園⑤のことであろう）の 5 箇所あげられている（表３（6））。衛生
局が調査対象箇所を説明し，それが記事になったのであろう。 
 7 月 5 日に，田村は関係係員と協議の上候補地として男阿寒湖⑥，大沼，十和田湖⑦，日
光，北日本アルプス，富士箱根，瀬戸内海，温泉嶽⑧，霧島山⑨その他を選定した62（表３
（7））との記事があり，この時点までにさらに 4 箇所が，8 月 16 日の記事では，潮衛生
局長の談を載せ63（表３（8））ここでさらに磐梯山⑩，大山⑪，阿蘇⑫の 3 箇所についてふれ
ている。これら衛生局によって言及された箇所は調査の要請があった可能性がある。一方，
2（３）でみたようにこの年に史蹟名勝天然紀念物調査会が調査を行ったと確認できる箇
所は，滋賀県64，日光，阿蘇，上高地，大山で，琵琶湖⑬も要請に基づく調査であった可能
性がある。1921（大正 10）年 8 月頃までに計 13 箇所から調査要請があった可能性があ
る。 
 8 月 21 日の記事に「秘密裡に内務省にて候補地として数えつつあるは，信州上高地，
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北海道阿寒湖，秋田県十和田湖，日光一帯，富士山麓（箱根を含む），吉野山，大台ヶ原，
阿蘇山，霧島山，長崎県温泉の数カ所よりなるが」65（表３（9））とあり，上記 13 箇所に
含まれない大台ヶ原があげられている。9 月に掲載された田村の「国立公園として見た北
アルプス」の中で，「将来国立公園或は之に準ずべき施設をなさなければならぬ所」として
阿寒山，十和田湖，磐梯山，日光，上高地，大台原，温泉（雲仙），阿蘇，霧島をあげてお
り66（表３（10）），8 月 21 日の記事とほぼ重なっている。大台ヶ原に両者が言及している
ことから，記者が直接田村に調査予定地を取材して記したのだろう。 
 大台ヶ原は，史蹟名勝天然紀念物調査会委員である白井光太郎の要請により吉野郡から
内務省に保存の要請がなされていた記録はあるが，この時期に国立公園の指定に関する要
請は出されてはいない67。大台ヶ原については，国立公園設置という直接的な要請ではな
い地域の保全の要請を背景に調査地としたと言える。 
 そもそも国立公園の調査は，帝国議会への公園設置の請願や議員の後押しなどの地域か
らの要請68への対応が一つの目的であることを考えると，要請のある箇所を調査地とする
ことはごく自然である。1921（大正 10）年 2 月時点で田村が「庭園」誌に公表した「国
立公園として最も適当なもの」は，地域からの要請とは無関係にあげたものであろうが，
その後，現地調査を開始する頃から調査要請が相次ぎ，基本的にはその要請をベースに調
査地を決めていったと考えてよいだろう。 
 
 1921（大正 10）年 8 月頃までに，大台ヶ原も含め 14 箇所について国立公園の設置，
調査の要請の可能性を示したが，その後の新聞報道は，例えば 1922（大正 11）年 4 月の
「国立公園候補地と名乗りを上げて内務省に願い出る名所旧跡が日を継いで次第に多
く・・中でも兎に角当局で受付た候補地は左の九箇所だ」69など，内務省への自薦候補地
を紹介する記事が見られる。この記事では，9 箇所（表３（14）），同年 8 月の記事70では
12 箇所（表３（15））が自薦候補地として内務省に受け付けられていると報じている。1922
（大正 11）年の保存雑誌 11 月号の記事（表３（16））も，自薦地があげられたものであ
る。上記 1922（大正 11）年 4 月，8 月，11 月の 3 つの記事を比較してみると，4 月の
記事であげられている箇所数が少ないが，8 月の記事と 11 月の記事で示されている箇所
は，8 月の記事に寒霞渓が加わっている以外は一致している。 
 11 月の記事は，前述のとおり，知事の認定や府県会，郡会の決議，山林会等の申合等に
基いて内務省に申請したものであり，1922（大正 11）年 11 月頃までに内務省に知事や
議会から正式な要請があった自薦地としては，阿寒湖，登別温泉，十和田湖，磐梯山，日
光，富士箱根，日本アルプス，瀬戸内海（寒霞渓），大山，霧島，松島，琵琶湖，淡路島の
13 箇所と推定できる。1921（大正 10）年 12 月に開会された第 45 回帝国議会に請願が
提出されている富士山，日光山，上高地，片品村，淡路についてもこの 13 箇所に含まれ
ている。 
 1921（大正 10）年 8 月頃の調査要請箇所 14 箇所と比較すると，大沼公園，大台ヶ原，
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温泉，阿蘇がなく，登別温泉が加わっている。阿蘇については，大熊本期成会からの要請
はあったものの，知事名や議会名による正式な要請がなされていなかった可能性がある。
大台ヶ原も前述のとおり国立公園設置についての正式な要請と数えられていない。大沼公
園，温泉も要請主体や要請内容に問題があったのかもしれない。1922（大正 11）年 11
月頃までに，正式な要請以外も含めると，内務省に対し，17 箇所（日本アルプスは 1 箇
所と数える）から国立公園の設置や調査の要請があったことになる。 
 
 1922（大正 11）年 12 月に開会した第 46 回帝国議会には，国立公園設置の建議，請願
が数多く提出されている。建議とその提出日を列記すると，大日光（大正 12.1.23 提出），
霧島山（1.23），奈良県吉野郡（1.23），磐梯山猪苗代湖（1.25），富士山（1.25），日本ア
ルプス上高地（1.30），筑波山（2.7），国立公園設定促進（2.8），鹿野山（2.8），厳島（2.15），
阿蘇（2.20），立山連峰（2.23），支笏湖及倶多楽湖（3.5），琵琶湖（3.7），中央（3.8），
養老（3.8），京都市（3.9），定山渓（3.10），仙台・塩釜・松島・野蒜・石巻・金華山（3.10），
金剛山（3.12），和歌浦（3.15）。そして吾妻山，松浦，養老，日光山，国立公園地選定（富
士山），明治記念国立大公園（富士山）に関して請願が提出されている。 
 建議の採択可否の審議は，委員会で順次行われるが，霧島山国立公園設置に関する建議
案外二件委員会第一回委員会（1923（大正 12）年 2 月 13 日）での岩本委員の「今日候
補地として内務省に於て御調査になって居る箇所別，凡そ何処々々を御調になって居られ
ますか」との質問に対し，内務省横山衛生局長が「今日の所で調査して参りました所は，
全国に亘って十六箇所をざっと選定しまして，・・漸次調査を進めて居ります」として，霧
島公園，阿蘇山，温泉公園，鳥取県大山，大台ヶ原，上高地，立山，白馬嶽，富士函根，
日光一帯，磐梯山，十和田湖，大沼公園，男阿寒湖，登別温泉のそれぞれを中心とするも
の，瀬戸内海の或区域の 16 箇所をあげた71。この 16 調査地は，基本的に 1922（大正 11）
年 11 月までに何らかの要請があった 17 箇所（上高地，白馬嶽，立山を日本アルプスとし
て 1 箇所としている）に含まれている。 
 一方でそれまでに要請があった箇所で，16 調査地に含められなかった箇所は，松島，琵
琶湖，淡路である。淡路は「瀬戸内海の或区域」として，そこに含んでいた可能性はある。
松島については，1922（大正 11）年 12 月に名勝への指定が決定されていた72。同じ 2 月
13 日の建議案審議の委員会で，地理課長の堀切は，「国立公園と云う問題は大面積の名勝
地であるとか，或は其中に更に史蹟名勝天然紀念物法に依って内務省が指定致しますれ
ば・・現在以上に名勝が破壊されると云う危険を防ぐことができます・・まだまだ大面積
の方に指定したものはありませぬが，小さな面積のものに付ては，現に例えば日本三景の
厳島であるとか，松島であるとか云うものも，今の手続きに依って可なりの面積を指定し
て，之を保守することに努めて居ります」73と述べている。地理課ではこの時点で，国立
公園を大面積の名勝と捉えていた。名勝に指定された松島の指定範囲は，第１章でみたよ
うに陸域で 10,000ha 弱あったが，これでは大規模とは言えないと考えていたのだろうか。 
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 琵琶湖，松島を衛生局の調査地に含めなかったのは，田村の考える山岳主体の国立公園
候補地には含まれないためとの理解も可能だが，内務省の立場としては，琵琶湖や松島は
名勝の指定作業が進められており74，国立公園設置の要請に対して名勝指定で対応してい
ることで説明可能と考え，衛生局の調査地に含める必要はなかったと言える。16 調査地に
はその他にも，この時点では田村の候補地に含まれない未調査の箇所（阿寒，大沼公園，
登別温泉，大山）はあったが，地域の要請を優先し調査地に含めたと考えられる。16 調査
地は，帝国議会での建議案の審議に際して，それまで調査を行った箇所と調査や候補地と
しての地方の要請があったが未対応の箇所を，答弁のためにリスト化しておいたものだと
考えられる。 
 2 月 13 日の建議案審議の委員会で，清水委員の「地方々々の要求に基いて調査をして
居るのでありますか」との質問に対しては「地方の要求と云うようなことは，最初此計画
を立てます時には考慮して居りませぬ」「相当の考慮を致して，それぞれの方面に基いて選
定致しましたので，実は地方の要求と云うものは余り考慮を致さずに是は作ったのであり
ます」75と横山衛生局長は答えている。地方からの要請箇所を調査地としたことは，これ
までの検討で明らかであるが，この第46回帝国議会に提出された国立公園に関する建議，
請願は夥しい数に上っている。続々と提出される要請箇所を調査地とすることでの調査の
拡大をおそれ，地方の要請を考慮するとは答えられなかったのだろう。 
 その後 3 月 16 日の建議案審議の委員会で，岩本委員から，多数建議が提出されている
中で 16 調査地に入っていない箇所は調査するのかと問われ，横山局長は「調査は致して
見る積りであります・・全部同じような相応に詳しい調査をしますかどうか，茲に申兼ね
るのであります」76と，調査しないとは答えらない状況である。しかし 16 調査地と同列に
することは避け，16 調査地と他の要請箇所とは区別されていくこととなった。 
 16 調査地は，調査済みの 8 箇所と調査予定の 8 箇所をあげたもので，あくまでも「調
査地」であったが，その後出された要請と区別して扱われることによって，候補地とみな
されるようになり，1927（昭和 2）年の内務省衛生局「国立公園」でも「全国の主なる候
補地十六箇所」77と，内務省自身も 16 候補地として扱うようになっていく。1923（大正
12）年の第 46 回帝国議会に続々と提出された地方の要請とは区別するために，内務省当
局は，16 調査地は当初から調査を計画していた箇所だと説明した可能性が高い。 
 
３）田村剛の国立公園に関する言説 
 
 富士山，日光といった大規模な自然の風景の保存と利用について，内務省内で，衛生局
では公園としての面，地理課では史蹟名勝としての面の両面から調査が進められていた。
２−３）で述べたように，史蹟名勝としての調査については収斂をみないが，衛生局の調
査は一貫して田村が主導して調査を行い，1928（昭和 3）年度までに順次 16 地域を調査
する(表 1)。田村は自然の風景地のうち国立公園の対象地をどのように絞り込んでいったの
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であろうか。内務省嘱託となる以前からの自然の風景地についての田村の言説とその変化
を検討する。 
田村が内務省衛生局嘱託となる以前の文献で，大風景地，天然公園，国立公園に言及し
ているものが 3 点ある。最初が 1916（大正 5）年の「金剛山と其風景開発策」で，金剛
山の風景美を紹介したものだが，その中で風景美についての概論が述べられている。風景
美の代表例として十和田湖，男鹿半島，松島，日光，富士，寝覚の床，須磨・明石，耶馬
溪，寒霞渓，屋島，阿蘇をあげている78（表３（1））。従来の名所，勝地とされている箇所
をあげているほか，日本アルプスは金剛山に匹敵する「大風景」と強調してとりあげてい
る。 
1918（大正 7）年の「造園概論」では，「天然の勝景を広く世界に紹介し，兼ねて地方
或は一国の経済に資せんとする天然公園」の例として，日本アルプス，日光，富士，箱根，
十和田湖，金剛山をあげている（表３（2））79。さらに，1918（大正 7）年の「府県立公
園と郷土風景の保存」では，「単に一の都市のための都市公園でなく，国民を対象とした公
園や海外の遊覧客を対象とした公園」である天然公園（森林公園や廻遊公園）の需要を述
べ，天然公園として，日本アルプス，富岳，金剛山は破格なもので，それほど大きなもの
でもないものとして，「大沼を首として，十和田湖，男鹿，松島，日光，箱根，木曽，琵琶
湖，京都，天橋立，寒霞渓，厳島，耶馬溪，等の名勝は・・その大なるものは国立公園と
なりその小なるものは地方の公園として経営されるもの」としている80（表３（3））。 
この時期，国民の保健休養や海外の遊覧客のための公園として全国に計画すべきものと
して天然公園を設置し，そのうち規模の大きなもの，破格なものを国立公園として国が設
置経営すべきと述べている。破格の 3 地域はともかくその他例示であげた箇所のどこを国
立公園とすべきかについては明確には述べていない。天然公園の例示として，日本三景や
耶馬溪，琵琶湖といった旧来の名所が多く含まれる一方，大沼，十和田湖といった旧来の
名所ではない風景地もあげている。 
 
田村は内務省衛生局嘱託となった後，1921（大正 10）年 2 月の「庭園」誌の「国立公
園の本質」とする記事で国立公園候補地をあげている。「我国に於て国立公園として最も適
当なものをあげて見れば，富士箱根一帯，日光塩原一帯，上高地一円，朝鮮金剛山等を第
一流とし，次いで第二流となると殆んど全国に分布されている。仮に主なものを地方より
あげて来るならば，大沼公園，十和田湖，松島，上州伊香保榛名赤城一円，軽井沢浅間一
円，戸隠一帯，信州御嶽，諏訪湖，浜名湖，琵琶湖，瀬戸内海一帯，霧島一帯等は正にそ
れであろう」81（表２（4））としている。一流のものが造園概論であげた 6 地域のうち十
和田湖を除いた 5 地域（富士と箱根は一体の地域と整理されている）と重なっている。第
二流は例示をあげたという書き方で，上州伊香保榛名赤城一円，軽井沢浅間一円，戸隠一
帯といった広範囲の山岳と諏訪湖，浜名湖の湖沼風景がやや唐突にあげられている。 
田村はこの記事の中で，「而して公園は・・一国に於ても国立公園を主として公園の系統
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的な分布とそれを連絡する体制とを必
要とする」82と公園の系統的設置の必
要性にふれている。候補地としてあげ
られた箇所のうち中部日本部分を地図
上にプロットしたものが図 1（各候補
地の中心地名から半径 15km，面積約
7 万 ha の円で表現）である。北アル
プスと日光間の公園の系統的分布を考
え，その間の榛名・赤城，浅間，戸隠
に公園を連続して配置したのであろう。
信州御嶽，諏訪湖についても，富士箱
根を加えて，関東から中部日本の公園の系統的分布を想定したと考えることで，これらの
候補地を理解することができる。 
この時点では，田村にとって国立公園は，国民の保健休養地として系統的に分布する天
然公園の一部を構成するものであった。大沼，松島については，行政当局によって公園と
して整備が進められてきており83，公園の系統作成上，必要な地域としてあげたと考えら
れる。この時点では国立公園の候補地として旧来の名所を除外もせず，また積極的にとり
あげもしていない。 
 田村は，1921（大正 10）年 6 月，8 月の上高地，白馬山の調査の後、9 月上中旬に東
京朝日新聞に連載された「国立公園論」84を記している。ほぼ同じ内容で文体を変えたも
のが上毛新聞に「国立公園の本質」85として 9 月中下旬に連載されている。田村は，国立
公園選定上重視すべき点について， 
① 日本の風景は山によって代表。海よりも山 
② 山中の温泉と湖水が公園の二大要素＋平坦地 
③ 全国に適当に配置し，規模は一万町歩を標準とする 
④ 真に代表する風景 
⑤ 六千尺以上の高山で豊かな森林と渓流を有ったもの 
としている。施設を計画できる平坦地も一つの要件とし，従来の海の遊覧地避暑地の多く
は自然が破壊されており，日本の風景は山で代表されている，また，真に日本を代表する
風景を見いだすべきとしている。規模について，一万町歩を標準とするとし，これは最初
に調査を行なった上高地の保護林面積が 10,917 町歩86であり，それを念頭においている可
能性がある。 
国立公園となり得る箇所について，「国立公園論」では直接言及していないが，「国立公
園の本質」（上毛新聞）では「上来記述せる日本アルプス，富士，日光，瀬戸内海，十和田
湖等は，ある一部分を以てすれば真に日本の代表的風景にして，国立公園となり得る将来
を有するもの」87と明示している。なお，湖水地，温泉が一体としてある望ましいと箇所
富士箱根一帯
諏訪湖
信州御嶽
伊香保榛名
赤城一円軽井沢
浅間一円
日光塩原一帯
戸隠一帯
琵琶湖
浜名湖
上高地一円
図 1 田村「国立公園の本質」での候補地案配
置 
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として，「国立公園論」では，日光，十和田湖，霧島，温泉（雲仙）をあげている88が，「国
立公園の本質」では温泉（雲仙）を例示から除いている89。 
「国立公園論」は東京朝日新聞に 1921（大正 10）年 9 月 7 日から 13 日まで 6 回連載
され，「国立公園の本質」は上毛新聞に 9 月 16 日から 27 日まで 7 回連載されており，10
日ほど掲載期間がずれているだけであるが，田村は上毛新聞への寄稿に際し，「国立公園論」
を修正し，国立公園の要件を整理し，候補地を明確にあげている。「国立公園の本質」では
温泉（雲仙）を例示から除外している点を考えると，「国立公園論」は 8 月下旬の雲仙，
阿蘇の調査前，「国立公園の本質」は調査後，9 月に書かれたものと考えられる90。 
北アルプスの現地調査を終えた 8 月の時点で，田村の国立公園像とその候補地について
の言説はそれ以前とは変化した。山岳の風景を重視し，海の風景を否定している。規模も
1 万町歩と具体的な数値をだしている。 
その後，田村が直接述べた記事などで候補地をみると，1922（大正 11）年初め頃には，
十和田湖，日光，富士山，北アルプス，瀬戸内海，阿蘇山，霧島山の 7 箇所になっている。
1923（大正 12）年 4 月から米欧に 1 年半の視察に向かった後，1927（昭和 2）年ごろに
は世界的大風景として 8 箇所をあげ，新たに調査が行われた阿寒湖と磐梯山が評価されて
加わり，瀬戸内海については，候補地に含めていない。瀬戸内海のどの地域を指定するか
について迷いがあった可能性がある。1921（大正 10）年 9 月頃までに田村の国立公園の
候補地や規模，立地などが整理され，その後大きな変化はない。 
 
４）地理課・調査会関係者の調査との関係 
 
1921（大正 10）年 2 月 3 日の時事新報記事に，衛生局潮局長に取材した内容として，
候補地としては第一に瀬戸内海，其他では九州の不知火の海，箱根から伊豆に亘る富士の
裾野，日光，十和田湖等と記されている点は前述した。この潮局長の談では日本三景や琵
琶湖といった旧来の名所は登場しないが，「現今日本三景などという所謂是れまでの民衆的
公園は餘りに狭いので，是れは単に名所，として保存し，世界に誇るべき公園は右の如き
（注：瀬戸内海，富士の裾野等）優勝地であって，且つ広大な場所を当る考えである」と
述べており，旧来の名所は，「単に名所として保存」し対象としない，広大な地域を対象と
するといった判断が示されている。田村は同年 2 月の「庭園」誌に掲載された「国立公園
の本質」で，松島，琵琶湖を公園の候補地としてあげており，それ以前の著述でも日本三
景や琵琶湖をあげている。「庭園」誌に著述が掲載された頃には，衛生局内では，松島や琵
琶湖など旧来の名所や狭い地域を対象としない方向性が整理されていたことを考えると，
その方針は，田村が主導したというより，潮局長を中心とする衛生局の方針として整理さ
れたものと考えられる。 
一方，２−3）でみたように，1921（大正 10）年夏頃から，内務省官房地理課と帝大
教授が名を連ねる史蹟名勝天然紀念物調査会の関係者による風景地の調査が進められてい
 55 
る。衛生局の調査は，林学博士ではあったが，当時 30 歳の田村が担当し，一般的には地
理課・調査会関係者による調査の社会的影響力が高いと見られる。 
1921（大正 10）年 6 月の衛生局の上高地調査は，保健衛生調査会での国立公園調査の
決定前にフライング気味に行われているが，５月 24 日の東京朝日新聞で史蹟名勝天然紀
念物調査会が６月に陣容を新たにして積極的に国立公園候補地を調査し，上高地一体が有
力な候補地であるとの報道があり，衛生局は地理課・調査会関係者の調査に先駆けて調査
を行う意図があったと考えられる。また，7 月末からの北アルプス調査は，地理課・調査
会関係者と衛生局との合同調査と報じられ，田村は当初は 7 月 29 日に上高地に同時に入
る予定であったが，8 月２日に出発し同行していない91。 
阿蘇の調査に関しては，大正 10（1921）年 7 月に大熊本期成会（松村辰喜）の招聘に
よって史蹟名勝天然紀念物調査会臨時委員の原凞が熊本に調査に赴き，熊本市周辺の都市
的な公園について調査し，最終日に松村に無理に請われて深夜から阿蘇に上るが，霧に閉
ざされ視察はできず，期成会は原の再調査を内務省に求める92。これに対して，8 月に田村
が内務省の再調査という位置づけで訪れ，阿蘇を高く評価している93。地元ではなぜ原の
再調査ではないのか，若輩の田村について，報道では「年歯未だ卅四五歳の少荘学者なり」
94と不安な面を見せるが，同じ内務省の調査であり，その目的の違いは区別できておらず，
その認識をうまく利用して地理課・調査会関係者による調査の間隙を縫って衛生局，田村
は調査を行ったといえる。 
当初の潮局長の日本三景は対象としない，広大な地域を対象にするという整理と上記の
田村の調査行動から，衛生局は，公園の調査に関しては地理課・調査会関係者の調査の社
会的影響力が強いとみて，名勝の指定調査の対象となる箇所とは重複しないように調査対
象地を選定していった可能性が高い。衛生局の上高地調査の直後，1921（大正 10）年 8
月に琵琶湖の南部が「湖南勝区」として名勝の仮指定が行われ，その後名勝指定は進めら
れ，自然の風景としては，1922（大正 11）年に天橋立が，翌 1923（大正 12）年には，
妙義山，御嶽昇仙峡，寝覚の床，豪渓，帝釈川の谷（帝釈峡），長門峡，神懸山（寒霞渓），
耶馬溪，松島，厳島が指定される。２−3)でみたように，日本三景をまず最初に名勝とし
て指定する方針は，すでに 1921（大正 10）年 1 月に調査会の國府によって発言されてお
り，衛生局は，そこを調査対象として競合することは避ける意図で，2 月の潮局長の発言
がなされたと考えるのが自然である。 
また，どこまで意図的であったかはわからないが，東京日日新聞に候補地調査や選定に
関する情報を積極的に提供し，地理課・調査会関係者が第一候補とする富士箱根は不都合
と述べ95，地理課・調査会関係者の調査との差別化を図ることにより，衛生局の調査への
注目度を高めようとしている。その後調査が進むにつれ，２−3)で述べたように，地理課・
調査会関係者の大規模な風景への関心の低さと統一的な考えが存在しないことが明確にな
り，衛生局が地理課・調査会関係者の調査を意識することはなくなったと考えられる。 
1921（大正 10）年からの衛生局の調査は，田村による風景地の評価をもとに，旧来の
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名所を避け，山岳地の風景を中心に調査地を選定したとの説明も可能であるが，田村が松
島や琵琶湖を国立公園として適当なものとしている時期に，潮衛生局長が日本三景は対象
としないと明言している。このことは，内務省衛生局は，地理課が主導する史蹟名勝天然
紀念物調査会の関係者による調査との棲み分けを意図し，琵琶湖や松島などの名勝指定対
象地を除外して調査対象地を決めていったと考えることが自然である。また，広大なもの
を対象とする方針も初期に示され，これも，名勝の指定対象が小面積であったこととの差
別化を図るための方針であった可能性が高い。 
 
４ 小括 
 
 昭和初期に指定された戦前指定 12 国立公園の選定の基礎になったのは，内務省衛生局
による 1921（大正 10）年に始まる 16 地域の現地調査であった。この調査を主導した田
村剛の言説では，1921（大正 10）年 2 月頃は，国民の利用の観点から公園を系統的に配
置し，そのうち大規模なものを国立公園として設置経営する考えを示し，旧来の名所も日
本アルプス，十和田湖など新しい風景地も含めていた。その後，1921（大正 10）年 8 月
頃までには，山岳を代表的風景とし，1 万町歩を標準とするなど一定の基準で対象地を絞
り込む言説へと変化する。1922（大正 11）年初め頃に説明した候補地はその後も大きな
変化はない。 
 1921（大正 10）年に始まった内務省衛生局による国立公園調査の対象地は，最初に 16
地域が選定されていたわけではなく，当初，日本三景など名勝の指定対象となるような旧
来の名所を除外し，広大なものを対象とするなど，地理課・調査会関係者による調査との
重複を避ける意図で対象地の外縁が規定された。報道機関へ積極的に調査対象地の情報を
提供し，地理課・調査会関係者の調査との差別化を強調するといった，報道を利用しなが
ら調査への注目度を高めていった。調査開始時には，調査対象地の選択は衛生局と地理課
の両者の調査に関する力関係によって規定されたと言える。内務省の意思としては，史蹟
名勝天然紀念物保存法による保存と公園としての利用とを一体的に運用して自然の風景の
保護と利用を図る意図であった可能性はあるが，衛生局と地理課・調査会との対抗関係，
特に衛生局による地理課・調査会の調査との差別化を図る動きが，両者の調査を対立的な
ものとしていった。 
 田村の調査対象地に関する言説は第２回の北アルプス調査の前頃に変化し，田村の国立
公園観が整理されたとの解釈は可能だが，上記の地理課・調査会との棲み分けから対象地
の外縁が決められていったと考える場合，東京朝日新聞などに掲載された田村の「国立公
園論」は，地理課・調査会の調査との競合を避け，外縁がある程度規定されていた調査対
象地に，調査地選定の理論づけをしたことになる。いずれにしても，調査の初期段階に松
島は衛生局の調査対象から除外され，山岳部の 1 万町歩程度のものが対象として限定され
る。松島が除外されたことは，第１章でみた，官有地の公園と公用制限で管理する地域を
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組み合わせる仕組みの検討から遠ざかる要因となり，また，上高地の保護林の規模から想
起された可能性が高い 1 万町歩という面積要件は，その後，具体的な制度を検討する上で，
難しい条件を抱える要因となったと言える。 
 調査対象地は，報道から判断すると，基本的に各地方から国立公園の設置や調査の要請
をベースにしたと考えられる。要請があった箇所は 1922（大正 11）年 11 月頃には 17
箇所（日本アルプスは１箇所と数える）であり，1923（大正 12）年 2 月の帝国議会での
質疑では，衛生局はこのうち調査済みの 8 箇所と調査予定の 8 箇所，計 16 箇所（日本ア
ルプスが上高地，白馬，立山の 3 箇所となっているので，17 箇所のうち 14 箇所に相当）
を調査地として示した。要請がありながら調査対象とならなかった松島，琵琶湖は，名勝
としての調査指定が進んでいたため除外された可能性が高い。16 調査地の公表以降，1923
（大正 12）年に新たに建議請願があがってきた箇所は調査地には含めず，それ以降 16 調
査地は他の箇所と区別して扱われるようになり，内務省の候補地とみなされていく。 
 
 
                                                
1 16 箇所の名称は，大正 12 年 2 月に横山衛生局長が帝国議会で答弁した名称と，その後，昭和 6
年から開始される候補地選定作業での名称までの間に多少異なってきている，ここでは，内務省
衛生局（1927）『国立公園』での調査地の名称による 
2 当該建議案は「天然記念物」として提出されている。1919（大正 8）年の法律では「天然紀念物」
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第３章 民有地を含む公園制度の検討と公用制限による公園の成立 
 
１ はじめに 
 
 国立公園法は 1931（昭和 6）年に制定されるが，その制度検討の経過については，1930
（昭和 5）年 7 月に内務省国立公園調査会の第 1 回調査会で制度特別委員会が設けられ，
議論が進められている。この委員会の議事内容は残されておらず，詳細な議論経過は明ら
かではないが，制度特別委員会では「国立公園事業の執行と費用の問題」，「国立公園ノ保
護利用ニ関スル制限」等，調査会が決定した調査項目についての内務当局の原案が討議さ
れ，同年 10 月の第 2 回調査会までに国立公園法要綱がまとめられた1。第 2 回調査会では，
制度特別委員会での検討結果が報告されるが，公用制限について，その方式の採否を検討
した報告はなく，公用制限の負担の態様について検討した旨の報告となっている2。公用制
限によるという大枠は内務省原案として示された上で，具体的な制限内容が討議されたと
考えられる。法案作成に携わった内務省保健課の三浦義男が「国立公園法案の検討が始ま
るのは 1930（昭和 5）年に入った頃である」とする後日談3を残しているが，国立公園委
員会は 1930（昭和 5）年 1 月に発足し，7 月からの制度特別委員会での検討までの間に，
公用制限による規制という骨格は整理されていたと考えられる。 
 公用制限による公園の検討に関する同時代の資料は限られている中で，内務省衛生局で
国立公園調査に中心的に携わっていた田村剛は，国外の制度の紹介を含め，国立公園制度
についての著作を比較的多く残している。公用制限による公園制度が田村の検討により導
入されたものか否かの検証は可能である。本章では，田村の著述，海外制度に関する文献，
行政資料等の同時代の資料の分析により，公用制限による公園制度の成立への田村の影響
を明らかにし，この制度が成立した背景の一端を明らかにするものである。 
 なお，「日本の国立公園は、土地所有に関わらず公園を指定できる地域制自然公園制度を
採用していて、多くの私有地が含まれています」4など，公用制限による国立公園の規制制
度を「地域制」とする用法が定着している。池ノ上は，1960（昭和 35）年の『自然公園
法の解説』において，海外の国立公園について紹介し，「以上のべた国立公園は，総てその
区域の土地を国が国立公園の目的のために専用しているいわゆる営造物公園であるが，日
本と最も新しく 1949 年公園の制度を設けたイギリスが採用しているいわゆる地域制の制
度は，たまたま国情に相似点を多くもつ両国が，自然公園のみのために大面積の土地を専
用することが極めて困難なためにとられた制度として特異性をもつ」5とし，比較的早い時
期から営造物公園の対立概念として「地域制」という用語を用いている。しかし，池ノ上
は 1989（平成 1）年に「国立公園制度について，一般的には営造物型と地域制型がある
わけですが，地域制型というのは言葉として問題があると思います」「地域制の公園という
言葉を使っているけれども，果たしてそれが適当であるかどうかという問題が有ると思い
ます」6とも述べており，地域制という用語の使用が適当でなかった可能性を示している。 
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 わが国の国立公園制度の特徴である，私有地も区域に含め指定し公用制限により私権を
制限している点と，公園区域内をゾーニングし，地域によって規制の程度を異にする点の
２つの特徴のうち，後者のゾーニングが「地域制」の本来の意味である7が，前者の公用制
限の仕組みを単独で，あるいは後者の仕組みと合わせて「地域制」と称することが定着し
ている。前者は「公用制限方式」あるいは「地域指定制」と称すべきとの論8もある。本論
では，公用制限による公園制度の検討と，ゾーニングの検討の両者を行っているため，用
語の混乱が生じるため，前者は引用部分以外は公用制限による制度などとし，後者をゾー
ニング（地域制）とする。 
 
 
２ 田村剛による国立公園制度の検討 
 
 １）米欧調査前後の田村の考え 
 
 田村剛は，1920（大正 9）年に内務省衛生局嘱託となり，国立公園の調査に関わるよう
になり，国内での調査を 1921（大正 10）年から開始するが，調査の途中で，1923〜24
（大正 12〜13）年にかけての米欧の国立公園や国有林の休養施設の視察を行っている。
この米欧視察前に，国立公園制度，特に私有地を含む公園について考え方が示されている
論考は確認できない。 
 米欧視察前の 1923（大正 12）年３月に「欧米各国における国立公園」（内務省衛生局）
を記しているが，米国，カナダ，スイスの国立公園に関する記述が主で，米国の国立公園
については，国民の運動場であって，積極的な保健享楽的利用を主とし，スイス等の天然
記念物保護を主眼とする国立公園とは全く違っている。スイスの国立公園は純然たる天然
保存区であって，公園というにふさわしくないなど，国立公園の概念の整理に重点を置き，
指定，管理方法にまでは言及していない。また，北米のように土地に余裕がある場合は数
十万町歩から百万町歩の大区域の国立公園を見るが，欧州諸国は土地の余裕がなく，既に
国土を挙げて開発され，原始的自然が極めて貴重で，保護すべきところは保護し，一方で，
休養地の開発は国土を挙げて行われつつあると，保護保存の事業と休養地の整備事業を並
行して行う必要がある点を指摘し，欧州には北米のような国立公園はみられないという状
況の違いを認識している。しかし，わが国の国立公園についての考え方には言及していな
い。 
 田村は 1923（大正 12）年３月から１年半にわたり，国立公園の調査などを目的に，米
欧を訪問している。その足取りを当時の文献9でたどると，米国，カナダの国立公園，国有
林の休養施設を訪問し，10 月には欧州に渡り，イギリス，スペイン，イタリア，スイス，
ドイツなどを巡り，1924（大正 13）年８月に帰国している。この訪問に際しては，農林
省からは国有林の休養施設についての調査の委託を受けている10。 
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 帰国後は農林省嘱託という身分はあったが，内務省では，「帰朝談などには山田準次郎（衛
生局長）さえ耳を籍さなかったほどで，衛生局嘱託に復する必要も認められなかった。」11
とされ，田村が内務省嘱託に復帰するのは 1927（昭和 2）年 7 月のことである12。 
 内務省で国立公園法案の検討が始まるのは，前述のとおり内務省で法制化作業に携わっ
た三浦によれば，1930（昭和 5）年に入った頃である。田村の帰国後から内務省で国立公
園法の検討が開始される直前の 1929（昭和 4）年末までの約 5 年間に公表された田村の
著述から，田村の国立公園制度に関する考え方の推移を検討する。この間の著述は 127 編
と多くを確認したが，そのうち，森林の公園としての利用や国立公園に関して論じたもの 
57 編を整理したものが表１である。1928（昭和 3）年の著述が少ないのは，3 月に下関
で不慮の事故に遭遇し，長期入院を余儀なくされていたためである。 
 1925〜26（大正 14〜15）年にかけては，国立公園に関する著述は少なく，森林に着目
した休養的利用の推進について，林業関係の雑誌で論じたものが多い。1927（昭和 2）年
以降は国立公園について論じたものが主となる。これは，田村がこの年より前は，農林省
嘱託で，内務省の嘱託ではなかったためであろう。田村の著述のうち，国立公園の制度，
特に私有地を含めた公園について述べているものを検討する。 
 まず，1925（大正 14）年の「合衆国国有林の休養施設と我国の現状」で，米国の国有
林の休養施設について紹介し，わが国での国有林休養施設と国立公園の関係について述べ
ている。要点は以下。 
・米の国立公園と国有林休養政策は類似しているが，違いは，国立公園は，天然風景・
休養資源が稀有で国家的重要さがある。類似の箇所を公園として重複させない。公園内
で産業的利用を許容しない 
・阿蘇山，富士山，磐梯山のように御料林，公有地，民有地等が大部分を占めるものや
阿寒湖13は内務省が主管となるが，御料地，民有地が主で国有林も含まれる日光のよう
な公園をどう管理するかは問題。同一の公園を管理経営するために二省（内務省と農林
省）の職員を置くことは「最も拙なるもの」。両機関を一省に専属させるのが便利であ
る 
・富士，日光，温泉（雲仙），屋島等のように地方庁で名勝地，公園として道路等を計画
し，民間事業者にホテル等を経営させて大公園としているところもあり，国有林，御料
林等でも必要な施設の整備が進めば，内務省の考える国立公園は不要かもしれない。一
方で，国が法律によって厳重な監督をするという意味では国立公園設置は理想である 
 この論考では，休養施設の整備主体が計画的に施設を整備し，また民間事業者を誘導で
きれば野外休養地は成り立ち，内務省による国立公園の指定以外の方法でも，森林の休養
機能を発揮することは可能との考えが示されている。また，土地所有と公園の管理の関係
にも言及している。 
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表１ 田村剛の森林の公園的利用及び国立公園に関する著述  
  （米欧視察帰国後〜1929（昭和４）年末） 
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 次に，1927（昭和 2）年 1 月の「野外休養と森林」は，「合衆国国有林の休養施設と我
国の現状」と同様の論点もあるが，加えて次の点を含めて述べている。 
・森林の風致維持，休養機能の発揮には土地の所管を変更せず，森林担当部局が国有林
や県有林のまま管理経営することが有利 
・国立公園設置には，制度，経費，管理運営機関が必要で，相当困難。国有林が地方公
共団体とも協力すれば天然大公園は実現し得る 
・湖海を中心とする天然休養地では別途公園の設立が必要。しかし，海外の国立公園の
ように原始的山岳風景地のみを対象にし，湖海等文化的風景地方を除外すれば問題は
なくなる 
 ここでは，さらに，国立公園の設置管理の困難さを示し，森林担当部局による管理の合
理性を述べ，湖や海を対象とせず，原始的な山岳風景に限定すれば，国立公園に相当する
天然の大公園は，森林の休養施設として国有林や地方公共団体により実現可能としている。 
 田村の論は，内務省の国立公園設置と管理には消極的に見えるが，農林省の嘱託として，
森林の休養地整備の面から実現可能な公園を検討していたと言える。 
 
 ２）森林法での「保健林」の案の検討と国立公園 
 
 田村は，このような著述を公表する中で，並行して森林法を改正して「保健林」を設け
る検討にも加わっている。1927（昭和 2）年に「森林法改正草案」が一木会の名前で公表
されている14。一木会は，1926（大正 15）年 3 月に林政上の諸問題に関する懇話会とし
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て，薗部一郎（東大），正木信次郎（農林省山林局），早尾丑麿（同）の三名が世話人とな
って林学専攻者により立ち上げられた15。手束によれば，早尾は，山林局技術官のオピニ
オンリーダーとして，大正末期から戦争の末期まで国有林に関しての歴史を作ったとされ
る16。1926（大正 15）年 4 月の一木会初回会合で，早尾の推薦で田村剛を会員とするこ
とが決められ，1926（大正 15）年中は，森林法改正について議論がなされ，田村は条文
作成小委員会メンバー10 名のうちの一人となっている17。 
 この森林法改正案検討の一つの主眼が保安林制度の改正で，保安林の区域を最小限にし，
損失補償を徹底するといった内容とともに，保安林の種類としてすでにあった風致林と衛
生林を保安林から除外し，これら既存の二つに「風景地，登山地，保養地等に於て公衆の
保健の為必要な」場合を加え，新たに「保健林」を設ける提案となっている。保健林の概
要は次のとおりである。 
・国，森林所在の公共団体，それに準ずる者，森林所有者は施設経営の方法を定めて保
健林を設けることができる 
・他人の森林又は土地に保健林を設定する場合には所有者の同意（後述する 1932（昭
和 7）年改定草案では協議）を必要とする 
・保健林の設定による損失の補償を求めることができる 
・保健林の設定者は主務大臣の認可を得て保健林の使用料を徴収できる 
・必要があれば所管大臣と協議し，原野，山岳，社寺境内，公園その他の土地，水面に
対しても保健林の規定を準用できる 
 早尾はその回顧録で，「此の間新たに保健林制度を創設した如き新事態も認められ」18と
記しており，保健林創設は早尾らが当初想定していなかったと考えられる。1929（昭和 4）
年の林学会春季大会で「現行保安林制度に対する批判」を主題に討論がなされ，その報告
が 1930（昭和 5）年 1 月に掲載されているが，田村は「保安林私見」として論を出して
いる19。この中で，田村は，森林の保健機能を発揮するためには積極的な施業が必要なこ
ともあるが，保安林は現状維持を条件としていて一々許可が必要で煩わしい。そのため，
他の保安林と取り扱いを別にして保健林とするのがよいと論じている。そして，保健林で
あって積極的な施設を必要とするものを，関係する水面，原野，荒蕪地等と一緒に一団地
として特別な取扱いをして，法律上保護することができるようにしたいと述べている。こ
の林学会春季大会では，一木会の条文作成委員会のメンバーであった山林局の中金鋿三が
保健林について言及しているものの，「実は吾人も充分なる熟考を凝らしたものではない」
20と述べ，田村と対照的である。森林法改正案の保健林部分については，田村の主張が強
く関与していたと考えられる21。 
 保健林には，森林以外の土地水面も含めることができ，森林法の規定としてはやや無理
があるが，土地所有者の同意を前提とし，施設経営方法で改変行為を一定程度制限しつつ
休養地を整備する，森林を中心とした大規模な公園の案と捉えることができる。１）であ
げた田村の 1927（昭和 2）年１月の「野外休養と森林」は，国有林を中心にした休養地
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整備を述べ，「天然の大公園」が実現可能としているが，私有地を含めることまでは考えて
いない。保健林は，一歩進み，私有地や森林以外の土地水面まで含めた天然の大公園を設
置する案と言える。 
 この案とその後の 1931（昭和 6）年に制定された公用制限による国立公園制度とを比
較すると，同じ公用制限による仕組みではあるが，設定に所有者の同意を必要とする点，
区域設定による損失補償を念頭に置いている点，保健林設定者が利用料を徴収できる点，
設定者が施設経営方法を定める以外には利用施設に関する規定はない点などが異なり，共
通性は少ない。 
 1927（昭和 2）年 12 月に森林法改正案が公表されてから「農林省では種々研究中」と
報道されている22が，森林法の大幅改正は 1951（昭和 26）年までなされない。保健林の
案は山林局の早尾，中金などを含んだメンバーで議論され，まとめられているが，山林局
内でどこまで理解が得られていたかはわからない。また，一木会の草案とこれを修正した
帝国森林会の 1932（昭和 7）年草案23について，大日本山林会報誌上で多少議論がなされ，
1928（昭和 3）年に望月岺（東京帝大農学部）が，1933（昭和 8）年に植村恒三郎（九
州帝大農学部）が意見を載せている24。保健林については，任意設立主義としながら強制
的に設定もできる点の違和感や損害補償の考え方などについて指摘があり，完成度が高い
とは言えない点もあった。 
 
 ３）衛生局発行『国立公園』での田村の考え 
 
 1927（昭和 2）年 7 月の内務省衛生局による『国立公園』（例言に田村が執筆したもの
と明記されている）は，田村が内務省嘱託に復帰した後に発行されたものであるが，海外
の国立公園の現状を詳細に記述した後，わが国の国立公園のあり方について整理している。
多くはこれまでの著作での整理の延長であるが，国立公園の設置について，著名風景の大
部分は国有林，御料林，公有林等で，当局はすでに保護林，保安林等として取扱っている
ので，経済上の問題なく国立公園とできる。県当局で県立公園やそれに準ずるものとして
計画を立て，実行に着手しているものもあると，公園設置が容易という論調がみられ，前
述の「野外休養と森林」とは対照的である。そして「我が国立公園の実施私案」として，
以下の論点をあげている。 
・風景保護のため，土地利用に相当の制限をするので土地所有関係が問題になる 
・国立公園事業のうちどの種類を国営とすべきか，公園内に個人別荘を認めるかどうか 
・公園の計画へ希望や意見を述べられるよう，地方に国立公園地方委員会を設けるべき 
・公園の管理は内務省衛生局内の機関で中央の業務を行い，各公園には園長以下，事務
吏員，土木，森林に関する技術員，現場管理を行う吏員を配置すべき 
・国立公園が国有林に一致する場合は管理業務を国有林の官吏が行うのも一案 
 この論考では，土地所有は問題になるとし，国有地以外の場合，イタリア国立公園のよ
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うに，所有者が権利を国に進んで譲ることによって公園が成立すると，イタリアの事例に
言及している。また，私有地で土地利用を禁止することは無理なので，林業牧畜等を認め
るのが穏当，林業は施業方法によって風致上の問題を起こさず経済上の目的を達し得るか
ら国立公園区域に編入できると述べている。管理について，国有林には管理業務を委ね得
るという点は，従来と同じである。 
 『国立公園』で新たに示された観点として，富士山，日光，上高地，十和田，阿蘇山な
ど世界的な風景地で，「世界的な風景を破壊するような非常識な自殺的事業」があるが，国
立公園として絶対的な風景保存の必要が理解されれば，水力発電，灌漑用水等の経済事業
を圧倒できる。区域を決めるだけで効果はあり，早く着手すべき，という点がある。 
 1927（昭和 2）年以降の田村の著述には風景地の保護方策としての国立公園設置の主張
が散見される。「上高地，十和田湖等国宝とも称せらるべき大風景地に於て，それを破壊せ
んとする盲目的事業が頻出している際であるから，風景保護政策より，国立公園は刻下の
急務」25とし，また，阿寒湖，十和田湖，尾瀬沼，上高地，黒部峡谷，紀州瀞峡等は第一
流の風景で世界的特色があるが，水力発電の計画がある。先方は数字で金で見積もれる事
業であるが当方は無形的なややもすれば骨董品扱いされる風景についての主張で旗色が悪
い。日本の世界的風景を画して永遠に享有できる解決方法は，国の天然公園，国立公園と
すべく国立公園法を制定することである26と述べている。これらの著述から，この時期，
田村は，休養地の整備とともに，風景保護政策の面から国立公園の設置を意識していた。 
 
 
3 イタリアの国立公園からの影響 
  
 1921（大正 10）年から行っていた内務省衛生局の国立公園調査では，16 箇所を調査し
ているが，1930（昭和 5）年 5 月に各公園の区域とその土地所有を 20 万分の 1 縮尺の地
図にまとめた地図が残されている27。図 1 は富士国立公園候補地の富士山部分の図である
が，土地所有については詳細に調査し図化し，土地所有も踏まえた上で公園区域の候補地
を示している。 
 富士山については，田村は 1926（大正 15）年 7 月に「富士国立公園計画」28を著して
いる。具体的な公園区域を示し，「北方は五湖を包括する盆地に注ぐ注水区域，……南方は
愛鷹山北麓を通る道路を東は御殿場，西は大宮に至るまで延長して境界線とする一円の地，
約十万町歩」が適当とし，「その区域内の土地は大部分が御料地と県有地とであって，公園
計画上には大した困難を将来しないように思われる」と，図１の区域とほぼ同じ区域を想
定している。1925（大正 14）年の段階で，御料地，民有地が主で国有林も含まれる日光
のような公園をどう管理するかは問題と述べていることは 2－１）でふれたが，早くから，
公園区域の案に含まれる土地の所有関係は具体的に念頭にあったと考えられる。特に富士
と日光は，公園設置の請願が早くから出され，田村の国立公園の候補地として常にあげら
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れ（第２章表３），日本の五大風景の一，二としている29，真っ先に国立公園指定を検討す
べき２箇所であるが，両地区は国有地以外を多く含み，図１の富士では北麓の五湖周辺に
民有地が多くみられる。田村は早い段階から国有地以外に制限をすることは不可避である
と認識しており，問題はどのような形をとるのかであった。 
 
 １）アブルッツオ国立公園での私有地を含む制度 
 
 2－３）でふれたように，田村は，1927（昭和 2）年の「国立公園」で，イタリアの国
立公園指定について言及しているが，国立公園法の制定後には，国立公園内で産業活動と
協調する形について，イタリアの制度を参考にしたと述べている。1931（昭和 6）年 4 月
1 日の国立公園法公布の直後，4 月 12 日の講演で「我国に於ては，アメリカ其他の如くに，
国立公園法制は産業を絶対的にその区域より排除しないで，これと協調するに努めたるこ
図１ 富士国立公園候補地（一部）（「国立公園候補地地図 昭和 5 年 5 月」） 
  土地所有別に彩色され，橙色：県有地，紫色：御料地，灰色：社寺有地，黄色：
町村その他公有地，無色：私有地 となっている 
 70 
と恰もイタリーに於けると相似たるものがある」30，と述べ，また，同年 6 月には，「我国
の国立公園は……強いて言えば国立公園の精神に於ては，略アメリカ合衆国のそれを採り，
その制度に関してはイタリー等に教えられる所があった」31と述べている。 
 しかし，後日の回顧談で，訪欧時に「イタリーではアメリカ，カナダと違って公有地，
私有地も区域に包含して考えるというような点が，変わっていました。そういう制度があ
るということを当局者に会って聞いた程度で，くわしいことは何もわからなかった。」32と
している。田村がアブルッツオ国立公園を訪れた記録はある33が，現地で詳しく状況を把
握できたわけではなかった。 
 表 1 にみるように，米欧からの帰国後，海外の国立公園に関する著述は多くみられ，北
米の国立公園に関しては，1926（大正 15）年に「海外に於ける国立公園の沿革とその本
質」として紹介しているが，欧州についてはこの時点では報告されていない。田村による
イタリアや欧州の国立公園の紹介は，1927（昭和 2）年の「国立公園」での記述が最初の
ものになる。ここでのイタリアの公園の紹介は，A. F.Hall （米国国立公園局のチーフナ
チュラリスト）による 1925（大正 14）年 4 月のイタリア国立公園の紹介記事34に沿った
内容となっており，田村は，この記事を参考にして「国立公園」の記述をしたと考えられ
る。1930（昭和 5）年の内務省衛生局「海外の国立公園」35でのイタリアの記述もこの記
事に沿っている。 
 イタリアでは，1922〜23（大正 11〜12）年にかけて，ローマ東部のアペニン山中にあ
るアブルッツオ（図 2（上）参照）と北部のアルプスにあるグラン・パラディソの２公園
が最初の国立公園として設定された。グラン・パラディソ国立公園は，スイスの国立公園
にならい，完全に人為的影響を排除する保存地区として設定されていたが，アブルッツオ
国立公園は米国と同様に利用を考えた公園であった。当時，わが国の参考になる例はアブ
ルッツオであった。 
 アブルッツオ国立公園の成立前後の経過を表 2 にまとめた。田村は「国立公園」で，所
有者が公園経営上必要な権利を国に進んで譲ることによって始めて公園が成立すると記し
ている。これは，アブルッツオ国立公園の設立にあたって，自治体単位で，まずオピ町の
一部の土地の権利を公園設置者に移譲することに始まり，周辺の自治体も狩猟と伐採の権
利を放棄して，国立公園が設立されたという A.F.Hall の記述を基にしたと考えられる。 
 米国国立公園局の A.F.Hall は，その論述の中で，イタリアの国立公園の設置の困難さに
ついて，米国と比較して述べている。米国では国立公園として法律で宣言し，公共用地と
して使えるように留保すればよいが，イタリアでは容易ではなく，米国の３倍の問題があ
るとしている。①最初に，対象となる土地の公園化を公衆から求められるような世論の形
成が必要で，②当該地域を公園として指定する法律を国会を通過させる，これにより「紙
上」では公園として存在するようになる，③最も重要な課題として，実際に民間の所有者
から土地あるいは狩猟，伐採，放牧の権利を獲得する。この 3 つの手順が必要としている。
田村は「海外の国立公園」で，イタリアの国立公園指定までの経過としてこの３段階を示
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しており，国有地でない土地を国立公園に含めるために，土地所有者の理解を得て，所有
者の権利の一部を獲得するイタリアの事例を認識している。 
 現在のアブルッツオ国立公園36の区域は 50,000ha，バッファーゾーンは 80,000ha 37で
図２ 現在のアブルッツオ国立公園の位置（上）と現在の区域図（下） 
区域図のうち赤い部分が国立公園区域，薄黄色部分がバッファーゾー
ン．上図はアブルッツオ国立公園 HP より，下図は Wikimedia 
Commons より 
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あるが，1920 年代末の公園区域は 30,000ha であり，現在の公園区域を南北に縦断する
谷の北部と公園北部が区域に含まれていなかった（図２（下）参照）。A.F.Hall の論述で
はふれられていないが，1929（昭和 4）年の H.M.Hall の論述では，アブルッツオ国立公
園では，標高の高い地帯 25,000ha と低い地帯 40,000ha で管理方法が違い，高い地帯で
は農林業は禁止され，レクリエーション利用は認められ，低い地帯では農林業は一定の条
件で許容され，公園の区域は公園用地として一部借り上げている，と紹介している38。両
地帯の面積合計は 65,000ha となっているが，区域の周縁部 40,000ha も含めている可能
性がある。 
 H.M.Hall による，公園区域が２つに区分され，管理方法に違いを設けるとの説明は，後
述する，わが国の国立公園法の特別地域と普通地域の２区分との共通点が感じられる。し
かし，1923 年のアブルッツオ国立公園設立に関する法律と同法施行細則39では，公園区
域と隣接して「特殊の禁猟区」をバッファーゾーン的に設定する仕組みは確認できるが，
公園区域内で地域を区分し管理方法を変える仕組みは規定されていない。法や細則で明記
されないものの，実態上，土地所有や利用状況に応じて管理方法を別にしていたものであ
ろう。 
 
 ２）アブルッツオ国立公園でのゾーニング制度 
 
 上記１）でみたアブルッツオ国立公園でのゾーニング的な取り扱いについての 
表２ アブルッツオ国立公園の設置の経過 
※面積はバッファーゾンを含むためか公園面積と一致しない 
1925 年までの経過は H.M.Hall（注 38）により，公園面積と 1926 年以降の経過
は Abruzzo 国立公園 WEB サイト（注 37）による 
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H.M.Hall の記事は，1929（昭和 4）年に雑誌に掲載されており，国立公園法の検討時期
に田村は情報を持っていたと考えられる。田村は 1971（昭和 46）年に，後日談として，
米欧視察からの国立公園制度へのヒントとして，「イタリアでは，ちょうど国立公園制度が
創められたばかりであって，その所管は山林局と文化庁との共管であった。その土地は国
有林と王有林と公有林等に分かれ，自然保護の規制については一律にゆかないので，一種
の地域制が採用されていた。筆者が最も関心をよせたのはこれであった。その後わが国の
制度を決める国立公園法案の作成につき，当時の保健課長伊藤武彦のもとに属官であった
三浦義男（現衆議院法制局長）と検討し合って，このイタリアの制度がわが国では妥当で
あり，現に都市計画法にも，これに類する制度が採用されているのに力をえて，今日の国
立公園法が制定されることになった」40と述べている。しかし，1927（昭和 2）年の「国
立公園」，1930（昭和 5）年の「海外の国立公園」で，田村は，イタリアでは私有地を公
園に含めている特徴は述べているが，ゾーニングについてはふれていない。田村が地域制
（ゾーニング）という言葉を用いた最初の例は，1936（昭和 11）年の，「国立公園区域内
に於ける公用制限の程度を緩和するために，風致上重要なものと然らざるものを地域制に
より区別することにしてある。特別区域，普通区域，制限緩和地区等の規定がそれである。
これはドイツ都市計画制度の特色たる地域制のそれに似たもので，頗る重要なる制度の一
つ」41と述べたものとみられる。ここではドイツ都市計画制度の地域制との類似性を述べ
ているが，イタリアについては言及していない。また，前述のとおりアブルッツオ国立公
園に関する法令ではゾーニングの仕組みが明記されていなかった。田村は H.M.Hall の記
事から，公園内の規制は，土地所有や利用状況によって一律である必要はないことを認識
した可能性はあるが，国立公園法の検討時に，都市計画法に類似した地域制を意識してい
たとは言い難い。国立公園法では，特別地域，普通地域の２区分であったが，1933（昭和
8）年に普通地域の中にさらに制限の緩い制限緩和地区の制度が加えられ３区分になって
いる。田村は，その後から，地域制（ゾーニング）をわが国の制度の特徴として述べるよ
うになったと見られ42，後日談ではこの経過が混乱している可能性がある。 
 
 
４ 公用制限による国立公園制度と田村の関与 
 
 １）国立公園法の概要と構造 
 
	 1930（昭和 5）年１月に内務省に国立公園調査会が発足し，7 月から国立公園調査会に
制度特別委員会が置かれ，国立公園制度についての検討が進められる。10 月には調査会と
して，国立公園法案要綱がまとめられていることから，この 1 月から 10 月までの間に，
具体的な法案が検討され，それに基づいて法案要綱が作成され，関係省と調整されたと考
えられる。 
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 成立した国立公園法の主な規定は以下である。 
・国立公園は国立公園委員会の意見を聴き区域を定め主務大臣が指定（第 1 条） 
・国立公園計画及び国立公園事業は国立公園委員会の意見を聴き主務大臣が決定（第 3
条） 
・国立公園事業は行政官庁が執行，公共団体が国立公園事業の一部を執行することもで
き，それ以外の者は主務大臣の特許を受けて事業を執行できる（第 4 条） 
・国立公園事業の執行の費用は，国，公共団体，その他の者がそれぞれ負担し，国は場
合によっては一部を公共団体に負担させることが可能，また，行政官庁でない者が事
業を行う場合は費用の国庫補助ができる（第 5 条） 
・国立公園事業の施設は事業の執行者が管理し，管理費用それぞれが負担（第 6 条） 
・主務大臣は国立公園の風致維持のために特別地域を指定できる。特別地域では，工作
物新築，水面の埋立，鉱物の採掘，木竹の伐採，広告物の設置を行うときは主務大臣
の許可が必要。特別地域の山林には地租その他の公課を免除できる（第 8 条） 
・主務大臣は国立公園の保護又は利用のために必要な場合は一定の行為の禁止，制限，
必要な措置命令ができる。行為を禁止され，著しい制限を受け，措置命令を受けたた
め損害を被った私人に対しては補償する（第 9 条） 
 法案の作成にあたった三浦義男は 1971（昭和 46）年に，後日談として，国立公園法は
二つの点が柱になっており，一つは史蹟名勝天然紀念物保存法が内容とする保護というこ
とに重点をおくことと，国立公園の開発利用の面から都市計画法の計画や計画に基づく事
業の二つを合わせて日本の国立公園を考えていたと述べている43。 
 1931（昭和 6）年の『国立公園法解説』44では，保護の規定である国立公園法第 8 条，
第 9 条は史蹟名勝天然紀念物保存法（3 条，4 条），森林法（26 条，27 条の保安林の制限），
都市計画法施行令（11 条の都市計画事業地での制限，13 条の風致地区での制限）の規定
を参考にしたとしている。この点については，後述する。また，利用面では，公園事業を
国以外に公共団体，行政官庁以外の者が行うことができる仕組みは，都市計画法，都市計
画法施行令で規定されている都市計画事業と同じ構造になっている。保護の部分は公用制
限による既存法令を参考にし，施設の整備，運営は都市計画事業を参考にしたものである。 
 国立公園の区域に国有地以外を含めることについて，『国立公園法解説』では，「国立公
園の区域内の土地は全部国有地を以て組成するか，或は国有地以外の土地に付ては国が地
上権，賃借権等の如き何等かの私法上の権利を設定するとかの方法に依って，公園区域内
に編入することとするのが最も望ましいことであるのは勿論である。然し乍ら実際問題と
しては斯の如き方法に依ることの不可能である場合も多かるべく，又国立公園の核心たる
風致の保護は公法上公用制限の規定を設くれば足りるのであるから，何等私法上の権利を
設定することなくして，公有地又は私有地を区域に入れ得ることも認むるの必要がある」45
と説明している。地上権，賃借権を設定する方法も検討されたことがうかがわれるが，「実
際問題としては不可能なことも多い」という実行上の問題と，これまでの立法例から公用
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制限によって風致維持は図れると判断したとみられる。 
 公用制限による方式がとられた理由について，環境庁自然保護局は，「この法律より前に
作られた史蹟名勝天然紀念物保存法も同じような考え方をとっており，また，都市計画法
の風致地区などの考え方も同様であってわが国の行政法学の主流をなしているドイツ行政
法学の立場からいえば，こういう公用制限方式はある程度幅広くとることができると考え
られていた」と説明し，しかしながら，「私有地に対する公用制限というものにはおのずか
ら限界があり，所有権を否定するに近いような強力な公用制限を課することは，明治憲法
下においても問題はあった」46と，この方法の限界も示している。 
 
２）田村の私有地を含めた公園の認識と国立公園法の違い 
 
 田村は，2－２）でみた，私有地や森林以外の土地水面まで含めた天然の大公園を設置
する案としての保健林の仕組みの検討に関わっており，３－１）でみてきたアブルッツオ
国立公園において土地所有者からの権利の獲得により公園が成立する事例についての情報
を得ていた。このことから，田村は，国立公園法の検討時期に，国立公園に私有地を含め
る形について，保健林と同様に土地所有者の同意を得る方法とアブルッツオと同様に土地
の利用権を獲得する方法の二つを認識していた。 
 これらの方法と，国立公園法の仕組みとの共通点は多くない。保健林の仕組みもアブル
ッツオの事例も，私有地について，所有者の理解と同意の下に公園区域に編入するもので
ある。しかし，国立公園法の規定は，公用制限によりいわば強制的に区域に含め得る仕組
みであり，また，行為が禁止された際の損失補償の仕組みはあったが，公園を指定するこ
とによる補償の仕組みはなく，保健林での補償の仕組みよりも範囲が狭い。 
 国立公園法案の内容が固まり各省調整が行われている471931（昭和 6）年 2 月に，田村
は，「国立公園は一面，その区域内の風景を保護することを条件とするから，その区域内の
土地に対して公用制限を加えることがある。従ってかかる土地はなるべく国有，少くも公
有でありたい。私有地に対して同様の制限を加えんとするには，法律上の関係は兎も角と
して，実際上の問題としては，その土地所有者が特に国立公園に理解ある場合に於てのみ，
実現せられるものではあるまいか」48とし，法案の公用制限の仕組みを前提としながら，
私有地を公園に含めるには所有者の理解が重要である点を強調している。私有地を含めた
国立公園のあり方についての田村の認識が国立公園法の立案に反映されなかったことが，
この論述に結びついたと考えられる。 
 国立公園法案の省庁間調整に際し，農林省から，「特別地域を指定せんとするとき其の地
域内に民有の土地若は建物又民有林ある場合に於ては其の所有者及利害関係人の同意を要
する旨を明規すること」49と，私有地の所有者の同意を求める意見が提出されるが，内務
省では修正を行っていない。内務省では「私人の同意を要すと為さば私人の専恣に国家の
公益を蹂躙するに委することとなり到底特別地域の指定は実現不可能」，「産業上の私益に
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対しては如何なる公用制限も加うることを得ずとの議論に立脚するもの」と，やや極端な
論で私有地の所有者の同意は不要と整理している。また，「私人の同意を得るに非ざれば斯
の如き公用制限を為ことを得ずと為す立法例なきに徴するも其の不可なること明かなり」
50と，法文での規定例がないことを理由としている。法文上の規定はなくとも事実上同意
を得て理解を求める方法は可能であった。しかし，この応答資料ではかなり強権的に公用
制限を課す方法を正当化しており，現に土地所有者の同意を得る手続きはとられていない。
このような強権的な方法を国立公園法で導入しなければならなかった理由は詳らかでない。
田村の土地所有者の理解を得て公園の設置を進める考えとはかなりの距離があった。 
 田村は，国立公園法制定後，1933（昭和 8）年 8 月の「我が国立公園に関する障害と対
策」51で，国立公園の区域を決める段階で反対運動が起こっており，私有地に公用制限を
加えることには補償制度もあるが適用しにくい点を指摘し，「不完全な法制の下に誕生した
国立公園ではあるが，やがての日に健全なる発育を遂げぬこともなかろうと信ずる」と，
国立公園法の不完全制を述べている。 
また，国立公園の指定作業が進められている 1934（昭和 9）年 4 月の講演で，田村は，
国立公園と同様に道府県が公用制限によって私有地に制限を課して公園とすることについ
て，「近時この種の乱暴な道府県立公園等の設定運動の各地に擡頭しつつあるは洵に寒心す
べきこと」と異論を唱えている。さらに，「国立公園はやはり一種の公園であり，それは国
の営造物に近い性質のものではあるが，同時にそれは営林財産であり其他私有財産でもあ
り得るので，純粋に国の営造物だとは言えぬように思われる」と述べている52。公用制限
による公園を積極的に設置する意向は見えず，また，公用制限による公園に対して，公園
としての根本的疑問を呈している。 
これらの論述からも，公用制限による国立公園について，田村の考えが反映されるよう
な形で検討が行われたとは考え難い。 
 
 ３）大阿蘇公園での民有地を含めた事例 
  
 国立公園法の検討が行われている時期に，熊本県によって大阿蘇公園が設置されている。
土地の利用権を公園設置者が得て公園を設置した事例であり，その概要，設置までの経過
をみる。国立公園法要綱がちょうど各省で議論されている時期にあたる 1930（昭和 5）
年11 月に，熊本県立大阿蘇公園条例が公布され，3,728 町歩の面積の公園が設置される53。
この公園は 1927（昭和 2）年に田村の調査で計画が立てられ，その後，条例に基づく県
立公園として設置準備が進められていた。 
 条例では，公園内では，工作物の建設，業務の経営その他特定の目的で公園を使用しよ
うとする場合は使用の許可を受け，知事の定めた公園の使用料を支払う仕組みとなってい
る。土地所有者は知事と契約書を締結し，公園の設置されている期間，県立公園用地とし
て熊本県に対し土地を無償貸付する。県は公園経営上必要ある場合はその土地を無償又は
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有償で他人に使用させることができる。土地所有者は公園の設置期間は土地を第三者に移
転することはできないが，県は公園経営上支障のない範囲で土地所有者あるいはその住民
が「従来行い来りたる使用収益行為を承認」し，土地の売却はできないものの，従前行っ
ていた利用は継続できる。また，当該土地で生じた公園使用料収入の範囲内で所有者に相
当金額を交付する可能性があるとしている。 
従前の土地利用を継続する上では，あまり支障のない契約であるが，土地利用に制限が
課せられることとなる。この公園の成立は「近頃稀に見る美挙というべきである」54と評
価され，地域住民の公園に対する理解と期待が前提となって契約が成立したとみることが
できる。しかし，契約締結については，「昭和四年一月黒川村では，県立公園敷地契約が提
案される。審議はまとまらず，重大問題につき慎重審議を要するとして休会している。五
月再提案，契約条文に論議は集中し，五ヶ条文中主文一条を残し他は全部加除修正，別に
一条追加し契約証を承認している。」55との記録があり，1929（昭和 4）年始めには調整に
入ったものの，最終的に 1930（昭和 5）年秋まで設置に時間を要しており，容易に無償
借上ができたわけではなかった。 
熊本県の条例では，県が公園内で借り上げた土地は国立公園設置後も引き続き借上げ，
県の権利はそのまま国に移転させる規定もあり，熊本県は，制度化が検討されている国立
公園について，土地利用の権利を得て設置する「公園」を想定していた。 
大阿蘇公園は，1934（昭和 9）年に指定された阿蘇国立公園の約５%程度の面積と規模
がさほど大きくはない。それにもかかわらず，無償借上までの調整に時間がかかっている。
田村はこの事例を確実に認識し，場合によっては，条例案について助言をしていた可能性
もあるが，『国立公園法解説』にいう，私法上の権利を設定する方法は実際問題としては不
可能である場合も多いという側面を，感じ取っていたかもしれない。 
 
 
５ 公用制限による公園制度で参照された他法令と法制定時の調整 
 
 １）公用制限による公園制度の背景となった他法令 
  
 国立公園法の検討に際し参照された既存の他法令については，４−１）で若干ふれたが，
『国立公園法案参照法規』56によれば，公用制限に関連する規定である，第 8 条（特別地
域の指定，特別地域内での行為についての許可制度）と，第 9 条（主務大臣による国立公
園の保護又は利用のための行為の禁止，制限，必要な措置命令と行為を禁止され，著しい
制限を受け，措置命令を受けたため損害を被った私人に対しての補償の規定）について，
参照とした他法令の条文は，以下である。 
 第 8 条の特別地域内での行為許可に関する先例 
（１）史蹟名勝天然紀念物保存法第 3 条：史蹟名勝天然紀念物の現状変更又は保存に影響
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を及ぼす行為について地方長官の許可を要する。 
（２）都市計画法第 11 条：都市計画事業に必要な土地内，風致地区風紀地区内での権利
制限は勅令で定める。 
  都市計画法施行令第 11 条，12 条：都市計画事業に必要な土地内での工作物の新改増
築等の行為は地方長官の許可を要する。当該許可には条件を附すことができる。 
（３）森林法第 26 条，27 条：保安林では木竹伐採，開墾等は地方長官の許可を要する。
主務大臣は保安林の所有者に対し使用収益の制限・禁止することができ，施業や保護の
方法を指定できる。 
（４）国宝保存法第 3 条，4 条：国宝は主務大臣の許可を受けずに輸出，移出，現状変更
はできない。 
 第 9 条の禁止，制限，措置命令を行う規定の先例 
（１）史蹟名勝天然紀念物保存法第 4 条：内務大臣は地域を定めて一定の行為を禁止，制
限し，必要な施設を命ずることができる。この命令，処分のため損害を被った私人に対
しては政府これを補償する 
（２）森林法第 13 条，27 条，32 条：地方長官は箇所，期間を指定して落葉落枝土石等
の採取，採鉱に関する制限，禁止を行うことができる。主務大臣は保安林の所有者に対
し使用収益の制限・禁止をすることができ，施業や保護の方法を指定できる。主務大臣
は保安林以外の森林に箇所，期間を指定して開墾を制限，禁止することができる。 
（３）砂防法第 2 条，4 条：主務大臣は砂防設備を要する土地，治水砂防のため一定の行
為を禁止，制限すべき土地を指定できる。当該土地において，地方行政庁は治水砂防の
ため一定の行為を禁止，制限できる。 
（４）市街地建築物法第 17 条：行政官庁は保安上危険，衛生上有害，法違反の建築物に
対して，除却，改築，修繕，使用禁止，使用停止，その他必要な措置を命ずることがで
きる。 
（５）道路法第 49 条：道路沿道の土地に於ける工作物の建設その他の作為または不作為
の制限は命令で定める。 
（６）河川法第 47 条：河川付近の土地，家屋，その他の工作物について，河川の公利を
増進し，公害を除去，軽減する為に必要な制限は命令で定める。 
 これらの参照条文から，国立公園法第 8 条の特別地域内の行為規制の規定，第 9 条の行
為の禁止，制限，措置命令の規定は，史蹟名勝天然紀念物保存法（現状変更等の制限，禁
止・制限・命令），森林法（保安林での伐採，開墾の制限，民有林での行為の制限・禁止），
都市計画法施行令（都市計画事業地での行為制限）などを先例として立案されたことが確
認される。都市計画法施行令が第 8 条の規制関係の先例としてあげられているが，風致地
区の制限について規定した第 13 条はあげられていない。 
 『国立公園法案応答資料』57は，法案の国会審議に際して内務省内で作成された資料58で
あり，これを基にして，『国立公園法解説』59が作成されている。応答資料では 90 問程度
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の想定される問いがたてられ，それに対する応答が記されている。「国立公園と史蹟名勝
天然紀念物保存法と保安林制度との関係如何」という問いに対しては，「史蹟名勝天然紀
念物保存法は現存する自然の消極的保存を眼目とし，其の運用は小規模のものに止まる，
然るに国立公園法に在りては風景地の保護のみならず開発に関する計画，事業の執行等積
極的な目的を有する点に於て之と異る」との応答が記されている。国立公園法が保護だけ
でなく開発に関する計画，事業を目的の一部としている点は異なるが，自然の保存，保護
については，消極的か積極的かの感覚的な差異が述べられているに過ぎず，具体的な違い
は明確ではない。また保安林制度との関係については，「保安林は其の目的とする所は国
土保安，産業保護等多岐に亘ると雖，国立公園とは其の目的とするところを異にし，又保
安林中風致林の規定あるも風致林は産業官庁の統制の下に在りて之が設置を国立公園の
如き大地域に及ぼすが如き運用は之を森林法に期待すること至難なり。加うるに国立公園
の風致維持は森林以外の河川，湖沼，原野，田畑等にも及ぼす必要あり，殊に工作物の外
観等に関する制限は之を森林法に望むこと到底不可能なり」との応答が記されている。風
致保安林は大地域での運用は期待できないという点は理解しがたいが，森林以外の地目へ
の適用ができないこと，工作物の外観に関する制限は期待できない点は差異として明確な
点である。第１章で述べた松島公園の経営の事例を見ても，民有原野，田畑，宅地での土
地利用の誘導が困難であることは示されている。 
 一方で，史蹟名勝天然紀念物制度も含めて考えれば，保護面は例えば名勝と風致保安林
の規定で実行可能ということになる。大規模の指定ができるかどうかを両者と異なる点と
してあげているが，国立公園も両法と同様の公用制限の仕組みであり，国立公園であれば
大規模な指定が可能という理屈も立ちにくい。保護面では，国立公園法を新たに策定しな
ければカバーできない事項が明確にあったとは考え難い。 
 また，「国立公園法案第 8 条第 9 条は産業を圧迫するものに非ずや」との問いに対する
応答として，「国立公園の景勝地には農耕地を含むこと稀にして其の大部分は不毛なる山
岳地方にて既に森林法，史蹟名勝天然紀念物保存法其の他により制限せられ居る」として
いる。史蹟名勝天然紀念物や保安林では保護上困難があるとの先の応答とは矛盾する内容
となっており，一貫した説明となっていない。そのほか，産業利用との関係についてのこ
の問に対しては，９項目にわたり回答が記されている 
（１）景勝地には農耕地を含むことは稀で，大部分は不毛な山岳地方で。既に森林法，史
蹟名勝天然紀念物保存法その他によって制限されている 
（２）わが国の代表的勝景地は産業資源として使用するより風景資源として開発利用する
ことが国家的見地から最も合理的かつ経済的で，土地所有者の利益にも一致する。国立
公園事業は道路，交通機関，宿泊設備等の施設によって地方を開発し，一般土地の利用
価値を増加させる 
（３）保護利用上必要な場合の行為の禁止，制限，措置命令については，これによって生
じた損害に対して従来の立法例より一歩進んだ補償方法を講じている 
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（４）特別地域内で許可が必要な行為は絶対に禁止しているわけではなく，国立公園の風
致維持上支障ない方法にする為に条件を附して許可する趣旨で，不要許可事項も規定し，
可能な限り産業との両立を考慮している。特別地域の最大部分を占める山林に対しては
税の減免の恩典もある 
（５）国立公園の区域に私有地を含めるのはやむを得ない場合に止まり，私有地に対する
制限は国立公園全体からみて極めて小問題に過ぎない 
（６）国立公園指定の際，現にある既得権に対しては尊重する方針 
（７）国立公園の苑地，旅館敷地，キャンプ場，運動場の為必要な土地は事業執行者が買
収，地上権の設定，土地収用をする 
（８）国立公園の区域内で現に各種の産業への従事者に対し，産業に対する制限によって
失業する者がでるとの懸念があるが，事実は国立公園事業に伴い一層有利な労働を起こ
して転職させることで十分救済できる 
（９）国立公園の指定・計画等については産業官庁である農林省と十分協議する 
 これらの回答からは，議会用の答弁であるという点を差し引いても，国有地以外を含み，
そこで現になされている産業に影響を与えることについての大きな懸念は感じられない。
全般的には，私有地を含むことが稀であり問題は小さいとしつつも，国立公園の区域内で
なされている農林業その他の産業へ影響を及ぼす可能性は認識し，個々への補償や観光業
による地域振興によって対応できるとの認識である。公園事業の実施により観光対象とな
ることでのメリットに重点をおいた説明で，公用制限による地域の負担よりも観光振興へ
の期待が，国立公園という新たな制度への要望となっていた背景がうかがわれる。また，
公園設定の対象となる地域で現に行われている農林業について，現状を肯定して維持する
という発想は感じられない。 
 法制定時の内務省の資料からは，なぜ既存の法制とは別の公用制限による保護制度が必
要になるのかについて，十分な検討がなされていたとは考えにくく，地域からの要請にこ
たえる形で，「国立公園」というモノを新たに設けること自体が目的化していたと読み取
れる。 
 
 ２）国立公園法制定時の損失補償の考え方 
 
 第 9 条の命令と損失補償の規定については，通常生ずべき損害に補償する先例，その他
の補償の先例として以下の法令が先例とされている。 
（１）土地収用法第 54 条：土地を収用又は使用することによって土地所有者，関係人が
通常受ける損失は補償する。 
（２）公有水面埋立法第 9 条：埋立免許を受けた者は，埋立工事施行区域に権利を有する
者の受ける損害を防止する施設を設置しなければならない，ただし，当事者間で協議が
調った場合等は損害の補償でこれに代えることができる。補償は埋立により通常生ずべ
 81 
き損害についてこれを行う。 
（３）史蹟名勝天然紀念物保存法第 4 条：内務大臣は地域を定めて一定の行為を禁止，制
限し，必要な施設を命ずることができる。この命令，処分のため損害を被った私人に対
しては政府これを補償する 
  史蹟名勝天然紀念物保存法施行令第 4 条：法第 4 条の補償は通常生ずべき損害に限り
これを行う。補償額は地方長官と損害を被った私人との協議で決定する。協議が調わな
い場合は文部大臣が鑑定人の意見を徴して金額を決定する。決定に不服の者は文部大臣
に訴願できる。 
（４）国宝保存法第 9 条：国宝その他の出陳中に滅失，毀損したときは国庫により所有者
に対し通常生ずべき損害を補償する。損害補償額は主務大臣が決定する。決定に不服の
者は通知の日から 3 月内に出訴できる。 
（５）市街地建築物法施行令第 18 条：法第 18 条第２項の規定（規制により法不適合とな
る建築物への措置命令による生じる損失の補償）により補償すべき損失は通常生ずべき
損失に限る 
（６）河川法第 40 条：法第 23 条第１項の処分（洪水の危険の防御のため現場の土地，物
件の使用，徴収等）により著しい損害を受けた者があるときは，地方行政庁は物件の価
額を補償させることができる。 
（７）森林法第 28 条：木竹の伐採を禁止された保安林の所有者，立木の所有者は禁止に
よって生じた直接の損害に限り補償を求めることができる。損害は政府これを補償する。
損害の算定方法，補償請求期間は命令で定める。 
 ここでも，補償の規定は史蹟名勝天然紀念物保存法との類似性が見出される。補償金額
決定の方法，不服時の手続規定は，国宝保存法の規定によっている。しかし，国立公園法
の制定過程では，補償の規定案は二転三転している。 
 国立公園法の条文の検討経過については， 
①1930（昭和 5）年 10 月の第二回国立公園調査会総会での法律案要綱での案60 
②1931（昭和 6）年 1 月 27 日付内務省発衛第 10 号で内務次官から農林次官への法案
意見照会時の案61 
③1931（昭和 6）年 2 月 17 日農林省内の起案文書に添付されている案62 
④公布された法律条文 
の４段階のものが確認できる。 
 第 9 条第１項は「主務大臣は国立公園の保護又は利用の為必要ありと認むるときは其の
区域内に於て一定の行為を禁止若は制限し又は必要なる措置を命ずることを得」と最終的
に規定されるが，この部分は内務大臣が主務大臣と改められた点以外はほぼ修正はない。
第 9 条第２項の補償に関する規定は最終的に「前項の規定に依リ一定の行為を禁止せられ
又は措置を命ぜられたが為損害を被りたる私人に対しては通常生ずべき損害に限り国庫之
を補償す」とされる。ところが，この補償の規定は，②の段階では，「前項の規定に依り山
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林に於ける木竹の伐採を禁止し又は措置を命じたる為損害を被りたる私人に対しては・・
之を補償す」と，禁止，制限，措置を命じられた為の損害のうち，制限については補償の
対象とせず，禁止，措置を命じられる場合も山林における木竹の伐採とし，補償の対象と
なる行為を限定しようとしている。その後，③の段階で「前項の規定に依り禁止し又は措
置を命じたる為・・之を補償す」と，木竹の伐採の限定はなくなっている。さらに，④の
最終案で 9 条第３項が追加され，「勅令の定むる所に依り国庫は第一項の規定に依り一定
の行為を著しく制限せられたる為損害を被りたる私人に対し其の損害を補償することを得」
と規定される。行為を制限された場合については，著しく制限された場合に限り損害の補
償の対象に加えている。史蹟名勝天然紀念物保存法の規定では，禁止，制限，措置命令の
いずれの場合の損害も補償の対象としており，国立公園法での損害の補償について，内務
省案では補償対象を限定しようとした姿勢が際立っている。 
 『国立公園法解説』では，著しい制限の場合の損害補償について，「勅令の定むる特定の
著しき制限の為損害を被った場合に局限する」「勅令は補償予算の成立を俟ちて制定せらる
る」63と説明し，予算措置がないことによって補償範囲が限定された状況を示している。
また，『国立公園法案応答資料』において，「差当り国立公園一個所を実現するに付幾許の
経費を要する見込みなりや」との問への回答案として，「国立公園の管理に伴う経費と国立
公園法第九条に依る少額の補償費あれば足る」とし，別の問への回答案として，昭和７年
度以降に要求予定の経費に補償費が挙げられ，補償費用は一定程度必要と見込まれていた。
大面積の地域を国立公園に指定することにより，私有地を多く含むことが想定され，現実
の運用では補償請求が懸念されることから，財政当局との間で補償対象の範囲について調
整がなされたと考えられる。大面積に設定される公用制限による土地所有者への影響は，
事前同意の仕組みもない中では予測し難いものであった。 
 なお，②の段階で，農林省は国立公園法案に対して数点の意見を法制局に対して述べて
いる64。特別地域の指定に際し，民有の土地建物，民有林がある場合には，所有者，利害
関係人の同意を要する旨を規定すること，第 9 条の補償の対象は，禁止，制限，措置を命
じられた場合全てとすること，そして，農林大臣を副署大臣とすること，が主たる意見で
ある。民有林等の所有者の同意を条文に規定する部分は，法律要綱の段階でも農林省意見
がだされていることは前述したが，反映されていない。補償については，農林省の意見も
ある程度反映される形で条文の修正がなされている。副署大臣の要求は，大蔵大臣は副署
大臣となっているが，農林大臣はなっていない65。副署を求めたことが法律の執行の一部
を担当するという意味であったのだろうか，国有林部分は農林省が法の施行を分担すると
いった選択肢が検討されたかどうかは，現在の資料では確認できない。 
 
 
６ 小括 
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 国立公園が検討され始めた初期の頃から，富士，日光は候補にあがっており，これらの
候補地で想定される区域の土地所有状況から，私有地も含めた公園設定は避けられない課
題であった。 
 田村は，米欧視察を通じ，国立公園に加え，森林での休養施設の整備についての情報も
蓄積し，森林を中心とした大規模な公園を整備する可能性を模索した。森林法改正草案の
作成作業に関わる中で，保安林より緩やかな制限で風致維持と森林の休養機能を発揮する
保健林制度の考案に関わり，この仕組みによる大規模な公園の設置の可能性を認識した。
保健林制度では，国有地以外，森林以外も対象に含め，土地所有者の同意を得て設定し，
保健林の設定による補償も可能としていたが，実現を見なかった。 
 田村は，米欧視察時にイタリア・アブルッツオ国立公園を訪れ，私有地を含める国立公
園の事例を把握した。帰国後に米国国立公園局の A. F. Hall の記事に接し，アブルッツオ
は，土地所有者の理解を前提に，公園設置者が土地所有者から利用権の一部を得ることで
国立公園を設置した事例であることを確認した。これと類似した方法で設置された公園と
して，熊本県で設置が進められていた大阿蘇公園の事例がある。土地所有者からの無償借
上げによる公園設置が実現しているが，設置までの調整に時間を要している。 
 保健林については，私有地の土地所有者の同意を前提としてはいたが，公用制限による
仕組みと言える。一方，土地の利用権を公園設置者が獲得する仕組みは，1873（明治 6）
年の太政官達による公園の設置の範囲内の仕組みであった66。私有地を公園に含めるため
に，土地所有者の理解が必要である点は２つの方法に共通しており，田村の想定する形は
そこに一つのポイントがあったと考えられる。この方法によって大面積の公園の指定が可
能であったかどうかはわからないが，注目すべき視点であろう。 
 実際に成立した国立公園法では，私有地に対し公用制限によって風致維持を図る仕組み
で，土地所有者への同意を求める規定はなく，田村の想定とは違ったものであった可能性
が高い。法制定にどの程度田村が関与したか，あるいは関与しなかったのかを示す資料は
見当たらない。わずかに手束が，「突如としてというのが法律制定経過についての彼の表現
だった」67と田村がひそかにもらしたという言葉を記しており，田村はほとんど関与しな
かった可能性が高い。公用制限という方法で「公園」の設置が可能か，土地所有者の理解
なく設置することで運用上の問題はないのかという点は，海外に事例もなく，わが国の従
前の公園の概念とも違う重要な論点だったが，法案の策定にあたってそのことが深く検討
された形跡は見出せない。 
 『国立公園法案応答資料』からは，風致保安林，名勝・天然紀念物の制度がある中で，
さらに別の公用制限による保全制度を設ける必要性については，明確な整理がなされてい
ない。風致保安林では十分でない理由として森林以外の河川，湖沼，原野，田畑等への制
限ができないことがあげられていたが，これをカバーしようとしたのが森林法改正による
保健林制度の案であった。保健林制度は成立しなかったが，公園の利用のための施設を集
中的に設ける箇所を太政官達に基づく公園として設定し，周辺の，保全しつつ利用にも供
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する部分を保健林とし，官有地である公園と保健林を組み合わせ，一体の管理を行うこと
で，ある程度の大面積での風景の保護と利用を図る地域の確保は可能であった。第１章で
みた明治末期の松島公園と同様に複数の制度を一元的に運用する状態である。風景の保護
の部分は名勝・天然紀念物の指定を行い，利用のための施設を設ける官有地の公園と組み
合わせ，一体の管理を行うことも想定できる。この場合，名勝・天然紀念物の部分を積極
的に利用対象とすることが可能かという議論はあるが，このような複数制度の一体的運用
も考えられる中で，保安林，名勝・天然紀念物の制度に加え，目的に重複部分のある公用
制限による公園制度を，他の制度との調整規定もなく新たに制度化することの是非は十分
検討されるべきであった。 
 大面積に公用制限を課すことで，どの程度の損失補償の請求が生じるかは，制度設計者
にとっても懸念事項であった。国立公園法第 9 条の条文検討経過をみると，公園区域の円
滑な設定には補償対象をなるべく広げておくべきという考えと，補償による財政負担の増
加を懸念する考えの両者がせめぎ合う状況が現れている。 
 以上，風景地の保護と利用という目的を達成するためには，松島公園でとられていた複
数制度の一体的運用による方法（保健林は単独で公園的運用をする場合も想定していた），
熊本県の大阿蘇公園での区域内の土地利用権の借り上げによる方法，といった国内で運用
されていた方法が存在した。土地利用権の借り上げはアブルッツオ国立公園での事例もあ
った。しかし，これらの他の方法による公園の設定と公用制限による公園設定とを比較検
討した形跡は見当たらない。内務省の法案応答資料からは，制度的な検討が十分なされた
経過はうかがえず，国立公園という新しい大面積の公園を作ることが目的化していた状況
が示された。 
 国立公園法の制度は，田村の「制度に関してはイタリー等に教えられる所があった」68と
する記述などから，イタリアを参考にしたと解されてきた。私有地を含め産業利用を許容
する土地を公園に取り込む形には共通性があるが，アブルッツオ国立公園は土地利用の権
利の一部を獲得して設置されており，公用制限による仕組みとの共通性はない。国立公園
法による公用制限による制度は海外にも例のない仕組みとして特徴的であったものの，そ
の制度設計にあたって，十分な検討を経た経過はみあたらない。松島公園での太政官達に
よる公園と周辺の風致保安林の組み合わせにより一体的に公園を管理運営する方法，県立
阿蘇公園にみられる，土地利用権の借上による公園設定の方法，これらの事例を前にしな
がら，成立した公用制限による公園制度は，現場で運用されていた自然の風景を対象とし
た公園の管理運営の実態とは異なる制度であった。 
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第４章 吉野熊野国立公園指定時の私有林との調整結果とその意味 
 
1 はじめに 
 
 1931（昭和 6）年の国立公園法では，第３章でみたように区域内に国有地，公有地のほ
か一般の私有地を取り入れ，私有地に対しては公用制限により，自然の風景の保護と利用
を図る仕組みとした点が特徴である。 
 このような制度での国立公園の指定に際しては，土地利用との調整が必然的に生じる。
水力発電計画，灌漑利用計画といった公益性の高い大規模な事業と公園指定との調整経過
については，田中1，村串2が十和田，日光等の事例をとりあげ検討している。一方，「国立
公園の指定に伴って・・・公園目的以外の利用に関するさまざまな問題が提起されるが，
特に公園区域全般にわたる森林の取扱いについては，公園の風致にかかわる最も重要な問
題の一つ」3であり，私有林の森林施業との調整は，公用制限を課する仕組みをとったわが
国の国立公園が，初期に直面した広域にわたる私権との調整であった。 
 この森林施業との調整について，これまで，吉野熊野の事例が検討されている。吉野熊
野国立公園は林業家による反対要請により，除外されるかと危ぶまれたとされる4が，岸田
は「内務農林両省の歩み寄りにより」5，鈴木らは「奈良県知事の妥協工作により・・予定
地域内の民有林の大部分をのぞくこと，施業制限も緩和すること」6で調整されたとし，村
串は，「「当局ハ色々考ヘ原案ニ於テ縮小」し，また「林業者ノ立場ヲ尊重スル」・・・方向
を提案し，委員会の了承を得た」7と田村剛の国立公園委員会特別委員会での説明を引用し，
区域の変更や林業者への配慮が行われたことを示している。しかし，縮小された森林部分
の範囲，林業者への配慮内容など，調整の具体的内容は明らかにされていない。村串は「山
林地主たちの指定反対運動をおさえて，私有地をふくむ吉野熊野国立公園の指定に持ち込
み自然が守られた」8としているが，調整内容が不明な中での評価は困難である。 
 本章は，これまで論じられていない吉野熊野国立公園の指定時の林業家との具体的調整
内容を明らかにし，その調整がその後の国立公園内の森林施業へ及ぼした影響を検討し，
公用制限による国立公園が抱える課題を明らかにするものである。検討には，国立公文書
館所蔵の吉野熊野国立公園指定時に内務省が収集した資料と図面9，昭和初期の文献，新聞
報道など同時代の資料の発掘，整理を行った。 
 
 
2 国立公園候補地の土地所有と吉野熊野国立公園の区域の経過 
 
 1931（昭和 6 年）10 月の国立公園法施行後，候補地の選定のための国立公園委員会が
開始される。委員会で確認された「国立公園の選定に関する方針」では，公園選定の副次
的条件として，土地所有関係について，御料地，国有地，公有地，社寺有地等を主とする
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候補地名
計画区域
面積(町)
御料
地(%)
国有
地(%)
公有
地(%)
社寺
有地
(%)
私有
地(%)
阿寒 76,100 29.4 57.2 13.4
登別 6,500 83.1 16.9
大沼 19,400 47.4 3.6 49
十和田 50,300 97.8 2.2
磐梯及吾妻 65,000 53.8 32.9 13.2
日光 53,500 24.5 35.3 0.2 7.1 32.9
富士 86,800 29.5 2.5 47.7 0.3 19.9
日本アルプス 174,600 3.3 83.2 9.2 4.3
大台ケ原及大峯山 35,100 12.5 2.3 29.6 55.6
大山 18,300 44.8 44.3 10.9
瀬戸内海（陸域） 2,400 0.8 0.4 0.1 1.1
阿蘇 30,800 15.3 80.5 4.2
雲仙 10,400 76.9 19.2 3.8
霧島 19,500 94.9 0.5 4.6
計 749,700 9.5 46.6 16.7 0.6 13.1
表 1 内務省による国立園候補地の所有別割合 
（国立公園資料（内務省衛生局）昭和 6 年 11 月より） 
としている10。1931（昭和 6）
年 11 月の第 1 回国立公園委員
会に提出された候補地の資料11
では，14 候補地の土地所有面積
内訳は表 1 のとおりである。大
半の公園は国公有地を主とした
ものだが，大台ケ原及大峯山は
私有地の面積が半分以上と他の
候補地と比較して圧倒的に私有
地の面積割合が大きい点が特異
である。 
 内務省は，1922（大正 11）
年 8 月に大台ケ原と大峯山を中
心とする地域（以下「大台大峯
地域」とする）を調査し，1931（昭和 6）年の国立公園委員会で「大台ケ原及大峯山国立
公園」候補地として検討している（その時点の区域案は図 1 左）12）。その後の委員会での
議論で，熊野海岸まで含めた山，川，海の景観を組み合わせた公園（吉野及熊野）とすべ
きとの意見が大勢を占め，区域を拡大し，1932（昭和 7）年 10 月の第 2 回国立公園委員
会で「吉野及熊野国立公園」として選定された。その時点の区域案は図 1 中）である13。
1932（昭和 7）年 8 月以降，吉野郡の大山林地主から，民有林の削除の要望書が連年のよ
うに提出されるようになる14。1936（昭和 11）年に吉野熊野国立公園が指定されるが （指
定された区域は図 1 右）15），この間の調整により，大台大峯山地域で区域の縮小，拡大が
行われていることが図 1 中）と右）から読み取れる。 
 
 
3 吉野熊野国立公園候補地内の森林所有の状況 
 
 吉野熊野国立公園の指定に際しての大台大峯地域での森林施業との調整状況を検討する
ために，1932（昭和 7）年 10 月の国立公園候補地の区域，1936（昭和 11）年に指定さ
れた国立公園区域，1940（昭和 15）年に指定された国立公園特別地域，大規模林業家で
あった北村，永田両家の森林その他まとまって所有される森林の位置を示したものが図 2
である。所有別森林の図化には次の資料を用いた。①奈良県私有林調査16：1933（昭和 8）
年 3 月に内務省衛生局が奈良県に対し国立公園候補地内にある一団地 50 町歩以上の私有
林を照会し，奈良県が 10 月に私有林一覧と 5 万分の 1 地形図上にその位置を示した添付
図を送付したもの。添付図には 50 町歩以上の私有林以外に，御料林，国有林，村有林，
集落有林で規模の大きなもの，50 町歩未満の私有林でもある程度の規模のものも図示され
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ている。この図は岸田が調査し作成したとの記録がある17，②永田氏所有森林図18，③北村
所有山林施業関係資料19，④上北山村基本財産台帳20。 
 図 2 から，国立公園候補地検討時期の大台大峯地域の土地所有について特徴的な点とし
て，①国有林，御料林が少ない：三重県側に大杉谷御料林がまとまって存在するが，国有
林は北西部の鳴川山国有林のみである。②公有林21としては県有林，町村有林以外に北西
部の天川村洞川区の区有林など集落共有林の面積も大きい。③私有林は，指定反対の要請
を続けた北村家，永田家（永田ほか共有地を含む）の面積が大きい点が読み取れる。 
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4 国立公園での森林施業の制限の仕組み 
 
 １）国立公園法上の制限 
 
 1931（昭和 6）年に成立した国立公園法では，国立公園に指定された場合，特別地域，
普通地域ごとに区域内での行為に制限が課せられる。法成立時のそれぞれの地域での制限
内容をまとめる。 
①特別地域での制限 
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 国立公園法第 8 条では，特別地域の指定とそこでの行為の制限について規定しており，
工作物の新改増築，水面の埋立・干拓，鉱物の採掘・土石の採掘，木竹の伐採，広告物・
看板等の設置の行為について，許可を受けなければしてはならない。 
 また，法第 9 条で，主務大臣は国立公園の保護又は利用の為必要ある場合は区域内で一
定の行為を禁止，制限，必要な措置を命ずることができると規定し，これを根拠として，
特別地域内で，開墾その他の土地の形質の変更，木竹の植栽，家畜の放牧を行おうとする
者は，14 日以前の内務大臣22への届出が必要となる（国立公園法施行規則第 19 条）。 
②普通地域での制限 
 国立公園として指定された区域のうち特別地域に指定された地域以外は普通地域となる。
普通地域では上記の法第 9 条を根拠にして，特別地域で許可申請が必要な行為と同種の行
為を行おうとする者は 14 日以前に内務大臣への届出が必要となる（国立公園法施行規則
第 21 条）。 
 
 ２）森林施業での許可・届出の運用方法 
 
 森林施業に関しては，特別地域では， 
・木竹伐採，工作物設置（林道や材の運送設備）→ 事前許可 
・木竹の植栽 → 着手の 14 日前までの事前届出 
 普通地域では， 
・木竹伐採，工作物設置（林道や材の運送設備）→ 着手の 14 日前までの事前届出 
が必要であり，許可制の場合は不許可になる場合や条件付きの許可になる可能性があり，
事前届出制の場合は，その内容によっては着手前に禁止や制限される可能性がある。 
 森林施業の場合は，個別に木竹の伐採・植栽や工作物の設置を申請・届出することが煩
雑なため特例があり，施業計画を樹て，予め内務大臣の認可を受ける，あるいは，内務大
臣への届出を行えば，個別に許可申請や届出をすることは免除される（施行規則第 18 条
第 17 号，第 20 条第 5 号，第 22 条第 2 号）。 
 国有林や御料林ではこの時点までに施業案の編成を完了しており23，施業案の包括的な
協議，届出により手続きの煩雑さを回避することができたが，公有林，社寺有林について
は策定途上 24，私有林については，この時点では施業計画作成の仕組みも存在していなか
った。施業計画を作成していない公有林や私有林の場合は，新たに施業計画を作成するか
個別に許可申請や届出をする必要があり，国有林や御料林と比較して相当の負担になった。
また，許可に条件が付されたり，届出に禁止や制限が課される可能性もあり，森林所有者
は施業の予定をたてられず，林業家の不安は杞憂とは言えないものであった。 
 
 ３）内務省 農林省間の森林施業についての調整内容 
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 1932（昭和 7）年 10 月に国立公園委員会で選定された 12 の候補地について，1933（昭
和 8）年 12 月から区域決定の討議のための国立公園特別委員会が開始される。その直前，
1933（昭和 8）年 10 月までに内務省衛生局と農林省山林局との間で国立公園における森
林施業の制限について調整が行われている。これにより取り決められた「国立公園内に於
ける森林施業に対する制限細目」25の内容を整理し表 2 に示し，またその後の森林施業の
制限と比較した。国有林と民有林での取り扱いを規定したものであり，御料林はこの対象
となっていない。1933（昭和 8）年の制限では，特別地域では天然林は天然更新，人工林
は 1/2～1/3 程度の択伐か 0.5ha までの皆伐，普通地域では皆伐は 10ha まで，天然林は
なるべく天然更新し，人工林とするのは風致上支障ない場合に限っていた。その後の時期
の制限と比較すると，普通地域で伐採の面積，量などの制限があることが最も大きな違い
で，特別地域での皆伐時の伐区面積の制限もその後の取り決めと比較し厳しいものとなっ
ている。国立公園区域に指定されれば普通地域でも森林施業に一定の制限を受けることと
なっていた。 
表 2 国立公園内の森林施業制限の概要 
原則 伐期齢
年伐量 択伐量 年伐量 一伐採区面積 伐区の連続 その他
特別地
域
天然林は原則天然更新
喬林・中林上木：
60年以上
矮林・中林下木：
20年以上
喬林・中林上木：現
実蓄積の1/3
濶葉樹喬木：現実蓄
積の1/2
立木地面積/輪
伐期
0.5ha以下（適当な保
残木を残す場合には
増大可）
喬林10年、矮林
5年以上の間隔
普通地
域
天然林はなるべく天然更
新、林種改良其の他必要あ
る時は風致上支障なき場合
に限り人工林の造成可
立木地面積/整
理期
10ha以下（適当な保
残木を残す場合には
増大可）
昭和25年
特別地
域
択伐（風致上の支障ない場
合は皆伐可）
風致的考慮のもと
に決定
用材林：現実蓄積の
1/3以下
最大1ha 5年以上経過
薪炭林の皆伐
はできない
昭和34年
第2種
特別地
域
択伐法（風致の維持に支障
のない限り皆伐法可）
標準伐期令に見
合う年令以上
用材林：現在蓄積の
30％以内
薪炭林：60％以内
2ha以内（疎密度3より
多く保残木を残す場
合等には増大可）
5年以上経過
生長量か全蓄積
の2%（天然林），
施業間隔年数×
年伐量
皆伐跡地は3
年以内に造林
昭和8年
択伐 皆伐原則 伐期齢
年伐量 択伐量 年伐量 一伐採区面積 伐区の連続 その他
特別地
域
天然林は原則天然更新
喬林・中林上木：
60年以上
矮林・中林下木：
20年以上
喬林・中林上木：現
実蓄積の1/3
濶葉樹喬木：現実蓄
積の1/2
立木地面積/輪
伐期
0.5ha以下（適当な保
残木を残す場合には
増大可）
喬林10年、矮林
5年以上の間隔
普通地
域
天然林はなるべく天然更
新、林種改良其の他必要あ
る時は風致上支障なき場合
に限り人工林の造成可
立木地面積/整
理期
10ha以下（適当な保
残木を残す場合には
増大可）
昭和25年
特別地
域
択伐（風致上の支障ない場
合は皆伐可）
風致的考慮のもと
に決定
用材林：現実蓄積の
1/3以下
最大1ha 5年以上経過
薪炭林の皆伐
はできない
昭和34年
第2種
特別地
域
択伐法（風致の維持に支障
のない限り皆伐法可）
標準伐期令に見
合う年令以上
用材林：現在蓄積の
30％以内
薪炭林：60％以内
2ha以内（疎密度3より
多く保残木を残す場
合等には増大可）
5年以上経過
生長量か全蓄積
の2%（天然林），
施業間隔 数×
年伐量
皆伐跡地は3
年以内に造林
昭和8年
択伐 皆伐
原則 伐期齢
年伐量 択伐量 年伐量 一伐採区面積 伐区の連続 その他
特別地
域
天然林は原則天然更新
喬林・中林上木：
60年以上
矮林・中林下木：
20年以上
喬林・中林上木：現
実蓄積の1/3
濶葉樹喬木：現実蓄
積の1/2
立木地面積/輪
伐期
0.5ha以下（適当な保
残木を残す場合には
増大可）
喬林10年、矮林
5年以上の間隔
普通地
域
天然林はなるべく天然更
新、林種改良其の他必要あ
る時は風致上支障なき場合
に限り人工林の造成可
立木地面積/整
理期
10ha以下（適当な保
残木を残す場合には
増大可）
昭和25年
特別地
域
択伐（風致上の支障ない場
合は皆伐可）
風致的考慮のもと
に決定
用材林：現実蓄積の
1/3以下
最大1ha 5年以上経過
薪炭林の皆伐
はできない
昭和34年
第2種
特別地
域
択伐法（風致の維持に支障
のない限り皆伐法可）
標準伐期令に見
合う年令以上
用材林：現在蓄積の
30％以内
薪炭林：60％以内
2ha以内（疎密度3より
多く保残木を残す場
合等には増大可）
5年以上経過
生長量か全蓄積
の2%（天然林），
施業間隔年数×
年伐量
皆伐跡地は3
年以内に造林
昭和8年
択伐 皆伐
昭和 8 年は国立公園区域内に於ける森林施業に対する制限細目（内務省衛生局長農林省山林局長照会回答），
昭和 25 年は国立公園区域内における森林施業制限細目（厚生省国立公園部長照会林野庁長官回答）， 
昭和 34 年は自然公園区域内における森林の施業について（厚生省国立公園部長照会林野庁長官回答） 
この時に特別地域を施業の制限を基に 3 段階としたが，標準的な施業制限は第 2 種特別地域の制限 
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 この施業制限について，農林省は山林局所管の国有林の取扱いは当事者として合意した
が，私有林で適用できるかどうかは，大規模な私有林のある大台大峯地域の林業家への対
応を想定し，奈良県や林業家の意向はある程度聴取して調整したと考えられる。 
 
 
5 吉野郡林業家による指定反対要請と調整経過 
 
 １）吉野熊野国立公園候補地選定までの動き 
 
 国立公園指定による林業への影響についての吉野郡林業家の懸念は，国立公園法制定以
前からみられる。1930（昭和 5）年 10 月に奈良県内務部長早川三郎が内務省衛生局保健
課長の伊藤武彦より国立公園法の草稿を入手し，私有林に対して大分制限がある様子だと
の認識を持っている。それを受け小栗奈良県知事が，私有林への制限を各村が甘受する必
要がある点について関係各村に懸念を示しており，川上村長らが国立公園指定反対を主張
している。国立公園期成会会長であり，推進運動の先頭に立っていた上北山村の衆議院議
員岩本武助も懸念を持ったとされる26。 
 国立公園法案の草稿には公用制限の規定が当然盛り込まれていたはずで，公園の指定に
より普通地域であっても林業に何らかの制限が加わる可能性があることを，この時点で岩
本を含めて関係者が理解した。 
 岩本自身，上北山村に森林を所有し，早くから国立公園の指定による林業への影響につ
いて懸念していた。1927（昭和 2）年 12 月に岩本と岸田が，内務省衛生局で国立公園を
検討していた田村剛に，吉野国立公園期成会の設立の報告をした際，指定された場合の民
有林の取り扱いについて確認し，田村からは「民有林に対しては特に制限等の取扱は無之
見込み」と聴取している27。1927（昭和 2）年時点では田村は具体的な国立公園法の形を
想定していたとは考えにくいが，7 でみるように，国立公園内の森林の風致的施業と経済
的経営が両立し得ると楽観的に見ていたと考えられる。 
 岩本武助は 1931（昭和 6）年 2 月 24 日の衆議院本会議での国立公園法案の審議で，公
有林，私有林が国立公園の特別地域に入った場合の補償について国立公園法第 9 条の規定
でははっきりしないので，補償に関する規則を別に設けて明確にすべきと主張し，さもな
ければ「国立公園なる美名の下に吾吾の所有権を侵害するもの」と断じ明確な答弁を求め
たが，安達内務大臣は，森林の経済的利用は大体において許可する積りだと答え，公有林，
私有林に対する補償については答弁していない28。さらに質疑はなく，法は成立，公布さ
れ，国立公園委員会で候補地の選定作業が開始される 
 その後，1932（昭和 7）年 3 月の国立公園委員会の選定に関する特別委員会の場で，委
員である農林省山林局長長瀬貞一が，吉野地域の林業の制限について，「北方には私有林が
多く林業との関係があります，北村氏等は多少反対しているそうです」と発言している29。
 96 
山林局には反対の意向は伝えられていたようだが，強硬な反対として伝わってはいない。 
 
 ２）林業家の反対要請における関心事と調整経過 
 
 吉野郡の林業家による国立公園指定反対論は，1932（昭和 7 年）9 月，北村又左衛門，
永田藤兵衛らによる請願書の提出が最初の対外的な表明とみられ，その後，1933（昭和 8）
年 8 月，1934（昭和 9）年 10 月に北村・永田両家が陳情書を提出したとの記録がある30。
大阪朝日新聞奈良版がそれらの動きと奈良県，内務省，農林省の対応の経過を追っており，
表 3 に経過を整理した。 
 林業家による 3 回にわたる指定反対の請願書，陳情書では，民有林を区域から除外する
か制限をなくすか，という主張は一貫している。一方で奈良県公園課，林務課は北村ら林
業家とともに具体的な妥協策を検討しており，1933（昭和 8）年 4 月に大和山林会理事会
で，人工造林地は区域から除外，天然林については稜線部を除き択伐施業，人工造林化の
皆伐も認める，という案をまとめている。これが林業家が許容できる内容だったと考えら
れる。 
 4 で示した 1933（昭和 8）年 9-10 月の内務省衛生局と農林省山林局との森林施業制限
細目の調整の際，大和山林会の要請も考慮されたものと考えられる。山林局と森林施業細
目の取り決めがなされた後，10 月には田村が大和山林会総会に来て説明をしている。その
際，普通地域では 10ha までの皆伐を許容するという取決めの内容を説明し，「十町歩以上
の伐採を許されぬとの心配の如きも全くの誤解で一かたまり十町歩づつ飛地式にやれば一
所有者でいくらでも伐採出来るのである」と理解を求めた31。しかし，この説明で山林家
の反対は収まったわけではない。 
  
 1934（昭和 9）年に入っても林業家の反対意見は提出されており，12 月には奈良県林
務課が農林省へ提出すべく林業家の意見をまとめている32。人工造林地はなるべく除外，
特別地域は景勝地に最小限度に，普通地域では，（1）人工造林地は１団地１年の皆伐面積
を十町歩以内，事業区広大なものは面積の六十分の一以内に，（2）天然林における針葉樹
の伐採は制限しない，（3）搬出用林道，貯木場，索道などは制限しないとし，普通地域で
の規制緩和を具体的に提案している。1935（昭和 10）年 5 月に農林省花田技師が現地調
査を行うが，問題は特別地域の補償と普通地域の原生林の将来的な施業の担保であるとし
33，普通地域の取扱いが一つの焦点となっていた。 
 その後，奈良県は，林業家が包括的な施業計画案を作成し，県がこれを内務省と調整す
る方法を提案し，林業家が妥協する見通しとなったと報じられている34。そして 1935（昭
和 10）年 10 月はじめまでには内務省と農林省の折衝がまとまったと報じられ35，10 月に
内務省藤原保健課長が吉野に来て林業家と意見交換し，内務省案を提示し確認している36。 
 報道内容から，内務省が提示した案は，公園の区域は当初予定区域より縮小，特別地域
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は道路沿いと山の峰通り，岩石渓谷地とする，林業家による施業計画案を包括的に許可す
る，といった内容であったことが確認できる。 
 
 ３）林業家との調整の結果 
 
 林業家との調整の目途がたった後，1935（昭和 10）年 12 月に吉野熊野を含めた 4 公
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園の区域を検討する第 7 回国立公園委員会が開かれる。この委員会で田村は，以前に委員
会に提出した吉野及熊野候補地区域案からの変更箇所を説明し，大台大峯地域では以下の
点を説明している37 （変更箇所の① ⑨の位置は図 2 参照）。 
①川迫川一帯は近年伐採されて人工林に変わり見るべきものがないので縮小（洞川区有林
を削除した箇所） 
②旭川一帯も同様の理由で縮小（永田ほか共有林が含まれる箇所） 
③吉野川上流，是も大略人工林で特に入れる必要がないので上流の原生林と将来伯母峰と
経ヶ峯にかけて大台ケ原に通ずる幹線道路が出来ることを予想して必要な限度に縮小
（北村所有林を削除した箇所） 
④大杉谷の一部大和谷は下は人工林で大杉谷本流に較べて風致上の興味が少ないので除外
（三重県側，国見山の北側一帯） 
⑤東熊野街道の道路沿いは人工林で編入の価値がないので除外 
⑥伯母谷附近が重要な公園の入口で道路から非常に目立つ風景地であり拡張 
⑦大台ケ原の大蛇 から南の方を見て目立つ一帯を拡張 
⑧前鬼一帯の上流の方，池川の渓谷を拡張 
 その後「十和田他 4 公園の国立公園区域決定に関する特別委員会」で個別の区域の検討
がなされ，その 2 回目の委員会（1935（昭和 10）年 12 月 20 日開催）で吉野熊野国立
公園の区域について議論がなされる。吉野の人工林は風致上大切なので，所有者が反対し
ても区域に含めるべきという，現地での調整とは方向性の違う意見も出されている。農林
省山林局の村上委員代理の三浦一雄は，吉野熊野の民有林について以下の意見を述べる38。 
・民有林では特別地域では慣行による択伐作業を認められ，普通地域では従来の慣行施業
を認められたい 
・民有林関係は昭和 8 年 10 月の山林局と衛生局の森林施業細目の取り決めは本公園に限
っては適用しないこと 
 これに対し内務省から特段意見はなく，吉野熊野国立公園の民有林の施業に関して特段
の制限を設けないという内容で内務省は妥協していたことが確認できる。法に基づく申請，
届出の提出の必要はあるが，提出された計画に対して調整の余地はないという整理である。 
 北村，永田両家が代表する私有林の取扱いをめぐる調整が行われたかに見えたが，ここ
では「民有林」の取扱いの特例が確認されている。北村らは常に「民有林」の扱いを主張
し，私有林に限っていなかった。吉野熊野国立公園全域で村有林や集落共有林も含め広く
民有林について施業の制限を設けないと整理されたが，民有林が最も多い吉野熊野での整
理であり，この取扱いが他の公園も含めた民有林の取扱いの標準となる可能性を持つ，内
務省としては苦渋の選択であった。 
 12 公園の指定が終了した後の 1936（昭和 11）年 5 月に内務省が関係自治体を集めて
「国立公園事務打合会」を開催し，注意事項として各省間での取決めについて伝達してい
る。1933（昭和 8）年の森林施業制限細目も留意するよう説明がなされている39。しかし，
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同年に和歌山県が作成した国立公園関係法規集40には他省の取決めは掲載されているが，
森林制限施業細目の記載はなく，たしかに吉野熊野国立公園全域で森林施業制限のルール
は，他の公園と同様には適用されないものと扱われていた。 
 1932（昭和 7）年から 1935（昭和 10）年までの調整の間， 奈良県が一貫して林業家
と内務省・農林省との間に入って調整案を提示し，最終的に特別地域は稜線部と道路沿線
に限定，人工造林地の区域からの除外，普通地域の天然林の施業計画の容認，事実上の施
業制限の撤廃という 1933（昭和 8）年 4 月の山林家側と調整した要望に沿う内容で内務
省は了承することとなった。 
 
 
6 国立公園に含まれた私有林の林況と指定後の取扱い 
 
 １）大規模林業家所有林の森林の状況と公園区域との調整 
 
 北村，永田両家の所有林の位置は図 2 に示しているが，所有林の林況は，奈良県私有林
調査に一部記録がある。永田の所有林と共有林のうち公園区域に含まれた部分の林況は「上
方 寒帯下部原始林 下方 温帯上中部の原始林」か「黒木を択伐した天然林」と記され
ているが，除外された区域の林況の記録はない。5 の田村の委員会での説明②によれば人
工林が除外されたとみられる。区域に含まれた永田の所有林，共有林のうち大峯山系の稜
線部が特別地域に指定されている。大峯山系の稜線部は古来「峯中」と称され，峰より下
部双方それぞれ 4 町（約 440m）について従来から特別の取り扱いが行われていた箇所で
植林地	
天然林	
天然林皆伐跡 
図 3 1933（昭和 8）年頃の北村所有林の状況と国立公園候補地・指定地           
  背景は国土地理院標準地図 
削除 
拡張 
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あり41，施業の対象と考えておらず，特別地域の指定を容認したと考えられる。永田所有
林，共有林のうち上流部に位置している人工林化していない部分を公園区域に含め，下流
部の人工林を区域外として調整したと考えられる。 
 北村所有林に関しては，奈良県私有林調査の資料とは別に 1933（昭和 8）年に北村林
業が作成し内務省に提出した施業案42に林班ごとの林況が記されており，その添付図を図
化して林況を示したものが図 3 である。これを見ると国立公園の予定地域として調整をし
ている時点で植林地が多く，植林地を公園区域から除外する調整が行われたと考えられる。 
 しかし，伯母ヶ峯の西側の伯母谷峠部分の植林地は，新たに区域に含められている。5
節の国立公園委員会での田村の説明⑥にあるとおり，東熊野街道（国道 169 号線）から伯
母ヶ峯，経ヶ峰を経て大台ケ原へ至るルートの入口に当たる部分として取り込んでいる。
また，編入部分の東側の大台ケ原への登山路として利用されていた筏場道と称される道路
沿道については，「登山路附近に於ては主伐を見合せ間伐のみにとどめ之を特別施業地とす」
43と北村も施業上配慮することを容認し，特別地域として指定された。 
 北村所有林については，基本的には植林地を除外する方針だが，当時の主要登山道周辺
は特別地域とし，将来的な利用が見込まれる東熊野街道から大台ケ原への導線は区域に取
り込んでおり，国立公園の利用上重要な地域は植林地であっても普通地域として区域に取
り込む調整が行われた。 
 
  
図 4 大台大峯地域北東部の 2000 年頃の植生（図 3 と概ね同一範囲） 
環境省自然環境保全基礎調査植生調査 1/25,000 植生図「洞川」，「大和柏木」，「宮川貯水池」，「弥
山」，「大台ヶ原山」，「大杉谷峡谷」，「釈迦ヶ岳」，「河合」，「引本浦」GIS データ(環境省生物多様
性センター)を使用し作成 
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２）国立公園指定による森林の取扱いへの影響 
 
 現在の植生図44に指定当時の国立公園の区域，森林所有状況を重ねたものの一部を図 4
に示した。1933（昭和 8）年頃の林況は前述の奈良県私有林調査に一部が記載されており，
それと現在の植生を比較することで，公園の指定後の森林の取扱いを検討することが可能
である。奈良県私有林調査に記載のあった林況を天然林，一部択伐，伐採跡地，植林地，
不明に区分45し，また現在の植生は自然植生，代償植生，植林地，その他と区分46し，所有
区分ごとにこの間の変化を図 5 に示した。 
 1933 年頃の林況が不明な部分も多いが，北村所有林では公園区域に編入された天然林
の多くはその後植林地となっている。一方，永田所有林の天然林は植林地となっている箇
所はほとんどなく，代償植生の占める割合が大きく，択伐が行われたと考えられる。その
2000 年頃の植生 
図 5 吉野熊野国立公園大台大峯地域内の森林所有区分ごとの森林の
状況の変化（1933 年頃と 2000 年頃） 
1933 年頃の森林の状況 
ha 
図6 吉野熊野国立公園大台大峯地域内の特別地域内，普通地域内，
昭和 7 年 10 月候補地区域から除外された部分，それぞれの
森林の 2000 年頃の状況 
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他の個人有林は天然林であった割合と同程度が自然植生として維持されている。所有区分
によってその後の取扱いは様々である。 
 吉野熊野国立公園の特別地域，普通地域となった部分の現在の植生について図 6 に示し
た。比較のため 1932（昭和 7）年 10 月に候補地の区域に含まれていたが 1936（昭和 11）
年 2 月指定の国立公園からは除外された部分の植生もあわせて示している。特別地域に指
定された部分で植林地となった面積は少なく，自然植生の割合が高い。大台大峯地域全体
の 20%弱が指定された特別地域は稜線や利用導線の沿線に指定されたが，それらの箇所で
一定の施業上の配慮をもたらした。一方，普通地域の部分は植林地の割合が高く，自然植
生の割合は高くない。公園区域から除外された部分と比較すると，植林地の割合は若干低
いがほぼ似通った傾向となっている。このことは，普通地域となったことがその後の森林
の取扱いに決定的な影響を及ぼすことはなかったことを示しており，また，図 5 で森林の
所有区分によって取扱いに違いがでていることを示したが，その違いは個々の林業者の森
林の位置や経営方針による違いと考えられる。 
 
 
7 国立公園内の私有地への制限についての田村剛の考えの変化 
  
 １）国立公園法成立頃までの認識 
 
 最後に，内務省で中心的に国立公園指定作業を行っていた田村剛の国立公園内での私有
林への制限の考え方をみる。 
 田村は 1929（昭和 4）年の「森林風景計画」で，「風景計画では，なるべく人工的な施
業林より遠ざかった，自然を主とした風致的若しくは享楽的森林を広く保存し，造成する
ように努めなければならない」47とし，皆伐に関しては「之は屡々国土保安上の問題を惹
起し，風致的にも，非難の点が多い」48と否定するなど，風景地の森林施業を模索してい
たが，「国有林外のものとしては，日光，富士山，大台ケ原，阿蘇山等があるが，多くは御
料林又は公有林であって，これ亦公園的取扱を認めて，その風致を保護しているのである
から，少しも国立公園として経営するにつき困難は起らぬ筈である」49と，この時点では
私有林への制限についての意識は全くない。 
 次いで 1931（昭和 6）年の「景勝地に於ける森林」50で森林は景勝地を構成する重要な
要素であり，風景を美化するのも醜化するのも森林の取り扱いであり，風景活殺の実権を
握る者は森林家であるから，私有林だとしても森林の美観に全然考慮を払う必要なしとは
言えない，とし，景勝地では私有林の扱いは考慮すべきと論じている。 
 また，同年，国立公園法の成立を受けた後に記された「国立公園法と林業」51では，国
立公園の特別地域の森林は択伐作業による場合等は許可され，普通地域については行為の
制限は軽く，産業との両立を計る，と述べている。そして私有地への制限については，国
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立公園法によって禁止，制限を受けた場合の補償規定を評価している。この時期までは森
林施業制限が困難だという意識はない。 
 
 ２）国立公園区域選定作業時の認識 
 
 12 の国立公園候補地が 1932（昭和 7）年 10 月に決まり，その後具体的な区域の選定
に入っていく。1933（昭和 8）年 1 月掲載の「国立公園区域に関する二三の所感」52では，
国立公園の普通地域は，必要があって公園区域に編入されるのだから公用制限を加えるこ
とのあるのは当然で，風致に影響のある行為は制限禁止を為すことがあるとしている。一
方で，私有地で風景の保護を徹底しようとする場合には土地を買収するか十分な補償を準
備しなければならず，私有地は公園にとっての重大な障碍となるとし，私有地への制限が
容易でない感触を持ち始めている。 
 各公園の区域の検討が進む中で，1933（昭和 8）年 8 月に掲載された「我が国立公園に
関する障害と対策」53では，国立公園の箇所選定までは熱狂的運動によって支持を得てい
たが，区域を決めて国立公園法の適用をみようという段階では反対運動さえ起こっている。
民有地を区域に編入して公用制限を加えることには救済制度も講ぜられているが，その運
用がうまくいかない場合にはかなり大きな犠牲を払うこととなり，理想としては国立公園
中重要な土地の権利を国費で買収して内務省所管の土地に帰すべきで，それまでは不徹底
ながら国立公園側でも多少忍ぶべきとしている。「不完全な法制の下に誕生した国立公園で
はあるが，やがての日に健全なる発育を遂げ得ぬこともなかろうと信ずる」と，現行の規
定では不十分との認識を述べている。 
 公園の指定後に行為が禁止，制限された場合の補償規定はあったが，区域指定の調整に
際しては説明材料とはならず，田村は，法制定時には想定していなかった私有地への制限
の限界に直面し，公園指定を実現するためには，現実的な解決策を模索する以外に方法は
なかった。  
 
 
8 小括 
 
 吉野熊野国立公園の大台大峯地域での，国立公園指定に際しての林業との調整内容と指
定後の森林の取扱いを明らかにした。この地域は，国立公園は国公有地を中心に設定すべ
きとの当初の条件に大きくはずれていた。国立公園法では区域を特別地域と普通地域にゾ
ーニングする仕組みをとり，普通地域内での森林施業にも一定の制限を課すことを想定し
ていた。しかし，大台大峯地域の大規模山林所有者による民有林への制限反対論を前にし
て，有効な調整手段を持てず，山林所有者の意向を汲み，民有林の森林施業に制限を設け
ないことで吉野熊野国立公園の指定がなされた。現在の植生をみると，特別地域の指定は
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森林施業上の配慮をもたらしたが，普通地域の指定がその後の森林施業に影響を及ぼすこ
とはほぼなかったといえる。 
 北村，永田による施業制限反対意見との調整は，結局，大台大峯地域の私有林のみなら
ず，吉野熊野国立公園全域で，民有林全般について森林施業制限の空洞化をもたらした。
民有林が大面積を占めていた吉野熊野での調整の結末は，戦後の木材需要の増加という背
景はあるにしろ，1950（昭和 25）年の森林施業制限細目で普通地域での森林施業への制
限が全国的になくなり，さらに 1957（昭和 32）年に国立公園法が自然公園法に改正され
る際，普通地域で届出を必要とする行為から木竹の伐採が除外されることに結びつく，国
立公園普通地域での森林施業制限の後退の端緒となったと考えられる。 
 国立公園の制度は第 3 章でみたように，土地の権利を取得することなく公園区域内の行
為を制限できる仕組みとした。原生的な自然を国有地として保留する米国のナショナルパ
ークとも，民有地の権利を一部取得したイタリアのアブルッツオ国立公園とも違う形であ
った。林業活動が盛んに行われている地域を広く区域に含めることとなったが，特別地域
として指定されたごく一部の地域では施業のコントロールは可能となったが，それ以外の
広大な普通地域では森林施業の形態に変化を及ぼすことはなかった。 
 戦前の国立公園法の制定，国立公園の指定は，歓迎する地元の後押しもあり進められた
が，大台大峯地域での林業者との調整経過からは，国公有地を主体とする国立公園を想定
する中で，民有地への制度的対応の検討が手薄であったことを示している。国立公園の風
景の中で住民の産業活動の位置付けと，それを継続する形についての検討はなされていな
かった。 
 1972（昭和 47）年に国立公園内で厳しい規制が課せられる民有地を都道府県の交付公
債で買い上げる仕組みが制度化される。大台ケ原の主要部分を所有していた製紙会社によ
る森林の伐採が計画されるが，これが実現すると国立公園としての価値が失われることか
ら，民有地を買い上げる予算上の制度が実現する。岩本が国立公園法の審議に際して問題
にした，地域の指定時の補償に相当する仕組みがようやく出来上がったが，この問題が提
起されてから 40 年後に，大台大峯地域での伐採との調整をきっかけに実現した点は象徴
的と言えよう。 
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20 上北山村役場 （1914）『基本財産台帳』奈良県立図書情報館蔵，上北山村及び村内各集落の財
産台帳で，村有林，集落共有林の地番，面積がリストアップされている 
21 前掲 12，13 の図では公有地の位置が示されているが，県有林，市町村有林のほか集落有林も含
めており，表 1 の面積集計の公有地には集落有林も含まれていると考えられる 
22 昭和 15 年 6 月 4 日厚生省令第 22 号国立公園法施行規則改正により地方官長への届出に変更と
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23 社団法人日本林業技術協会編（1974）『林業技術史第 4 巻』，p.13，p.43，国有林では 1921（大
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24 農林省山林局編（1935）『第六次山林要覧』，p.182，昭和 8 年末現在で公有林では全体の 8 割弱
が，社寺有林では 5 割強が施業案，施業要領が策定されている 
25 厚生省（1948）『国立公園関係法規』，pp.62-65 を参照した 
26 前掲 4，p.100 
27 前掲 4，p.87 
28 衆議院議事速記録，昭和 6 年 2 月 25 日付け 
29 国立公園選定ニ関スル第六回特別委員会議事大要，「国立公園審議会一般・昭和 6〜10 年」,国立
公文書館所蔵 
30 米田信雄（1976）「吉野熊野国立公園指定の経過大要」,前川十寸据編（1976）『南紀観光史』所
収，pp.202-203 
31 大阪朝日新聞奈良版，昭和 8 年 10 月 21 日付け 
32	大阪朝日新聞奈良版，昭和 9 年 12 月 22 日付け 
33 大阪朝日新聞奈良版，昭和 10 年 5 月 14 日,17 日付け 
34 大阪朝日新聞奈良版，昭和 10 年 8 月 24 日付け 
35 大阪朝日新聞奈良版，昭和 10 年 10 月 5 日付け 
36 大阪朝日新聞奈良版，昭和 10 年 10 月 8 日付け 
37 国立公園委員会（1935）『第七回国立公園委員会議事録』 
38 十和田，富士，吉野熊野，大山各国立公園区域決定に関する第二回特別委員会議事大要，「国立
公園審議会一般・昭和 6〜10 年」，国立公文書館所蔵 
39 国立公園協会（1936）国立公園事務打合会，国立公園第 8 巻第 5 号 
40 和歌山県（1936）『国立公園の知識 附 関係法規及び例規』 
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41 前掲 18 の図の注記 
42 前掲 19 
43 前掲９簿冊のうち「編成奥入之波事業区施業案説明書（昭和 12 年～21 年）」．国立公園指定後に
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用しておりこの撮影時期の植生を示している 
45 黒木（針葉樹）を択伐した天然林という林況の記載が多く，一部択伐と整理した．また七分植林
地，三分天然林等の記載が多く，図上で計測した面積を比率で按分して整理した 
46 植生図の凡例のうち「植生区分」によって分類 
47 田村剛（1929）『森林風景計画』成美堂書店，p.52 
48 前掲 47，p.58 
49 前掲 47，pp.221-222 
50 田村剛（1931）「景勝地における森林」山林 581 
51 田村剛（1931）「国立公園法と林業」山林 583 
52 田村剛（1933）「国立公園区域に関する二三の所感」国立公園第 5 巻第 1 号 
53 田村剛（1933）「我が国立公園に関する障害と対策」国立公園第 5 巻第 8 号 
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第５章 吉野熊野国立公園熊野地域の選定における地元の要望と風景認識 
 
１ はじめに 
 
 これまで，国立公園の箇所や区域の選定について，帝国議会，委員会での議論や時代背
景など，選定する側の視点を中心に論じてきたが，瀬戸内海国立公園の備讃瀬戸海域への
拡大は地元の下津井保勝会などによってその準備があったことが示されており，また，
1927（昭和 2）年の日本八景選定の際の地元の投票行動にみるように，「地元」という人
間集団が風景の選定に大きな役割を果たしている。 
 1934（昭和 9）年から 1936（昭和 11）年にかけて順次指定された 12 の国立公園は山
岳の風景地を中心に選定され，海岸を含む公園は瀬戸内海と吉野熊野の 2 公園のみであっ
た。吉野熊野は内務省の当初案では大台ケ原及大峯山候補地という海岸を含まない案であ
ったが，国立公園委員会の議論の中で，その区域を北山川，熊野海岸（ここでは一括して
熊野地方1という）まで拡張し，吉野熊野国立公園として指定されるというダイナミックな
変化が生じている。この変化には，国立公園委員会での検討のほか，奈良県，和歌山県の
地元の要望や地元写真館による風景写真が影響を及ぼしたとみられ，この区域の変化を検
討し，国立公園の箇所の選定や区域の選定に果たした地元の役割をみることとする。 
 これまで，吉野熊野国立公園の熊野地方への区域拡大の経過については，村串2，神田3，
長尾4，西田5が論じている。村串は北山峡を水力発電計画から守るための戦術と捉え6，神
田は国立公園の風景としての海岸へのまなざしに注目し7，長尾も海岸風景への注目をあげ，
それが国立公園委員会委員の脇水鐵五郎によって主張され，一方で内務省の田村剛とは見
解を異にしていた点を指摘している8。また，西田は戦時体制下にある状況でナショナルア
イデンティティを示す場として吉野と熊野が結びついた公園として成立した点を捉えてい
る9。 
 
 
２ 吉野熊野国立公園の区域案の変遷 
 
 吉野熊野国立公園の指定経緯については，早くから大峯山系，大台ケ原（吉野群山）の
原生林の価値を認識していた東京帝国大学の白井光太郎が，大台ケ原での伐採に危機意識
を持ち，1916（大正 5）年にその保存を訴え，地元では吉野郡役所技手であった岸田日出
男らが中心となって吉野群山の保存について内務省へ資料を提供したことから，内務省は
1922（大正 11）年に大台ケ原と大峯山を中心とする地域を国立公園候補地とし調査し10，
1931（昭和 6）年 12 月に開始された国立公園委員会で「大台ケ原及大峯山国立公園」候
補地として検討された（その時点の区域案は図 1 左）11。検討の中で大台ケ原，大峯山の
山の風景だけでは国立公園の選定方針の必要条件に十分合致していない，北山川，熊野海
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岸も含めた山，川，海の景観を組み合わせた公園（吉野及熊野）とすべきとの意見が大勢
を占め，区域を熊野地方に拡大し，1932（昭和 7）年 10 月の第 2 回国立公園委員会で「吉
野及熊野国立公園」として選定された。その時点の区域案は図 1 中12であり，図 1 左と比
較して，大台ヶ原と大峯山部分はほとんど変化はないが，最北部の吉野山地区の拡大，大
杉谷北部の拡大，北山川沿いの区域の拡大，熊野海岸から潮岬までの海岸部の一部の拡大
がなされている。その後那智山，本宮，海岸部区域への追加をはじめ，大台ケ原，大峯山
地域でも区域の縮小，拡大の調整が行われ 1936（昭和 11）年に吉野熊野国立公園として
図－1	 吉野熊野国立公園候補地の区域の変遷	
左：「大台ケ原及大峯山」候補地区域(昭和 5 年 5 月） 
中：「吉野及熊野」候補地区域(昭和 7 年 10 月） 右：
吉野熊野国立公園区域(昭和 11 年指定当初） 郡・市町
村境界，市町村名は 1950 年時点のもの。 
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指定がされた。その時点の区域は図 1 右である。 
 
 
３ 国立公園委員会での吉野熊野国立公園選定の経過 
 
 １）国立公園委員会での議論の経過 
 
 12 箇所の国立公園候補地の選定は，内務省に設置された国立公園委員会で行われたが，
国立公園委員会では 1931（昭和 6）年 11 月に第 1 回の委員会を開催し，候補地の選定の
検討を始める。具体的な検討作業は選定に関する特別委員会（藤村義朗男爵・貴族院議員
が委員長，他 10 委員，以下「選定委員会」とする）によって行われ，第 1 回の選定委員
会が 1931（昭和 6）年 12 月に開催され，以後，懇談会形式の議論も含め，1932（昭和
7）年 9 月までの間に 16 回の議論が行われた。そこでの吉野熊野国立公園についての議論
経過を，国立公文書館資料13を中心に整理する。 
 
①第 1 回国立公園委員会（昭和 6 年 11 月 24 日） 
 内務省嘱託として国立公園選定作業を中心的に担っていた田村剛によって全国 14 の候
補地についての概要説明が行われた後，意見交換が行われている14。田村の「大台ケ原及
大峯山国立公園候補地」の説明要旨は以下のとおりである。 
・国立公園候補地中唯一の水成岩山地だが，水成岩山地としては南アルプス，新高山な
どがあり第一流の山岳地方とは言えない 
・岩峯，台地谷，瀑布等地貌の変化に富み，特色ある林相がある 
・自然的風致がある区域は相当広大だが土地所有は私有地が半分以上で候補地中最も不
利，森林の多くは施業林で風致保護上不利 
・社寺巡礼の外特筆する利用方法がなく，雨量が多いのも欠陥 
・人口稠密な近畿地方の唯一の候補地として国立公園分布上重要 
地貌，林相と公園の分布上の特長を除けば，候補地としては不利な条件が多いと説明して
いる。 
 意見交換の中で，岡部長景（子爵・貴族院議員）委員は，日本の国立公園としては伊豆
の南方，紀州の南端，四国の南端など外洋に面した候補地を指定することが望ましいとの
意見を述べ，田村は，外洋の風景を代表する風景地として熊野は最も優秀なものだが，国
立公園としては施設上，管理上の点で個々単独に小さな区域が点在すると困る。外洋に面
した海岸の候補地として纏りの良いものを発見できていない，と熊野地方を念頭において，
国立公園としては適当ではないと反論している。 
 
②第 1 回選定委員会（1931（昭和 6）年 12 月 8 日） 
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 14 候補地について全般的な議論がなされ，脇水鐵五郎（東京帝国大学教授・地質学）委
員は，海岸美を主体とした臨海公園とでもいうべきものとして熊野・南紀の海岸を包含し
たものを考えるべきとし，藤村委員長も大台を含めて区域を広くすべきとし，新井堯爾（鉄
道省国際観光局長）委員が賛意を示している。 
 
③第 5 回選定委員会（1932（昭和 7）年 3 月 10 日） 
 田村が「本候補地は大変問題の多い所です」と前置きしつつ，和歌山，奈良両県からの
熊野地方への拡張要望案15を説明する。北山川の奥瀞，上瀞，瀞峡から新宮まで水路によ
って連絡し，紀州海岸の国有林の松並木の中の道路とその附近の湖沼を含め，鬼ヶ城より
小口に到り，南は国有林及道路によって勝浦に出で，一方は那智の滝に連絡し，大島，潮
ノ岬を含め古座川をも加えたものとする案である。この案について，田村は，点在する一
団地を水路と道路によって連絡して一つの公園系統として纏めるやり方だと説明し，「国立
公園に就ては此の考え方は今迄はしませんでしたが若し海岸地方の国立公園を考えるなら
ば此の様にせねばならぬと思います。」としている。 
 この地元案の説明に対し，脇水が北山川の渓谷の特長，熊野海岸の特長を補足し，さら
に，那智の滝，神武天皇史蹟，熊野三社がある点を指摘し，白浜まで含めて海岸に散在す
る風景の優れた小さい団地を自動車道路で連絡したらよいと述べ，また，山は日本アルプ
ス等に劣っているから海に重きをおきたいと述べている。長瀬貞一（農林省山林局長）委
員は，別に海岸の公園を作れないのかという点，藤村委員長は史蹟を大いに考えてほしい
点，正木直彦（東京美術学校長）委員は吉野まで入れてほしい点を指摘し，田村は，海岸
一帯を含むと中心が変になってしまう点，山と渓谷と海の三つを合わせる考え方は，他の
候補地でも起こり統制がとれなくなる点を指摘し，難色を示すが，内務省で拡張案を作成
することとなった。 
 
④第 6 回選定委員会（1932（昭和 7）年 3 月 17 日） 
 田村により熊野地方まで拡大した「吉野群山及熊野地方国立公園候補地」案を説明。当
初案（図 1 左）からの変更点として，大杉谷北部の御料林・民有林，北山川本流と東ノ川
流域を拡張，北山川，熊野川に沿って帯状に北山川沿川から眺望し得る範囲を拡張，熊野
海岸を拡張（連続した区域とできず，風致の保護上必要な箇所，公園施設設置箇所を点々
と編入），吉野，古座川，熊野三社附近は編入していない，と説明した（図 1 中のうち，
北端の吉野山までの細長い部分がない区域に相当する）。 
 この案に対し，本多から吉野を入れなかった理由について質問があり，田村が利用上の
関係が薄いので入れなかったが，更に研究の必要があると答えるなど数点の質疑があった。 
 
 ２）国立公園選定委員会懇談会での議論の経過 
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 一連の選定委員会での検討の後，委員による現地調査が行われる。吉野及熊野候補地に
関しては，1932（昭和 7）年 4 月 20 日から 28 日に藤村委員長，岡部，正木，本多，佐
原憲次（鉄道省国際観光局長）が，山上ヶ岳 大台ケ原山（一部委員は吉野山），熊野海岸
（木ノ本 新宮），瀞八丁，川湯，本宮，湯ノ峯の順に視察している16。現地調査の後，1932
（昭和 7）年夏以降，選定委員会の委員により懇談会形式で，具体的にどこを候補地とす
るかの意見交換がなされている。懇談会での各委員の発言は発言要旨集17と内務省の千家
啠麿の記録18によりある程度確認できるが，いずれも事務局がまとめたものであり，田村
の発言の多くは記録されていない。 
 第 1 回懇談会から具体的な候補地選定について議論がなされ，木島駒藏（農林省山林局
長）委員の「田村氏の説の如く，日本アルプス，富士，日光，十和田，阿寒，瀬戸内海，
阿蘇の七カ所とし八カ所ならば大雪山を加えたい」との発言記録から，田村が示した候補
地案をベースに各委員がコメントする形で議論が進められたと推察される。田村は７箇所
か 8 箇所の選定を念頭においており，吉野及熊野はそこには含まれていない。吉野及熊野
候補地については，主に第 2 回，第 3 回懇談会（1932（昭和 7）年 7 月（日付不明），8
月 2 日）で議論がなされ，熊野地方まで含めることに好意的な意見は以下のとおり。 
・大台大峯は山だけではよくないが，川と海岸が入るとよくなる（藤村，脇水，岡部，
三好學（東京帝国大学名誉教授・植物学）），日本の海岸風景としては熊野海岸が最も
よい（脇水，藤村） 
・吉野熊野は建国の歴史上大切（藤村，岡部，正木）， 
・水成岩の風景地を傑出して代表。新高山，南アルプスよりよい（脇水） 
・吉野の人工林がよい（三好，本多），私有地は寛大に取扱い，気長に収容買収すれば
よい（藤村，三好，岡部） 
・飛地の問題は区域決定方法により解決できる（藤村），区域は如何に長狭でも飛地続
きでも差支なし（佐原） 
・北山川の水力発電はダム式にせず水路式にしてこの風景を保護したい（脇水），水力
電気とは協調する必要あり（藤村）。 
 選定に反対する立場からは，大台・大峯は大規模の山ではない，海岸，河川は公園たり
得ない（三矢宮松（帝室林野局長官）），吉野熊野は必要条件の点では弱い（三矢，木島），
民有地を含むものは問題（三矢），風景地と国立公園とは違う（三矢），との意見が述べら
れた。 
 海岸の公園の選定について，内務省大島辰二郎衛生局長は，国立公園としては海岸を調
査していないので海岸の国立公園とするのは難しい，としたが，藤村委員長は他の海岸を
調査してないことは入れないと云う理由にならないと一蹴した。 
 第 6 回懇談会（1932（昭和 7）年 9 月 9 日）では北から順に候補地への賛否を問うて
いるが，吉野及熊野については賛成は脇水，佐原，大島，正木，岡部，三好で，反対は三
矢，その他は早尾（木島委員代理）（10 箇所なら入る），本多（7 箇所なら入らない），田
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村（多くなれば入る），と全体数との兼ね合いで決まるという立場をとっている。 
 第 7 回懇談会（1932（昭和 7）年 9 月 17 日）では藤村委員長から吉野及熊野を含め，
11 箇所選定の提案があったが，雲仙を入れて大山を入れない点について反対意見が多くま
とまらず，第 8 回懇談会（1932（昭和 7）年 9 月 24 日）で吉野及熊野を含め 12 箇所と
することで合意をみる。 
 
 ３）国立公園選定方針との妥協 
 
 第 1 回国立公園委員会，第 1 回，5 回，6 回選定委員会の議論を経て，大台ケ原及大峯
山候補地が熊野地方に拡張されていった。複数委員が北山川と熊野海岸を評価し，これを
含めるべきとする意見に対し，田村は主に以下の 2 点について意見を述べている。 
 1 点目は，第 1 回選定委員会で述べている，海岸部に指定すると個々単独に小さな区域
が点在し，施設上，管理上の点で困る，「纏りの良いもの」にならないという，外洋の海岸
の公園の問題点。 
 2 点目は第 5 回特別委員会で山と渓谷と海の三つを合わせる考え方は，他の候補地でも
起こり統制がとれなくなるとしている，選定方針との整合性の点である。これは，1931
（昭和 6）年 9 月に決定された「国立公園の選定に関する方針」の選定についての必要条
件の第一に「同一型式の風景を代表して傑出せること」をあげているが，火山と海岸など
複数の型式の風景を一つの公園に含めることを想定していなかったためであろう。 
 
①外洋の海岸の選定への抵抗と妥協 
 田村が海岸の風景地の選定を回避した理由について，長尾は，風景地としてはよくても
大衆的な利用ができない箇所は田村の国立公園の構想には含まれていなかったとし19，岡
野は海岸の風景地には「纏りのある区域」が設定できなかった点を指摘している20。一方，
田村は国立公園に関する調査を始めた時点で日本の風景は海よりも山によって代表される
とし21，候補地調査を進め，また，1922（大正 11）年夏頃までの地方からの候補地選定
要望にも海岸の風景地は少なかったことから，1923（大正 12）年 2 月の内務省衛生局長
による 16 箇所を国立公園の調査地とするという議会答弁には外洋の海岸の風景が含まれ
ず，結果として候補地とならなかったとみられる（第２章参照）。 
 田村は熊野海岸を候補地に含めるべしという意見に対し，第 5 回選定委員会で，「別に
海洋の国立公園が考えられるかも知れません」，「熊野海岸を大台ヶ原大峯山と切り離して
別に海岸の公園を作ることについては意見を持っている」と述べているが，実現していな
い。外洋の海岸風景を国立公園とする場合の課題（地域が点在することの課題，海域を公
園の区域として含めるかなど区域どりの課題など）の検討を行っていなかった，つまり外
洋の海岸風景の国立公園の設定の準備ができていなかったためであろう。 
 内務省内部でも海岸風景を候補地に含めないことに対する疑問はあった。衛生局保健課
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で国立公園選定作業にも携わっていた氏原佐蔵22は，「米大陸のナショナル・パークは東海
岸の一小公園を除くの外，海洋の美をとり入れたものがないから，日本の候補地も山であ
れと云うのもあまりに穏当でない・・・あまりに山岳地方にのみ偏し過ぎている。」「海洋
と之に洗わるる岬岸の美とは，到底四面環海の我国ならでは得られざる風景の特徴ではあ
るまいか。」23と述べている。 
 山岳の風景を偏重している点は第 1 回国立公園委員会で岡部が早くも指摘し，選定委員
会では和歌山県・奈良県から拡張候補地としてあげられた熊野海岸を区域に含めない理由
として，田村は，個々に小さな区域が点在すると管理上問題があると説明し，一理はある
が，それだけで海岸の風景を含めない理由としては希薄であった。「纏りの良いもの」にな
らないという主張も説得力を持ちえなかった。田村が後に 12 候補地選定時を回顧した中
で，「大台原山及大峯山については，難色があり，遂に熊野川から熊野海岸まで包含せしめ
て，形の悪い区域が採用せられて」24と述べているが，形が悪いという感覚的な印象を越
えるものではなく，また，氏原の「四面環海の我国ならでは得られざる風景」という主張
は委員会の議論でもみられ（第 1 回国立公園委員会：岡部委員「日本は環海の國として外
洋に面した候補地が一つもないと云うのは遺憾」，第 3 回懇談会：藤村委員長「日本の風
景は山水で河川や海をはぶいて風景はない」），ナショナリズム的な観点での主張の中では，
外洋の海岸風景の国立公園の選定に抗えない状況であった。 
 
②選定条件へのこだわりと妥協 
 1932（昭和 7）年 10 月の第 2 回国立公園員会で，田村は熊野地方まで含めた候補地案
（図-1 中）を説明するが，「唯一の水成岩系統に属する山地」（大峰山，大台ケ原），「本邦
渓流中特異なる景観を現出して居る」（大杉谷，北山峡）「本邦の代表的海岸風景と称すべ
きもの」（紀州海岸）と説明し，「各種優れたる景色を併せ備えて居りまする点に於て，他
に類例を見ない」と，3 つの代表的風景を併せ持ったものと整理している。一つの公園に
は単一の風景型式という考えは熊野海岸への拡張意見を前にして妥協せざるを得ず，3 つ
の風景型式が国立公園の選定の必要条件に合致すると整理せざるを得なかった。 
 図-１中では，奈良・和歌山県要望案にあった那智山，本宮，古座川といった陸域の飛地
を候補地に含めていない。吉野山は候補地に入れたが，飛地としてではなく，大峯山系と
連続した形で取り込んでいる。これは，陸域の飛地は選定理由としてあげた 3 つの風景に
含めて説明することができなかったためであろう。 
 また，「神武建国以来の貴重なる史蹟伝説に富んで」いる点も説明しているが，あくまで
も副次的な要素であり，那智山，本宮について，熊野三山であるという自然的条件以外の
副次的条件を理由に区域に含める整理はしたくなかったのであろう25。 
 しかし，その後，地元の要望に応える形で那智山，本宮などを含めることとなり，1935
（昭和 10）年 12 月の吉野熊野国立公園ほか 3 公園の区域案を審議する第 7 回国立公園委
員会では，区域は図 1 右の形となっている。この区域の説明で「・・尚是等自然の風景地
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の外吉野山，熊野三社の神域，
其の他我が国建国以来の貴重
なる霊地，史蹟等は本公園の
成立上欠く可からざるもので
ありますので之を取入れた次
第であります」26とし，自然
の風景地以外の「我が国建国
以来の貴重なる霊地，史蹟等」
という位置づけで吉野山，熊
野三社（那智山，本宮）を飛
地として区域に含めることを
是認している。 
 古座川は，1933（昭和 8）
年 4 月に田村が熊野海岸の現
地調査を行い，その後に「古
座峡は勝浦と串本との中間に
ありこれを入れれば交通上連
絡がとれて便利で且風景も文
人画的なもので追加は有望視
される」と答えている27が最終的に区域に含まれなかった。その理由を伝える資料は未見
であるが，「我が国建国以来の貴重なる霊地，史蹟等」のカテゴリーに含まれず，飛地とし
て区域に入れる説明ができなかったためという可能性はある28。 
 候補地選定の経過について，「自然保護行政のあゆみ」は「その中には一貫した理念が汲
みとられず，紆余曲折を経て，結果的には妥協的な結論に至ったものと思われる。準拠す
べき選定標準が一応認められてはいたものの，要件はすべて相対的なものであって，決定
的な決め手になる要件はなく，そこに地域制公園の限界が見られる。」29としているが，選
定標準が相対的なものだったことは，熊野海岸への区域拡張の経過でも確認できる。 
 
 
４ 熊野地方への国立公園区域拡大要望の地元の動き 
  
 １）大正末期の動き 
 前節でみたように，田村は大台ケ原及大峯山国立公園候補地について，傑出した風景地
という国立公園の必要条件を満たしているとは評価しておらず，熊野地方を区域に追加す
る和歌山・奈良県の要望が選定委員会でとりあげられることがなければ，吉野及熊野国立 
公園候補地が選定されることはなかった。吉野熊野国立公園を成立させた重要な要望であ
図２ 熊野地域の主要な風景地（茶色の区域は現行の国立公
園区域、背景図は国土地理院標準地図） 
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るが，この要望が出されるまでの経過をたどる。 
 奈良県側の資料は主として岸田日出男の記録による30。岸田は 1922（大正 11）年に田
村による大台ケ原大峯山候補地の調査に吉野郡の技手として同行した時点から，国立公園
の設置のために，地元での資料収集，関係者による働きかけなどの活動を根気よく続けた。
和歌山県側の資料は主として前川真澄の記録による31。前川は 1923（大正 12）年に新宮
保勝会を発足させ，1929（昭和 4）年に『風景と熊野：附熊野遊覧案内』を著し，昭和初
期に熊野地方の風景を論じた一人である。 
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 1922（大正 11）年夏の内務省田村，中越の大台ケ原，大峯山系の現地調査以後の地元
の要望とその対象範囲，内務省等の動きを表 1 にまとめた。 
 大正末期の地元の要望として，1922（大正 11）年 11 月の吉野郡会議長からの要望で
は大台ケ原，大峯山系を対象としている32が，1923（大正 12）年 1 月に岩本平蔵（三重
県南牟婁郡・北牟婁郡選出）33が第 46 議会に提出した建議案では，大峯山系（大峯奥駆道），
大台ケ原を中心に，瀞八丁，熊野三山まで含めて説明し34，熊野地方選出という立場から
か熊野地方も含めた国立公園の設置を要望した。 
 同じ時期，1922（大正 11）年 10 月に，和歌山県の新宮中学嘱託の小野芳彦が国立公
園区域拡大の請願をまとめ，奈良県吉野郡，宇智郡，三重県南牟婁郡，和歌山県東牟婁郡
の四郡から「其の筋」へ請願を提出している35。ここでも，拡大する区域として熊野海岸，
熊野川，古座川，那智瀧，瀞峡，湯峰・湯川・勝浦の温泉を列記し，内務省の大台ケ原・
大峯山系の調査が行われた直後から，国立公園の区域を熊野地方に拡げる要望が和歌山県，
三重県側から出されていた。 
 その後しばらくは，地元からの要請がなされた記録がない。内務省による国立公園調査
は，1925（大正 14）年度まで行われたがその後調査打ち切りとなり36，国立公園選定の
世論も鎮静化したものと見られる。 
 この時期，田村剛が 1927（昭和 2）年 4 月に「風景地保存の急務」37で，阿寒湖，十和
田湖，磐梯山，日光，富士，日本アルプス，阿蘇山，霧島山の 8 箇所を世界的大風景地と
してあげている。後に田村は「当時の見解を吐露するならば，最初は十和田，日光，富士，
日本アルプス，阿蘇の五箇所を最適とし，これに阿寒と瀬戸内海と霧島を加える程度で，
纏めるべきであると考えていた。」38と述べているように，田村は早くから内務省で調査し
た 16 箇所の候補地のうち，国立公園として指定すべき箇所を限定的に考えていた。 
 
 ２）日本八景選定と熊野地方の活動 
 
 1927（昭和 2）年 4 月に東京日日新聞と大阪毎日新聞が主催し，鉄道省が後援した日本
八景選定事業が始まっている。読者の人気投票と審査員の審査で景勝地を選ぶイベントに
熱狂的な投票が行われた。この日本八景選定を中心的に担ったのは造園学・地理学の学者
で，史蹟名勝天然紀念物制度を成立させ，後に国立公園制度を誕生させる中心勢力で，ち
ょうど進行中だった国立公園選定への地ならしでもあり，準備作業にもなった，とされる39。
内務省による国立公園選定作業がとん挫している状況で，鉄道省の井原知は 1929（昭和 4）
年初めの段階で，このイベントについて「同時期に進行していた国立公園の選定が専門家
の議論により結論が導き出せないでいる状況からこの方法が妥当であった」と評価してお
り40，これを契機に鎮静化していた風景の選定についての国民の関心が高まったことは事
実であろう。日本八景選定事業では，山岳，渓谷，湖沼，海岸，河川，平原，瀑布，温泉
について代表的第一景を選び八景とし，それに準ずる箇所として二十五勝，さらに百景を
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選んだが，熊野地方では，瀞八丁が渓谷の部で得票数一位であったが上高地に敗れ二十五
勝に入ったほか，那智瀧（瀑布の部）も二十五勝に，鬼ヶ城・御浜（海岸の部で 8 位の得
票），古座川（河川の部）が百景に入っている。大台ケ原も山岳の部で百景に入っている。 
 
 ３）奈良県吉野郡側の動きと奈良，和歌山，三重の連携 
 
 日本八景選定では，内務省によって国立公園の候補地としてあげられていた 16 箇所に
ついては，田村が 1927（昭和 2）年に「風景地保存の急務」であげた 8 箇所以外でも，
温泉岳が八景に，大沼，屋島は二十五勝に，登別，大山も百景に入っており，岸田は，田
村の記述や日本八景選定結果から，大台ケ原山が他の国立公園候補地と比較して決して優
位にないとの印象を持った可能性がある41。 
 その危機感は，大台ケ原及大峯山の指定を進めるための運動の強化に進み，日本八景選
定後に地元の動きがでてくる。岸田は 1927（昭和 2）年 11 月に「吉野国立公園期成会」
を設立し幹事となり，12 月には奈良県議会議長から内務大臣あて要望がだされ42，1928
（昭和 3）年の第 55 回帝国議会には岩本武助，森本千吉（ともに奈良県全県区選出）が
建議案を提出している。これらは大台ケ原及大峯山系の設置要望で，内務省の調査範囲に
限られたものであり，1922（大正 11）年ごろの熊野地方までの広い範囲の公園指定の要
望から縮小している。 
 一方で同じ第 55 回帝国議会に小山谷蔵（和歌山 2 区（有田郡以南）選出）の提出した
建議案では，那智，瀞峡，熊野三山から高野山まで，熊野地方を中心とした大国立公園の
設定を要望している43。 
 
 岸田が奈良県を中心とした活動から熊野地方との連携に動き始めるのは 1928（昭和 3）
年 6 月に三重県南牟婁郡木本町の森本繁治（吉野郡出身）の大台ケ原及大峯山の候補地区
域を南に延長して熊野地方を含める提案を受け44，それ以降のことである。 
 1928（昭和 3）年 8 月には，「国立公園は十六ヶ所の候補地のうち七ヶ所だけ決定し吉
野群峰は除外されそうな形勢なので地元の吉野郡ではこの際割込運動を試み所期の目的を
達しようとの輿論高まり，同郡町村長らが組織する国立公園期成同盟会では瀞峡をも包含
し，和歌山県有志と提携して猛運動を起すべく幹部で計画中である」45と岸田の和歌山県
への働きかけが報じられている。 
 1929（昭和 4）年になると，2 月に奈良県町村会長から熊野海岸から高野山まで含む相
当広範囲の国立公園設定の陳情が提出されている46。1930（昭和 5）年には 3 月に岸田が
新宮保勝会で国立公園設置運動の連携を呼びかけ47，4 月には和歌山県東牟婁自治会長は吉
野と熊野を連携させる奥瀞峡の調査を請願し48，9 月には和歌山県自治会長は，和歌山三重
両県に跨る熊野地方を含めるよう請願し49，大台ケ原及大峯山から熊野地方を含めた国立
公園設置について奈良，和歌山両県で求める形となった。 
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 さらに，1931（昭和 6）年 1 月には奈良，和歌山，三重三県による国立公園指定運動の
ため，「近畿国立公園期成同盟会」が奈良県公会堂で行われている。会の目的には「吉野群
山を中心とし熊野並伊勢方面を含む大国立公園の速成を期する」とあり50，紀伊半島は紀
ノ川以南，伊勢方面まで含め，さらに広域の国立公園を目指している。しかし，発会式に
は三重県側の出席はなく51，三県とは言いながらも三重県の対応は奈良，和歌山との差が
大きかった。 
 奈良，和歌山両県の熊野地方の国立公園候補地拡大の働きかけにより，1931（昭和 6）
年 10 月には鉄道省の国際観光委員会委員藤村義朗（選定委員会委員長でもある），勝田銀
次郎による熊野地方から吉野群山の調査が52，11 月には田村，脇水による北山川から熊野
海岸の調査が実現し，2 で述べた 1932（昭和 7）年 3 月の国立公園委員会選定委員会で
の国立公園区域についての審議を迎えることとなる。1932（昭和 7）年 2 月に，岸田が吉
野熊野国立公園地域私案を五万分の一地図に記入して和歌山県その他へ送付した記録があ
り53，この具体的な案の提示が選定委員会でのスムースな議論に役立ったと考えられる。 
 選定委員会での議論までに，三重県はともかく，奈良県と和歌山県は協調して熊野地方
を含めた候補地の選定を訴えるまでに準備が整い，具体的な区域案を示すことができたが，
この間の経過で岸田の果たした役割は大きい。 
 
 
５ 熊野地方の地元の準備：写真館による風景の生産 
 
 １）『熊野風景写真帖』と写真集の役割 
 
 熊野地方での国立公園設置運動は，1928（昭和 3）年以降の岸田による働きかけがあっ
て本格化するが，後に国立公園区域に含まれることとなる熊野地方の風景地については，
それ以前から観光振興が進められていた。それには，1926（大正 15）年に社内に南紀保
勝協会を設置し田辺と新宮にその支部を置き，1927（昭和 2）年に大阪勝浦航路に大型船
を就航させ，積極的に観光客の輸送戦略を展開していた大阪商船の働きかけがあった。大
阪商船は勝浦航路を利用した周遊観光を進めており，例えば 1929（昭和 4）年には，熊
野巡り 4 日（熊野三社，那智瀧，瀞峡，湯峰温泉，勝浦温泉）コースを54，1931（昭和 6）
年にはさらに内容を充実し，熊野名勝巡り 6 日（白浜，大島，潮岬，串本，勝浦温泉，九
里峡，上下瀞峡，本宮，湯峰温泉，新宮（浮島，丹鶴城跡，徐福墓），那智山）55をその広
報誌で推奨している。白浜は国立公園に含まれることはなかったが，大阪商船の熊野名勝
巡り 6 日周遊コースに入っていた箇所は新宮市街の一部を除き見事に国立公園区域に入っ
ている点は注目すべきである。3-4）で述べた 1931（昭和 6）年 1 月の近畿国立公園期成
同盟会の発足には，大阪朝日新聞，大阪毎日新聞，大阪商船，大阪電気軌道の重役を顧問
に据えたとされ56，大阪商船にとって周遊観光ルートの確立に国立公園の指定効果を期待
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していたことがうかがわれる。しかし，国立公園に含まれることになる熊野地方の風景は，
大阪商船によって準備されたのだろうか。 
 
 前川眞澄は「瀞峡，那智瀧，勝浦，鬼ヶ城，潮岬までいまの国立公園地帯が細大漏らさ
ず写されて，後世熊野風景の台本となっている」ものとして「熊野百景写真帖」をあげて
いる57。また，吉野熊野国立公園の指定の際，熊野地方の現地調査を行った内務省の千家
啠麿は，「当時は，熊野海岸については，前川さんが作られた案内書が唯一の手がかりであ
ったし，名所旧蹟の写真は全て新宮の久保嘉弘さんの作品であった」と回顧しており58，
前川による『風景と熊野 : 附・熊野遊覧案内』（1929（昭和 4）年）と久保写真館による
『熊野百景写真帖』が国立公園の風景の台本になったと考えられる。 
 『熊野百景写真帖』は，新宮の久保写真館の久保昌雄が 1900（明治 33）年に『熊野百
景写真帖』（全 2 冊）として皇室に献上したものがその最初で，その後，息子の久保嘉弘
の協力も得てハンディなサイズの『熊野百景写真帖 附名勝案内』を 1913（大正 2）年
に発行し，その後版を重ね『熊野百景』と名称を改め，内容を充実させている。写真帖で
撮影されている範囲は，和歌山県田辺・白浜から三重県尾鷲，紀伊長島方面まで，和歌山
県東西牟婁郡，三重県南北牟婁郡の熊野地方全域をカバーしている59。 
 『熊野百景』は版を重ねるごとに写真の枚数（撮影地点）が増え，新たに発見された浦
島温泉や熊野川に就航したプロペラ船から見た風景を加えるなど，観光客のまなざしを意
識した風景が選ばれ，ガイドブック的性格ももっていたこと，一方で，神武東征などの神
話にまつわる「意味の風景」が随所に登場するがことが島津によって示されている60。1920
（大正 9）年版の『熊野百景』では，大台ケ原の風景までが百景に含まれているが，そこ
でも「日の出嶽は神武帝大和に入らせ給う御砌り方位を定めさせ給いし處と傳えられ」61と
神武東征との関係が紹介されている。 
 久保の写真集が国立公園の指定に与えた影響について，前川は，1927（昭和 2）年 7 月
に前川，久保嘉弘ほか熊野保勝連盟会員が当時まだ情報のなかった奥瀞峡を調査し，写真
集『奥瀞峡』をまとめ，関係機関に配布し，その効果として 1930（昭和 5）年 10 月に鉄
道省国際観光局長の新井堯爾（後に国立公園調査会，国立公園委員会委員）による大峯山
から奥瀞峡を通り新宮までの視察が実現したとしている62。その翌年には藤村らの国際観
光委員も視察し，大峯山系と熊野海岸を北山川，熊野川で連絡する，後に吉野熊野国立公
園成立の骨格となる周遊観光ルートの存在を示すこととなった点で久保の写真集の存在は
大きかった。3－1）でふれたが，藤村，新井は 1931（昭和 6）年の選定委員会で，脇水
とともに熊野海岸を含める案に賛同しており，写真集の提示，現地視察，風景の評価へと
進む一連の流れが活用された。 
 
 ３）『風景と熊野』での紹介箇所と国立公園区域の関係 
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 久保写真館の『熊野百景』は初版の 1913（大正 2）年版以降，1920（大正 9）年版,1923
（大正 12）年版が確認され63，その後は大阪商船が組織した南紀保勝協会が 1926（大正
15）年に刊行した『熊野めぐ里』，前川真澄の『風景と熊野：附・熊野遊覧案内』が熊野
地方の観光ガイドブックとして実質的に『熊野百景』の昭和戦前期における後継本となっ
ていたとされる64。千家が唯一の案内書だったと回顧している『風景と熊野：附・熊野遊
覧案内』（1929（昭和 4）年）に取り上げられた熊野地方の風景と 1932（昭和 7）年の国
立公園区域案（図 1 中）と 1936（昭和 11）年に指定された区域（図 1 右）との関係を整
理したものが表 2 である。1932（昭和 7）年区域案では含まれていなかった風景の多くが
1936（昭和 11）年の指定区域に含まれ，勝浦や新宮の市街地の風景を除き，『風景と熊野』
でとりあげられた風景がほぼ含まれている。自然風景では，古座川風景が唯一含まれてい
ないだけである65。『熊野百景』やその後継本の一つとされる 1926（大正 15）年の『熊野
めぐ里』では西は田辺，白浜までの風景が含まれていたが，『風景の熊野』では串本までし
か含まれておらず，対象範囲は絞り込まれている。串本より西側を対象に含めなかった理
由は明らかではないが，国立公園に取り込まれた風景は『熊野百景』から示されていた熊
野地方の風景のうち，『風景の熊野』であげられたものにそって選定されている。  
 そして，『風景と熊野』は，序文が「我国建国史の第一頁を燦として飾る神郷熊野」と書
き出されるなど，熊野地方と建国の歴史，皇室との関連性がことさらに強調された内容と
なっている。『熊野めぐ里』のはしがきでは，「南紀州の良い景色と気候とは日本第一と称
せられる」と，風景の特徴の説明に始まり，最後に神武東征や天皇の尊崇が厚かった点に
ふれている点とは対照的である。 
 国立公園委員会で吉野熊野国立公園の選定理由の一つとして，当初の副次的な理由の位
置づけから「建国以来の貴重なる霊地，史蹟等」が主たる選定理由になっていく過程は３
節で述べたが，『風景の熊野』の記述を参考として国立公園の風景の選定が議論されたこと
が，熊野地域の「神境」としての側面がクローズアップされることに結びついたと考えら
れる。 
 
 ４）熊野地方の「みるべき風景」の準備と国立公園への取り込み 
 
 1932（昭和 7）年 10 月の国立公園委員会での吉野及熊野候補地の選定について，地元
では「瀞峡が国立公園へ 紀南人士飛び立ち喜ぶ」66との見出しで報じているが「本県の
区域はどこまでにするかまだはっきり決まっていない，瀞をはじめ，新宮から串本に至る
海岸線と那智もこれに含まれるであろう」と，その区域が図 1 中のように那智や本宮が含
まれていないことは伝わっていない。その後，1933（昭和 8）年 4 月には「運命を決める 
最後の実地踏査 田村博士らが一月半にわたり国立公園候補地」67と田村らの現地調査を
報じ，その中で，「本県が熱望している那智山および古座峡が区域に編入されるか否かも決
せられる」とし，欠落した箇所について内務省に拡張を要望していたことが確認できる。 
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1933（昭和 8）年 4 月 18 日付けで地元各紙に現地調査後の田村の所見が報じられている。
和歌山日日新聞では「和歌山県関係の追加地域は本宮，古座，三輪崎，那智，白浜の五候
補地があるが，右の中本宮は奈良，和歌山両県で原案を内務省に提出した際はずばぬけた
表 2 『風景と熊野』での風景のとりあげと国立公園区域， 
  『熊野百景』との関係(『熊野百景』の番号は同書内の写真番号） 
『熊野百景』久保嘉弘編
　1920(大正9)年版
『風景と熊野	:	附・熊野遊
覧案内』前川真澄	著
1929(昭和4）
1932(昭
和7)年の
国立公園
区域
1936(昭和
11)年の国
立公園区
域
41勝浦港全景
47勝浦外の温泉海岸
勝浦の港 ○ ○
46勝浦貴志乃温泉の眺望 勝浦の温泉 ○ ○
40湯川湾 湯川温泉 ○
49渚宮及補陀落山寺 濱の宮 ○
52那智山一の瀧，53二の
瀧，54三の瀧，55陰陽の瀧
那智の瀧 ○
50那智熊野夫須美神社 熊野那智神社 ○
51那智山青岸渡寺 那智觀音 ○
58宇久井目覚山 宇久井海岸 ○
60佐野松原，61三輪崎全
景，62鈴島の朝暘
佐野と三輪崎 ○
63御手洗の怒濤 御手洗と王子濱 ○ ○
64新宮町全景 神邑新宮町
65官幣大社熊野速玉神社，
66旧社殿
官幣大社熊野速玉神社 ※ ○
69秦徐福墓 徐福熊野へ來る
浮島の森
98有馬松原 七里三濱の風光 ○ ○
99花の窟神陵，100獅子巌 花の窟と獅子岩 ○ ○
103木の本鬼ヶ城 木本と鬼ヶ城 ○ ○
74御船島，75乙基，
76飛雪瀧，77釣鐘岩,79葵瀧
九里峽 ○ ○
78楊枝 楊枝藥師 ○ ○
84川湯温泉場 川湯温泉 ○
81官幣大社熊野坐神社，
82同社殿
本宮 ○
83湯峯温泉場全景 湯の峯 ○
89上瀞峡入口，90上瀞峡中
央，91上瀞峡奥，
上瀞峡 ○ ○
86雨中の瀞峡，87瀞八丁屏
風岩，88瀞八丁田戸，
92瀞峡田戸針金橋
下瀞峡 ○ ○
奥瀞峡 ○ ○
32古座川一枚岩 古座川
25橋杭巌 橋杭岩 ○ ○
18串本町全景，21潮岬灯台 串本と潮岬 ○
※区域図の精度が粗く細部の確認が困難※区域図の精度が粗く細部の確認が困難 
「1932 年の国立公園区域」は，1932 年に国立公園委員会に示された区域案， 
「1936 年の国立公園区域」は，吉野熊野国立公園指定時の区域を示す 
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候補地とされていたが唯飛地のため技術的に見て経営と取締が困難なため削除されたが熊
野三山の一として歴史的に由緒深く附近の風景も絶佳で特色があるので追加されるものと
見られる。古座峡は勝浦と串本との中間にありこれを入れれば交通上連絡がとれて便利で
且風景も文人画的なもので追加は有望視される。三輪崎の鈴島と孔島も海岸線の連絡上除
外する事は不便で追加有望。那智は熊野風景中の大元締で日本一の大瀧がものを誇ってい
る。」「白浜湯崎は中心から余りとび離れて他所との連絡が問題となる上に将来は歓楽地と
して発達せしめねばならず取締規則を適用される場合は一面それ自体の発展を阻害するの
ではないかと見られ残念ながら削除されるのではないかと思われる。」と田村の言を報じて
いる。 
 和歌山県では本宮，古座川，三輪崎，那智，白浜の 5 地区の追加を要望していた。明治
33（1900）年の久保写真館の『熊野百景写真帖』以後，増補改訂を繰り返した大正期の
『熊野百景』の流布とその後継本である『熊野めぐ里』や『風景の熊野』により，熊野地
方の「みるべき風景」とその見方が生み出され確立しており，それにそって大阪商船の周
遊観光ルートも組まれていた。熊野地方に国立公園の風景を選定する際に，この「みるべ
き風景」の認識を無視することはできなかった。『風景の熊野』は，熊野地方の建国の歴史
と皇室との関係を強調したもので，建国の歴史なども含めて，「みるべき風景」が形成され
ていた。熊野地方への拡張は単に海岸風景を編入したということではなく，海岸風景以外
も含め地元の熊野の風景認識をまるごと組入れることであった。 
 写真館で生産された風景が人々の風景のみかたを規定し，風景認識を生み出したと言え
よう。この風景認識は，提示された写真の質が高かった点，来訪者のまなざしを一定程度
意識し地域のローカリズムに陥ることのない風景の提示であった点により，広く受容され
ることとなったと言えよう。 
 また，1933（昭和 8）年 4 月から 5 月にかけて，内務省の千家が熊野海岸をつぶさに
調査し，公園の風景の選定作業を行っているが，『風景と熊野』で取り上げられなかった古
座町から下里町（いずれも現串本町）にかけての荒船海岸を選定している点は，地元の風
景認識を追認しただけではなく，風景の発見の視点を持っていた点にも注意する必要があ
る68。 
 
 
６ 小括 
 
 吉野熊野国立公園は，内務省の国立公園委員会での候補地の選定に当っては，当初，大
台ケ原と大峯山系の山岳風景を主体とする公園として提案されたが，それだけでは国立公
園の選定要件には十分合致しないと評価され，熊野地方の河川と海岸風景を拡張して含め
ることで国立公園として選定されることとなった。内務省の田村剛は外洋の海岸風景を選
定することを想定しておらず，この区域拡張には否定的であったが，「四面環海の我国なら
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では得られざる風景」との観点で選定意見が大勢を占め，選定された。 
 こういった中央での選定の動きの前提となっていたものとして，地元の動きと地元の風
景認識が大きな役割を果たした。 
 熊野地方の拡張についての地元の動きとして，奈良県側の岸田の運動により和歌山，奈
良両県が一体となってタイミングよく拡張の要望をしたこと，具体的な拡張地域案を示せ
たことで，国立公園委員会での拡張案の審議と視察が実現した。 
 一方，明治期からの熊野の写真館による，みるべき風景の生産により，来訪者のまなざ
しを含めた熊野地方の風景認識は確立しており，それにそって大阪商船の観光ルートも組
まれていた。この風景認識には建国の歴史といった歴史的背景も伴うものであった。国立
公園委員会では熊野地方の海岸風景を評価したが，地元調整を行う中で，海岸風景だけで
はなく，それまでに確立していた地元の熊野の風景認識の総体を区域に取り込むこととな
り，歴史的な要素も選定にあたっての重要な要素となった。 
 田村は国立公園の選定条件に基づいて，指定する区域の理屈づけを行ったが，熊野地方
については，最終的には山地，峡谷，海岸の 3 つの自然的条件に加え，神武建国以来の史
蹟伝説に富んでいるという社会的条件を選定理由にあげることで，熊野の風景認識を組み
込むこととなった。国立公園の具体的な区域選定の中で，熊野地方については，地元の風
景認識をもとにした候補地案の準備が，その選定を決定づけたことが明らかとなった。 
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終 章 
 
１ 公用制限による国立公園が成立した経過 
 
 本論では， 
①明治大正期の公園の設置，史蹟名勝の保存の動きと国立公園制度検討への継続性 
②国立公園の設置要請に対する内務省の対応 
③民有地を含む公園制度の検討と公用制限による公園の成立 
④国立公園法の適用の影響・具体的には区域の指定の実際（特に民有地を多く含めること
となった吉野熊野の事例） 
に分けて論じてきた。 
 第１章では①について論じた。1873（明治 6）年の太政官布告に基づく公園が，当初，
市民の遊観地としての社寺境内地の維持を主目的としていたが，次第に自然の風景もその
制度に取り込んでいった。太政官達に基づく公園の行政を担った主体である内務省の地理
局，地理課での事務実態は土地管理であった。1987（明治 30）年頃に内務省内での公園
の所管が衛生局に移るが公園の実務を担っていたのは府県であり，1906（明治 39）年以
降，公園の設置許可の事務も衛生局から離れ，内務省の公園に関する関与は極めて希薄に
なる。この状況は奈良公園の公園経営方法についての衛生局の対応からも示された。一方
で史蹟名勝の保存の動きは，1887（明治 30）年の古社寺保存法に制度化が見られ，翌年
には全国の名勝旧跡調査が行われ，内務省内での検討が続いていた。 
 公園の現場では，自然の風景を対象とした松島公園で，明治末頃から太政官達に基づく
公園とその周辺の風致保安林を一体として管理経営していた。公園の実務を担っていた府
県では自然の風景の保護と利用を進める動きが模索されていた。 
 第２章では②について論じた。明治末期の内務省内での名勝と公園に関する業務実施体
制の中，1910−11（明治 43−44）年の第 27 帝国議会では，富士山，日光に国設の大公
園設置の建議が出されるが，衛生局の公園の事務実態からは，国設の公園を検討する余地
はなく，内務省は，名勝旧蹟の保存の観点から検討する。松島公園のような県の現場の動
きはあったが，内務省には大公園の設置要請に対し既存の公園制度を活用することは念頭
になかった。 
 1919（大正 8）年に史蹟名勝天然紀念物保存法が成立するが，ほぼ同時期に衛生局では
公園調査を開始し，内務省での国設大公園設置の建議案への対応は，地理課・史蹟名勝天
然紀念物調査会が行う保存面での調査と衛生局が行う利用面での調査を両面で進める方針
に転換する。保存面での調査は，統一的な考えで調査が行われたわけではなく，広域の自
然の風景の保存について方向性が見出せず，また，衛生局の調査が，地理課等の行う調査
との棲み分け，差別化を図ったことから，結果として衛生局の調査への注目度が高くなり，
衛生局の調査に収斂されていく。 
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 内務省衛生局による調査を主導した田村剛は，当初，国民の利用の観点から公園を系統
的に配置する見解であったが，その後山岳を代表的風景とし，1 万町歩を面積標準とする
公園が適当との見解を示した。衛生局では，地理課・史蹟名勝天然紀念物調査会関係者に
よる調査との競合を避ける意図で，名勝としての調査が行われていた松島，琵琶湖は対象
から除外し，広い地域を対象とするなど，衛生局と地理課の力関係によって調査対象地が
決められていった。また，調査地は各地方から要請があった箇所をベースに選定され，衛
生局は 16 箇所を調査地として示し，その後この中から国立公園の指定がなされる。 
 第３章では③について論じた。富士，日光は国設の公園の検討初期段階から候補地であ
り，これらの地域に含まれる私有地の扱いは課題であった。田村は，森林法に保健林制度
を位置付ける考案に関わり，この仕組みによる大規模な公園の設置の可能性を認識した。
田村はまた，イタリア・アブルッツオ国立公園が，土地所有者から利用権の一部を得るこ
とで国立公園を設置した事例であることを確認した。保健林案は公用制限による仕組みで
あり，土地の利用権を公園設置者が獲得する方法は，太政官達に基づく公園の概念の範囲
内であるが，両者には，公園指定に土地所有者の理解が必要である点が共通している。し
かし，1931（昭和６）年に成立した国立公園法は，上記の両者とは別の仕組みで，田村の
想定外であった可能性が高い。公用制限による公園の設置の是非，名勝・天然紀念物や保
安林といった公用制限による既存制度との関係整理が深く検討された形跡は内務省資料か
らは見出せず，国立公園を設置すること自体が目的化していた。 
 １章から３章までで示した明治期の自然の風景を対象とした公園の管理運営の状況と公
用制限による国立公園が生み出される経過をみるとき，明治期以来の公園での自然の風景
地を含める現場の実践とは断絶した形で国立公園制度が考案されたことが特徴的である。
明治末期には，松島公園では，既存の制度を活用して自然の風景の保護と利用が進められ
ており，新たに公用制限による制度を設ける必然性は必ずしもなかった。わが国の土地利
用にある程度沿った形の仕組みとして，官有地である公園部分とその周辺の公用制限によ
る風景の保護を図る部分が組み合わされて一体として風景の保護と利用が図られる仕組み
が松島ではみられた。公園の管理運営を行う宮城県が松島の風景の保護と利用を図る上で
必要な仕組みを組み合わせて運用したものが出発点であった。その後，名勝の指定がなさ
れるが，これは，風致保安林では管理できない山林以外の部分を管理する手段として有効
な面はあったが，保安林に加え，公用制限による制度を重複指定させる点，国の主導によ
り指定された点で，松島公園の管理運営に必要不可欠な制度であったと即断はできない。 
衛生局の国立公園調査は米国の国立公園概念を念頭においた形で進められ，結果としては
地元での受容も進み，新日本八景の選定ともあいまって，「国立公園」設置の世論の動きも
生じた。その状況の中で，ともかくも広い面積を有する国立公園というものを指定するた
めの，いわば最も短絡的な方法が公用制限による国立公園だったという見方ができる。公
園として，どのような風景を保護し利用に供するのかを個別の場所ごとに管理主体が検討
し，必要な仕組みを適用するアプローチが，松島公園の方式だとすれば，国立公園法によ
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る公園の指定は，トップダウンによる画一的な制度の適用であり，それぞれの場所ごとに
風景の保護と利用を図る上で必要十分な仕組みにはなり難い性格を持っていた。 
 田村が国立公園の設定に当たって求めた土地所有者の理解，という点は重要であった。
私有地，公有地を区域内に含め，その土地利用に一定の制限を課す以上，権利の一部取得
あるいは公用制限の受忍を求めなければならない。これを土地所有者の理解なしに進める
ことでは，成立した公園の保護と利用が十分になされない可能性があるとの見方は正当で
あった。その意味で，土地所有者の理解を前提としない公用制限の仕組みは，補償制度を
充実したとしても，制度の現実的な運用を考慮した選択とは言えなかった。 
 
 
２ 公用制限による国立公園の設定の現場への影響の実態 
  
 公用制限による国立公園という制度は，現場での適用時に課題が浮き彫りにされる。第
４章で論じた吉野の林業地域での地域指定制の実施の事例からは，大台大峯地域での大規
模山林所有者による民有林への制限反対論を前にし，有効な調整手段を持たず，普通地域
では森林施業に制限を設けないことで吉野熊野国立公園の指定がなされ，この調整の結末
は，戦後の全国の国立公園普通地域での森林施業制限の後退の端緒となったと言える。 
 林業活動が盛んに行われている地域を広く区域に含んだが，ごく一部の特別地域では施
業の制限はできたが，それ以外の広大な普通地域では森林施業に変化を及ぼすことはなか
った。森林資源の利用を優先させる土地利用を是とする地域にあっては当然の結果であろ
う。 
 国公有地を主体とする国立公園を想定する中で，民有地への制度的対応の検討が手薄で，
産業活動の位置付けについての検討は十分なされていなかった。これは国公有地であって
も，現在の土地利用を優先させることにより，国立公園の保護や利用に支障がある場合は
同様である。公用制限による公園は，国公有地であっても，国立公園の風景の保護の目的
に沿った土地利用を土地所有者，権利所有者に求める仕組みである。田村剛が土地所有者
の理解を求める必要がある点を強調し，その点が不十分な仕組みとして国立公園法が成立
した点に不満を述べていたことを第３章で示したが，この点に公用制限による公園の性格
が端的に示されていると言えよう。土地所有者の理解によって初めて実効ある仕組みとし
て機能する点を国立公園法の制度設計者は認識しておくべきであった。少なくとも広大な
面積を占める国有林・御料林については，田村が制度について検討する中でふれたように，
同一の方向性で土地管理を行う体制を求めるべきであった。 
 
 第５章では，国立公園として設定される地域の風景の評価に関し，熊野地方を例として
論じた。箇所の選定に際しての風景の評価が相対的であることが熊野地方への拡張議論の
中で明らかとなり，また一方で土地所有に関わりなく地域を指定できるという仕組みは，
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地元の動きと地元の風景認識によって国立公園の区域選定が行われることにも結びついた
ことが明らかになった。 
 吉野熊野国立公園は，当初案の大台大峯地域から熊野地方へ拡張して指定されたが，和
歌山，奈良両県が一体となって拡張の要望をしたこと，具体的な拡張地域案を示せたこと
で，国立公園委員会での拡張案の審議と視察が実現した。一方，明治期からの熊野の写真
館による，みるべき風景の生産により，熊野地方の風景認識は確立しており，公園区域の
地元調整を行う中で，地元の熊野の風景認識の総体を区域に取り込むこととなった。熊野
地方については，地元の風景認識をもとにした候補地案の準備が，国立公園の具体的な区
域選定を決定づけた。 
 公用制限による公園は，地元で風景として準備されている箇所を公園区域に容易に取り
入れることができる柔軟性もあった。熊野地域での写真館での風景の準備が公園の指定に
結びついた姿はそのことを端的に示し，地元の公園に対する理解が得られる箇所とそうで
ない箇所では，公園区域の設定に際して極めて異なる様相を示すことが吉野と熊野の事例
で明らかとなった。 
 
  
３ 国立公園法の公用制限の行政法での位置づけ 
 
 国立公園法の公用制限の仕組みは，行政法としてどのような位置付けとして整理されて
いたのか，1940（昭和 15）年の美濃部達吉による『日本行政法』1で当時の整理が確認で
きる。美濃部は公用制限を，公物制限，負担制限，公用使用に３分類しているが，公物制
限と負担制限についてみると，以下のように整理している。 
（１）公物制限：私人の所有に属する特定物がそれ自身公の目的に供せられ又は公の目的
のために保存を必要とする場合に，その物の所有権に加えられる公法上の制限。３種あ
る 
－私有公物：私有の土地物件が私有のまま国又は公共団体によって公共用又は公用に供
されるもの。河川区域や河川沿岸の曳船道（河川区域，曳船道の範囲は府県知事が定
める）などの例 
－公の保存物：現に公共用又は公用に供されていないが，公益の目的のためにその保存
を必要とするため，その所有権が公法上の制限に服する土地物件。保安林，史蹟名勝
天然紀念物，国宝，重要美術品がその例 
－特許企業用物件：特許企業，地方鉄道，軌道，運河，自動車交通事業の場合，その企
業用の土地物件を一団として単一の不動産とみなして，全部に抵当権を設定させる例 
（２）負担制限：物それ自身が公の目的のために必要であるのではなく，特定の公益事業
の目的を達するために，所有権や財産権に対し公法上の制限を加えるもの。 
 道路法・道路取締令による沿道地域制限，河川法・河川附近地制限令による河川附近
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地制限，砂防法による砂防地域制限，都市計画法・都市計画法施行令による都市計画事
業制限，国立公園法による国立公園事業制限が例 
 美濃部の分類では，保安林と史蹟名勝天然紀念物は公の保存物として整理され，国立公
園法（８条９条）による一定地域での行為の禁止制限については，負担制限と整理されて
いる。保安林，史蹟名勝天然紀念物は，その森林，記念物自体が保存の対象とみなされて
いるが，国立公園は砂防法の砂防地域などと同じく，そのもの自体が公の目的のために必
要なわけではなく，公益事業のために必要な区域に一定の行為の禁止制限を課していると
整理されている。負担制限としては，都市計画法関係では，都市計画事業施行地として予
定された区域内，風致地区の区域内で工作物の新改増築，土地の形質の変更等の禁止制限
が分類されている。美濃部の整理では，公園の区域は公園という事業を行うための用地と
して確保されているという理解である。公の保存物という整理ではないのかとの疑問も生
じるが，そもそもの公園の性格から考えると，保存物として整理されるのではなく，公園
の事業用地として一定地域に制限を課していると整理されるのは当然ともいえる。 
 『国立公園法解説』では，国立公園は自然の第風景を保護開発して国民保健に供用する
ことを目的とし，国立公園法第２条に規定される国立公園の保護又は利用について，「国立
公園の保護とは風致維持，動植物の保護，自然物（地質鉱物）の保護其の他公園的素質の
維持」，「国立公園の利用とは公園の公共性を全くすること即公共性の発揮」2と説明する。
公園としての素質を維持し国民保健に供用する目的から，公園の指定は，事業用地の確保
との整理は至当である。事業用地を確保するという意味では太政官達による公園と同趣旨
であり，公用制限という方法で公園としての機能を果たせるかの検討が必要であった。 
 『国立公園法案応答資料』では，公用制限による公園の設置を急ぐ理由として「近時経
済事業の発達に伴い動もすれば国立公園の生命たる他にかけがへなき大勝景の核心を破壊
せらるるが如き事例の惹起せらるる」と開発から風致を維持する目的をあげている。国立
公園に対する注目度が高いが故に，開発行為に歯止めがかかるという効果は期待できるか
もしれないが，国立公園はその場所の保存自体を正面から目的にしていない点は，上述の
とおりである。保護地域としての機能を果たすためには，保安林，記念物といった公の保
存物として公用制限を行う制度を選択する必要があったのではないか。 
 
 
４ 公用制限による公園の管理について 
 
 明治末頃からの自然の風景を保護し利用する例として，松島公園の事例をみた。松島の
場合，官有地の公園の整備と周辺の風致保安林の整備が松島公園費の中で一体的に計画，
実施されていた。異なる制度の組み合わせだけでは，公園の実効ある運営は期待できない。
公園の風景の保護と利用という目的を明確にし，異なる制度を一体的に運用することによ
って初めて有効に機能する。自治体での公園運営では実施が可能であったが，国レベルで
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異なる制度を一体的に運用できるかが可能かは簡単ではないかもしれない。いずれにして
も，公園の保護と利用という目的に沿って個々の土地管理者と関係する行政が土地利用を
行うことが公用制限による公園の管理の基本ということができる。 
 このことから想起されるのは，世界自然遺産の価値の維持継承という目的に沿って，関
係する土地管理者と関係する行政がそれぞれの土地管理を行うことによって，初めて十分
な保全が可能となる世界自然遺産の管理である。これと共通した土地管理のあり方が公用
制限による公園の保護と利用の基本にあると考えられる。公園区域内の土地管理者と関係
する行政が，自然の風景の保護と利用の目的に沿って主体的に土地を管理することで機能
する公園といえる。 
 明治 30 年頃から，内務省衛生局が公園を所掌していたが，1931（昭和６）年に制定さ
れた国立公園法は，それ以前の太政官達に基づく公園とは制度的には継続性を持たないも
のとして生みだされた。短期間に，数カ所の広い地域を国立公園として指定するという命
題に対しては，土地所有者の理解を重視しない公用制限による方法以外の選択肢は考え難
かった可能性が高い。しかし，米国の国立公園の形から発想された経緯から，公園の設定
者が主体的に管理を行う集中型管理とでも言い得る管理方法が前提となっている。土地の
所有者，管理者が多様な公園の管理は，それぞれの土地の管理者が公園としての土地の管
理の主体でもある。それぞれの土地管理者が公園の保護と利用という目的に沿って土地の
管理をすることによって，公園の目的が実現されるという，いわば分散型管理が多様な土
地管理者が存在する公園での管理方法の自然の姿ではないだろうか。松島公園では，官有
地の公園部分は県の公園管理部門が管理し，周辺の風致保安林は森林管理部門が管理し，
県有林部分はその管理部門が管理し，管理責任はそれぞれ別主体である。しかし，公園と
しての保護と利用という目的を共有し，それぞれの部門の管理をその目的に沿って運用す
ることで，一体の公園としての管理運営が実現する。実態としては，一つの管理主体が，
公園の管理権限，保安林の管理権限の一部，県有林の管理権限の一部を持つことによって，
効率的に管理運営がなされるが，発想としては，分散型管理を統合するアプローチである。
集中型管理の発想は国立公園法の出自によって規定されていると考えられ，同じ公用制限
による国立公園が成立したとしても，松島公園の発想の延長線上に生み出されたのであれ
ば，分散型管理の発想で国立公園の管理が進められてきたのではないだろうか。 
 ３章でみたように，田村剛は，国立公園内の国有林については，同一の公園を管理経営
するために二省（内務省と農林省）の職員を置くことは「最も拙なるもの」，と国立公園の
検討初期の頃にすでに述べている。田村は同じ土地を二つの機関が重複して管理する状態
は避けるべきと考えていた。また，森林の風致維持，休養機能の発揮には，土地の所管を
変更せず，森林担当部局が国有林や県有林のまま管理経営することが有利，とも述べてお
り，公園を設定した場合でも，土地を公園管理当局に移し替えず，その所管はそのままで
も公園としての機能を発揮させることができるとも考えていた。これらの考え方からは，
一つの土地を二つの機関が異なる目的で管理する状態は想定しておらず，また，公園管理
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者による土地の一元管理が必須とも考えておらず，田村は，米国の国立公園を参考にしな
がらも，分散型管理も一つの選択肢として考えていたと言える。1931（昭和 6）年に成立
した国立公園法では，例えば国立公園内の国有林については，森林の管理と公園の管理が
別々の機関によって行われることとなり，分散型の管理は実現しなかった。 
 
 近年，国立公園管理における関係者の協働のあり方が議論され「国立公園における協働
型管理運営を進めるための提言」3がまとめられている。その前提として，「国立公園制度
が昭和初期に発足した時点で想定された「管理」とは，計画の策定，規制の実施，施設の
整備が主であった。自然公園法にもこれらの事項が中心に規定されており，「地域の基盤
的・共通的な土地資源の管理運営」の位置づけや，それと国立公園の管理運営との関係に
ついては明示されてこなかった。」とされている。地域の基盤的・共通的な土地資源の管理
運営についての意識が希薄であったことは確かであり，それは国立公園法の成立時にその
淵源があることは前述のとおりである。提言ではまた，「我が国の地域制の国立公園制度を
適正かつ効果的に運用するためには，国立公園を管理運営する環境省が地域の多様な関係
者と「協働」することが，非常に重要となっている。」と述べており，管理運営主体への協
働が強調されている。土地資源の管理運営の観点を認識しながら，分散型管理の発想はみ
られない。集中型管理の発想は根強く影を落としていると言えよう。 
 
 
５ おわりに 
 
 衛生局の国立公園調査から国立公園制度の成立と指定に関わった田村剛について，この
検討の中で浮かび上がってきた側面を指摘しておきたい。田村は，造園学者として内務省
嘱託に採用され，調査や制度の模索を行ったが，行政実務者としての立場も求められた。
今回の検討で明らかになった 
・国立公園を太政官布告公園からの「公園」の枠組みの中での成立を模索した 
・保健林も国立公園も，土地所有者の理解を得て設定する前提で考えた 
・名勝指定が見込まれる日本三景などの旧来の名所を国立公園の枠組みからはずす衛生
局の方針に沿って国立公園像を描いた 
・地方の要請，国立公園調査会委員の意見を受け，最終的にはその要請や意見を受ける
が，その際の理屈を整理する 
といった田村の国立公園法制定前後の行動，言動を捉えると，以下の特徴が見られる。 
・現場での法の適用が可能な現実的な方法を考えていたこと， 
・衛生局の方針に沿って検討していること， 
・地元の要請や委員の意見に対し，その時点での理屈では受け入れがたいものも，一定
の整理を行い，新たな理屈づけを行って受け入れていること， 
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これらの特徴からは，優れた行政実務者として，様々な社会的，政治的要請を受けつつ，
現場で実現可能な制度を作り出そうとし，さらに，行政としての正当性を確保しようとす
る姿勢がみてとれる。内務省嘱託となってからの田村の国立公園に関する言説，動きは，
国立公園に対する社会的，政治的な要請を受け，そこに理論的な枠をはめ，仕組みを整理
していった行政担当者として側面が強かったことを，本論で明らかにした事実は示してい
る。その観点からは，公用制限による国立公園は，田村の想定するものとは異なっていた
点で相当の違和感があったはずであり，それでも，成立した制度に沿って，その後の公園
の指定，管理を行っていった点，行政実務者としては困難を覚えたのではないだろうか。 
 国立公園法は，制定されてすでに 80 年以上その骨格を変えずに継続している制度では
ある。４章でみた制度の適用場面での調整の実態からは，公用制限による方法は当然に公
園以外の土地利用がなされている土地を含むことを前提とした仕組みとして，土地利用に
よって成立している風景を正面から評価する制度設計も必要だったとの示唆を与える。序
章で示した，環境の世代間倫理の問題を，その土地に対する記憶のイメージの継承という
切り口で捉える論を念頭におくと，風景の制度化に求められる役割として，人々の生活空
間を記憶のイメージとして継承する点もあるのではないか。2016（平成 28）年に京都丹
波高原国定公園が指定された。新規指定の国定公園としては最新のものである。原生的な
自然を有している地域もあるが，北山杉の林業地帯も含み，「自然と寄り添う暮らしと，伝
統文化を長く世代を継いできた歴史を感じることができます」4と，公園管理者の京都府が
生活空間の継承を強調する，これまでに例をみない国定公園である。一方で環境省による
国定公園計画書では，「原生的な自然林及びそれに隣接する比較的自然性の高い二次林によ
り形成される森林生態系，希少かつ多様な魚類を育む河川生態系等の多様な生態系を風景
形式として，これらと一体となった文化的景観と相まって，雄大で美しい景観を有するこ
とから，傑出性が高い風景地」5と，生活空間を「これらと一体となった文化的景観」とい
う付属物としての扱いにとどめている。地元の，人々の生活空間を記憶のイメージとして
継承する意図を，現在の自然公園では正面から受容しきれていない。公用制限による自然
公園の柔軟に様々な風景を受け入れ得る仕組みという特徴を発揮するためには，区域に含
まれる土地所有者・土地管理者が公園としての風景を維持する場合の支援方法を積極的に
模索していく必要があるのではないだろうか。 
 
注 資料の引用に際して，旧かなづかいは現代かなづかいに，旧字体は新字体に変えた 
 
                                                
1 美濃部達吉（1940）『日本行政法』有斐閣 
2 伊藤武彦（1931）『国立公園法解説』国立公園協会，P.73 
3 環境省（2014）「国立公園における協働型管理運営を進めるための提言」 
4 京都府 WEB サイト 2017 年 10 月 21 日閲覧 
5 環境省（2015）「京都丹波高原国定公園（仮称）指定書及び公園計画書（案）」 
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資料 １ 国立公園法（昭和 6 年 4 月 1 日法律第 36 号）（旧字は新字に改めている） 
 
朕帝国議会ノ協賛ヲ経タル国立公園法ヲ裁可シ茲ニ之ヲ公布セシム（総理，大蔵，内務大臣副署） 
    国立公園法 
第一条 国立公園ハ国立公園委員会ノ意見ヲ聴キ区域ヲ定メ主務大臣之ヲ指定ス 
第二条 本法ニ於テ国立公園計画ト称スルハ国立公園ノ保護又ハ利用ニ関スル統制及施設ノ計画ヲ
謂ヒ国立公園事業ト称スルハ国立公園計画ニ基キ執行スベキ事業ニシテ道路，広場，苑地，運動
場，野営場，宿舎其ノ他命令ヲ以テ指定スル施設ニ関スルモノヲ謂フ 
第三条 国立公園計画及国立公園事業ハ国立公園委員会ノ意見ヲ聴キ主務大臣之ヲ決定ス 
第四条 国立公園事業ハ行政官庁之ヲ執行ス 
主務大臣特別ノ事由アリト認ムルトキハ公共団体ヲシテ国立公園事業ノ一部ヲ執行セシムルコ
トヲ得 
行政官庁又ハ公共団体ニ非ザル者ハ勅令ノ定ムル所ニ依リ主務大臣ノ特許ヲ受け国立公園事業
ノ一部ヲ執行スルコトヲ得 
第五条 国立公園事業ノ執行ニ要スル費用ハ行政官庁之ヲ執行スル場合ニ在リテハ国庫，公共団体
ヲシテ之ヲ執行セシムル場合ニ在リテハ其ノ公共団体，行政官庁又ハ公共団体ニ非ザル者之ヲ執
行スル場合ニ在リテハ其ノ者ノ負担トス 
行政官庁国立公園事業ヲ執行スル場合ニ於テ主務大臣特別ノ事由アリト認ムルトキハ其ノ執行
ニ要スル費用ノ一部ヲ公共団体ヲシテ負担セシムルコトヲ得 
行政官庁ニ非ザル者国立公園事業ヲ執行スル場合ニ於テ国庫ハ其ノ費用ノ一部ヲ補助スルコト
ヲ得 
第六条 国立公園事業ノ執行ニ依リ生ジタル施設ハ其ノ事業ヲ執行シタル者之ヲ管理ス 
主務大臣特別ノ事由アリト認ムルトキハ公共団体ヲ指定シテ行政官庁ノ執行スル国立公園事業
ニ依リ生ジタル施設ノ管理ヲ為サシムルコトヲ得 
前二項ノ規定ハ他ノ法律ニ依リ管理者ヲ定メタル場合ニハ之ヲ適用セズ 
第一項及第二項ノ規定ニ依ル管理ノ費用ハ行政官庁之ヲ管理スル場合ニ在リテハ国庫，公共団体
之ヲ管理スル場合ニ在リテハ其ノ公共団体，行政官庁又ハ公共団体ニ非ザル者之ヲ管理スル場合
ニ在リテハ其ノ者ノ負担トス 
第七条 行政官庁又ハ公共団体ノ管理スル国立公園ノ施設ニ付占用又ハ使用ヲ許可スルトキハ其ノ
管理者ハ占用料又ハ使用料ヲ徴収スルコトヲ得但シ前条第三項ノ規定の適用アル場合ヲ除ク 
前項ノ規定ニ依ル行政官庁ノ徴収金ハ国税徴収法ノ例ニ依リ之ヲ徴収スルコトヲ得但シ先取特
権ノ順位ハ国税ニ次グモノトス 
第八条 主務大臣ハ国立公園ノ風致維持ノ為国立公園計画ニ基キ其ノ区域内ニ特別地域ヲ指定ルス
コトヲ得 
特別地域内ニ於テ左ノ各号ノ一ニ該当スル行為ヲ為サントスル者ハ主務大臣ノ許可ヲ受クベシ
但シ命令ヲ以テ許可ヲ要セズト規定シタルトキハ此ノ限ニ在ラズ 
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一 工作物ノ新築，改築又ハ増築 
二 水面ノ埋立又ハ干拓 
三 鉱物ノ試掘若ハ採掘，砂鉱ノ採取又ハ土石ノ採掘 
四 木竹ノ伐採 
五 広告物，看板其ノ他之ニ関スル物件ノ設置 
特別地域ノ山林ニ対シテハ勅令ノ定ムル所ニ依リ地租其ノ他ノ公課ヲ免除スルコトヲ得 
第九条 主務大臣ハ国立公園ノ保護又ハ利用ノ為必要アリト認ムルトキハ其ノ区域内ニ於テ一定ノ
行為ヲ禁止若ハ制限シ又ハ必要ナル措置ヲ命ズルコトヲ得 
前項ノ規定ニ依リ一定ノ行為ヲ禁止セラレ又ハ措置ヲ命ゼラレタガ為損害ヲ被リタル私人ニ対
シテハ通常生ズベキ損害ニ限リ国庫之ヲ補償ス 
勅令ノ定ムル所ニ依リ国庫ハ第一項ノ規定ニ依リ一定ノ行為ヲ著シク制限セラレタル為損害ヲ
被リタル私人ニ対シ其ノ損害ヲ補償スルコトヲ得 
前二項ノ規定ニ依ル補償金額ハ主務大臣之ヲ決定ス其ノ決定ニ対シテ不服アル者ハ其ノ通知ヲ
受ケタル日ヨリ三月以内ニ通常裁判所ニ出訴スルコトヲ得此ノ場合ニ於テハ訴願シ又ハ行政裁
判所ニ出訴スルコトヲ得ズ 
第十条 主務大臣ハ第八條第二項ノ規定，同條同項ノ許可ニ附シタル條件又ハ前條第一項ノ命令若
ハ処分ニ違反シタル者ニ対シ原状回復ヲ命ズルコトヲ得 
第十一条 国立公園ニ関シ実地調査ノ為必要アルトキハ地方長官ノ許可ヲ得テ他人ノ土地ニ立入リ，
目標ヲ設置シ又ハ障碍物ヲ除去スルコトヲ得但シ行政官庁ニ於テハ地方長官ニ通知シテ之ヲ行
フコトヲ得 
前項ノ場合ニ於テハ予メ其ノ旨ヲ土地ノ所有者及占有者ニ通知スベシ 
第一項ノ場合ニ於テ通常生ズベキ損害ハ之同項但書ノ場合ヲ除クノ外其ノ行為ヲ為シタル者之
ヲ補償スベシ 
前項ノ規定二依ル補償金額ニ付協議調ハズ又ハ協議ヲ為スコト能ハザルトキハ許可ヲ為シタル
地方長官之ヲ裁定ス其ノ裁定ニ対シテ不服アル者ハ其ノ通知ヲ受ケタル日ヨリ三月以内ニ通常
裁判所ニ出訴スルコトヲ得此ノ場合ニ於テハ訴願シ又は行政裁判所ニ出訴スルコトヲ得ズ 
第一項ノ但書ノ場合ニ於テ通常生ズベキ損害ハ国庫之ヲ補償ス 
第九条第四項ノ規定ハ前項ノ場合ニ之ヲ準用ス 
第十二条 国立公園委員会ノ組織及権限ニ関スル事項ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム 
第十三条 本法又ハ本法ニ基キテ発スル命令ニ規定シタル事項ニ付行政官庁ノ為シタル処分ニ不服
アル者ハ訴願スルコトヲ得 
本法ニヨリ行政裁判所ニ出訴スルコトヲ得ル場合ニ於テハ主務大臣ニ訴願スルコトヲ得ズ 
第十四条 本法又ハ本法ニ基キテ発スル命令ニ規定シタル事項ニ付行政官庁ノ為シタル違法処分ニ
因リ権利ヲ毀損セラレタリトスル者ハ行政裁判所ニ出訴スルコトヲ得 
第十五条 第八条第二項ノ規定，同条同項ノ許可ニ附シタル条件又ハ第九条第一項ノ命令若ハ処分
ニ違反シタル者ハ二百円以下ノ罰金又ハ科料ニ処ス 
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第十六条 主務大臣ハ命令ノ定ムル所ニ依リ本法ニ規定シタル職権ノ一部ヲ地方長官ニ委任スルコ
トヲ得 
附則 本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム 
 
 
資料 ２ 内務省衛生局『国立公園法案応答資料』抜粋 （環境省所蔵） 
 ※各論は一部抜粋，問の通し番号は便宜的に補足した 
※本資料の作成年月は記されていないが，条文については昭和 6 年 2
月 2 日以来法制局で審議，2 月 24 日に国会に上程されているので，
この間に完成をみたと考えられる 
 
総論 
１ 一 国立公園法制ノ緊急ナル理由 
２ 一 国立公園トハ何ゾヤ 
３ 一 国立公園ノ選定標準如何 
４ 一 従来内務省ニテ調査シタル国立公園ノ候補地如何 
５ 一 十六候補地ヲ選ビタル条件如何 
６ 一 十六候補地以外ニ付テモ更ニ調査スル見込ナリヤ 
７ 一 国立公園ハ何箇所ヲ選定スル見込ナリヤ 
８ 一 差当リ国立公園一個所ヲ実現スルニ付幾許ノ経費ヲ要スル見込ナリヤ 
９ 一 国立公園ヲ理想的ニ施設スルトセバ幾許ノ経費ヲ要スル見込ナリヤ 
１０ 一 国立公園ト史蹟名勝天然紀念物保存法及保安林制度トノ関係如何 
１１ 一 現行法ニ於ケル公園ト国立公園トノ関係如何 
１２ 一 国立公園以外ノ公園（府県立公園，市町村立公園）ニ付テノ法規ヲ制定スル必要ナキヤ 
１３ 一 国立公園事業ト土地収用トノ関係 
１４ 一 国立公園法実施ノ順序ト予算関係如何 
１５ 一 国立公園法案ニ伴ヒ事業予算ノ計上ナシトセバ国立公園法ハ有名無実トナラズヤ 
１６ 一 国立公園法案第八条及第九条ハ産業ヲ圧迫スルモノニ非ズヤ 
１７ 一 国立公園区域内ニ於テ既得権ヲ有スル者ニ対シテハ之ヲ如何ニ取扱フ積リナリヤ 
１８ 一 外国ノ国立公園ノ状況如何 
１９ 一 外国ノ国立公園ノ立法例如何 
 
各論 
第一条 
１ 一 国立公園ノ区域ハ如何ナル広サニ之ヲ定ムルヤ 
２ 一 国立公園ノ区域内ニハ国有地ノ外民有地（公有地及私有地）ヲ含ムヤ 
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第二条 
３ 一 保護又ハ利用ノ意義如何 
４ 一 保護又ハ利用ニ関スル統制ノ計画トハ何ゾヤ 
 
第八条 
１ 一 第八条及第九条ノ如キ公用制限ノ規定ヲ置キタル理由如何 尚斯ノ如キ立法例他ニアリヤ 
３ 一 特別地域ノ指定ニ私有地ノ所有者ノ同意ヲ要ストスルノ不可ナル理由如何 
１３ 一 第八条ノ如キ立法例アリヤ 
 
第九条 
３ 一 第九条ヲ適用スル事例如何 
４ 一 第九条ノ公用制限ハ法規命令ヲ以テスルモノナリヤ行政処分ヲ以テスルモノナリヤ 
５ 一 本条ノ補償ヲ認メタル理由如何（第二項及第三項） 
６ 一 著シキ制限以外ノ制限ニ対シ何故ニ補償ヲ認メザルヤ 
１０ 一 第九条ノ如キ立法例アリヤ 
 
＜総 論＞ 
１ 一 国立公園法制ノ緊急ナル理由 
（１）国立公園ノ地域ハ天然ノ造成ニ係ル大風景ニシテ其ノ箇処ハ自ラ限定セラレ且一度之ヲ破
壊セラルヽ時ハ再ビ恢復シ難ク又他ニ之ガ換地ヲ求ムルコト不可能ナリ，然ルニ近時経済事
業ノ発達ニ伴ヒ動モスレバ国立公園ノ生命タル他ニカケガヒナキ大勝景ノ核心ヲ破壊セラ
ルヽガ如キ事例ノ惹起セラルヽモノ国立公園候補地中ニテモ一，二ニ止マラザレバ法規ヲ以
テ之ガ防止ニ備ヘ国立公園ノ風致維持ヲ計ルノ要アリ 
（２）数ヶ所ノ国立公園候補地ニテハ政府ノ統制アル対策ヲ俟タズシテ漫然種々ナル施設ノ経営
ニ着手スルモノアリ今日法規ヲ以テ国立公園ノ計画，事業，執行，管理等国立公園ノ統制運
用ニ関スル基準ヲ示スノ要アリ 
 
２ 一 国立公園トハ何ゾヤ 
国立公園トハ自然ノ大風景地ヲ保護開発シ国民ノ保健休養教化ニ供用スル為国ノ設定スル公
園ナリ，従ツテ自然ノ大風景ノ保護ト開発トハ国立公園ノ二大使命ニシテ保護ノ為ニハ一定ノ
行為ニ制限ヲ加へ之ニ依リテ公園ノ風致ヲ維持シ開発ノ為ニハ公園施設トシテ凡ユル事業ヲ
行ヒ之ニ依リテ公衆利用ノ途ヲ講ズルヲ目的トシ延イテハ外客誘致ニ資セシメントスルモノ
ナリ 
 
３ 一 国立公園ノ選定標準如何 
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選定標準ニ関シテハ既ニ国立公園調査会ニ選定ニ関スル特別委員会ヲ設ケ之ヲ慎重審議セシ
ムルコトヽシタルモ未ダ具体案ヲ得ルニ至ラズサレド其選定上留意ヲ要スル事項ハ概ネ左ノ
諸項ヲ出デザルベシ 
（１）自然ノ大風景地タルコト 
（イ）天然ノ地貌風景ヲ存スル大地域タルコト 
（ロ）一国ノ風景ヲ代表スル程度ノモノタルコト 
（２）土地ノ保健的素質ノ顕著タルコト 
（イ）空気，日光，気象，土地，森林，河海等ノ保健的ナルコト 
（ロ）人為的施設ノ容易ナルコト 
（３）国民的利用ニ便ナルコト 
（イ）交通ノ関係ヲ考慮スルコト 
（ロ）全国的分布関係ヲ考慮スルコト 
（４）土地ノ所有関係ガ公園設定上有利ナルコト 
 
４ 一 従来内務省ニテ調査シタル国立公園ノ候補地如何 
大正十年ヨリ調査ニ従事シ昭和三年ヲ以テ調査ヲ完了シ全国十六個所ニ付之ガ基礎調査ヲ為
シタリ，今其ノ箇所ヲ年度別ニ示セバ次ノ如シ 
 大正十年度ニハ 
  一 上高地ヲ中心トスル国立公園 
  二 白馬山ヲ中心トルス国立公園 
  三 日光ヲ中心トスル国立公園 
  四 雲仙岳ヲ中心トスル国立公園 
  五 阿蘇山ヲ中心トスル国立公園 
 大正十一年度ニハ 
  六 富士山ヲ中心トスル国立公園 
  七 大台ケ原山ヲ中心トスル国立公園 
  八 磐梯山ヲ中心トスル国立公園 
 大正十二年度ニハ 
  九 阿寒湖ヲ中心トスル国立公園 
  一〇 霧島山を中心トスル国立公園 
 大正十三年度ニハ 
  一一 小豆島及屋島ヲ中心トスル国立公園 
  一二 伯耆大山ヲ中心トスル国立公園 
 大正十四年度ニハ 
  一三 十和田湖ヲ中心トスル国立公園 
  一四 立山ヲ中心トスル国立公園 
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 昭和三年度ニハ 
  一五 大沼公園ヲ中心トスル国立公園 
  一六 登別温泉ヲ中心トスル国立公園 
 
５ 一 十六候補地ヲ選ビタル条件如何 
大正十年国立公園調査ニ関シ十六候補地ヲ選ビタル標準ハ左ノ如シ 
一 国ヲ代表スルニ足ル天然ノ大風景地ニシテ海外ニモ誇示スルニ足ルモノタルコト 
二 公衆ノ利用ニ適シ保健的素質ノ顕著ナルコト 
三 土地ノ分布関係ヲ適当ナラシムル為北海道ヨリ九州ニ亘リテ散在セシムルニ努メタルコ
ト 
四 土地ノ所有関係ニ付ナルベク国有地，御料地，公有地ヲ主トスルモノタルコト 
 
６ 一 十六候補地以外ニ付テモ更ニ調査スル見込ナリヤ 
従来調査シタル十六候補地以外ニ於テ候補地ト匹敵スルモノ無シトハ言ヒ難キモ大体ニ於テ
右候補地ノ中ニ国立公園トシテ最モ適当ナル第一流ノ風景地ヲ網羅セル点ニ付テハ大ナル過
誤ナキモノト認メラル 
従テ国立公園ヲ少数ニ選定スル場合ニハ十六候補地以外ニ付調査ノ必要ナク又多数ニ選定ス
ル場合ニハ其ノ必要ヲ生ズルコト無シトセズ 
 
７ 一 国立公園ハ何箇所ヲ選定スル見込ナリヤ 
国立公園ハ人為ノ公園ニ非ズシテ天然ノ風景ヲ基調トスルモノナレバ大体自然的条件ニヨリ
テ自ラ決定セラルヽモノトス而シテ之ガ選定ノ標準ハ国立公園ノ品位ヲ毀ケザル様厳重ナル
ヲ要シ濫設ヲ戒ムベキモノトス然ルニ一面国民ヲシテ広ク国立公園ヲ利用セシムル趣旨ヨリ
スレバ全国ニ亘リテ適当ニ分布スルヲ要スベク又財政上ノ関係ニヨリテモ箇處数ノ左右セラ
ルヽ事情アリトス斯ク国立公園ノ個處数ヲ決定スルコトハ頗ル事重大ナルニヨリ国立公園委
員会ヲシテ慎重審議セシメタル上決定ノ見込ナリ 
 
８ 一 差当リ国立公園一個所ヲ実現スルニ付幾許ノ経費ヲ要スル見込ナリヤ 
本邦国立公園候補地ノ多クハ既ニ相当ノ施設ヲ有シ之ヲ国立公園トシテ完成スルニモ比較的
少額ノ経費ニテ足ル見込ナルガ差当リ国立公園ヲ実現スルニ付テハ其ノ区域ヲ画シテ風景ノ
保護ヲ講ズルノミニテ積極的施設ヲ為サズトモ国立公園トシテノ使命ヲ果シ得ル見込ナレバ
結局国立公園ノ管理ニ伴フ経費ト国立公園法第九条ニ依ル少額ノ補償費アレバ足ルモノトス
一層施設ノ充実ヲ期セムカ為事業費ノ計上ハ望マシキコトナリト雖今直チニ之ヲ必要トセズ
財政ノ緩急ニ応ジ適当ニ按配スレバ可ナリ 
 
９ 一 国立公園ヲ理想的ニ施設スルトセバ幾許ノ経費ヲ要スル見込ナリヤ 
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国立公園ノ計画ハ遠大ナル理想に基キテ為サルベキモノニシテ，之ガ実現ニ付テハ十数年乃至
数十年ニ亘リテ完成スル覚悟アルヲ要スルハアメリカ合衆国其他ノ例ニ徴スルモ想像ニ難カ
ラザルナリ而シテ理想的施設ニ要スル経費ハ区域ノ大小，地形，公園計画ノ内容及現在開発ノ
程度等ニ依リテ差異ヲ生ズベキヲ以テ遽カニ推断スルニ難シト雖モ既成ノ大公園ノ場合等ヲ
参照シテ其ノ概略ノ数字ヲ挙グレバ一町歩当リ四十円トシテ平均五万町歩ノ国立公園ニ対シ
一箇処平均二百万円見当トナル。又国立公園計画ニ基キテ各候補地ノ概要ノ経費ヲ算出スルト
五十万円乃至三百万円ノ範囲ヲ出ザルベシ 
 
１０ 一 国立公園ト史蹟名勝天然紀念物保存法及保安林制度トノ関係如何 
（１）史蹟名勝天然紀念物保存法ハ現存スル自然ノ消極的保存ヲ眼目トシ其ノ運用ハ小規模ノ
モノニ止マル然ルニ国立公園法ニ在リテハ風景地ノ保護ノミナラズ開発ニ関スル計画，事業
ノ執行等積極的ナ目的ヲ有スル点ニ於テ之ト異ル 
（２）保安林ハ其ノ目的トスル所ハ国土保安，産業保護等多岐ニ亘ルト雖国立公園トハ其ノ目
的トスルトコロヲ異ニシ又保安林中風致林ノ規定アルモ風致林ハ産業官庁ノ統制ノ下ニ在
リテ之ガ設置ヲ国立公園ノ如キ大地域ニ及ボスガ如キ運用ハ之ヲ森林法ニ期待スルコト至
難ナリ。加フルニ国立公園ノ風致維持ハ森林以外ノ河川，湖沼，原野，田畑等ニモ及ボス必
要アリ，殊ニ工作物ノ外観等ニ関スル制限ハ之ヲ森林法ニ望ムコト到底不可能ナリ 
  
１１ 一 現行法ニ於ケル公園ト国立公園トノ関係如何 
元来法律ノ解釈ハ其ノ立法ノ精神ヲ類推シテ解釈スベク其ノ法令ニ於テ公園ニ付規定シタル
ハ抑モ如何ナル趣旨ニ基クモノナリヤヲ探求シ若シ其ノ法令ガ国立公園法制定後ニ立案セラ
レタリトセバ国立公園ニ付テモ同様ノ規定ヲ置クベカリシヤ否ヤニ依リ決スル外ナシ従テ現
行法令ニ於ケル公園ノ用語ハ国立公園ヲ含ムヤ否ヤハ各個ノ法令ノ解釈ニ俟タサルヘカラス 
 
１２ 一 国立公園以外ノ公園（府県立公園，市町村立公園）ニ付テノ法規ヲ制定スル必要ナキヤ 
国立公園ニ就テハ其ノ区域ニ私有地ヲ含ム関係上法律ノ根拠ナクシテハ公用制限，費用負担等
ノ点ニ関シ如何トモ致シ難キモ一般公園ニツキテハ今日ノトコロ其ノ地域ニ全然私有地ヲ含
マザルヲ以テ管理権ノ運用ニ俟チテ何等支障無ク特ニ之ニ関スル法律ノ制定ヲ必要トセザル
ノ実情ナリ 
 
１３ 一 国立公園事業ト土地収用トノ関係 
国立公園事業ニ必要ナル土地ハ其ノ事業遂行ノ為ニ収用又ハ使用ノ途ヲ講ズルコト必要ナレ
ドモ現行土地収用法ニ於テハ国立公園事業ノ総テニ之ヲ適用スルコトヲ得ザレバ内務省土木
局ニ於テ国立公園事業ノ為ニモ収用又ハ使用シ得ル様之ガ改正法律案ヲ提出スルコトニ決定
シ目下提案（三字欠）ナリ 
 
 142 
１４ 一 国立公園法実施ノ順序ト予算関係如何 
本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ムルモ大体公布後六ヶ月ノ準備期間ヲ置キ之ヲ施行シ此
ノ期間ニ於テ従来ノ国立公園調査会ノ調査ヲ進捗セシメ国立公園委員会附議案ノ大綱ヲ得ル
見込ミナリ然シテ昭和六年度ニテハ先ズ国立公園委員会ヲ設ケ国立公園ノ指定，国立公園計画
ノ決定，特別地域ノ指定等国立公園ノ根本政策ヲ決定スルト共ニ国立公園ノ公用制限ノ運用ヲ
為シ以テ中央地方将タ官民ノ據ルベキ基準ヲ示シ国立公園の風致維持ニ努めムトス，以上ニ要
スル経費ハ本省既定経費及昭和六年度予算ニ計上セル国立公園調査会ニ関スル経費ヲ以テ処
弁シ得ル見込ナルヲ以テ特ニ本法施行ニ伴フ経費ヲ要求セズ 
更ニ進ンデ国立公園ノ内容充実ニ要スル経費即チ国立公園管理機関ニ要スル経費，国立公園事
業執行ニ要スル経費，補助費，補償費等ニ至リテハ昭和七年度以降ニ於テ財政ノ緩急ヲ按配シ
適当ニ之ヲ要求スルノ見込ナリ 
 
１５ 一 国立公園法案ニ伴ヒ事業予算ノ計上ナシトセバ国立公園法ハ有名無実トナラズヤ 
（１）国立公園候補地ニテハ政府ノ国立公園政策ノ確定ヲ俟チ切レス其地元ニ於漫然種々ノ施
設ノ経営ニ着手セルノ現状ナルヲ以テ今ニシテ国ガ国立公園ノ指定，国立公園計画ノ決定
等施設統制ノ根本政策ヲ確定シテ地方ニ臨マザレバ国立公園ノ計画事業ニ支障杆格ヲ招来
スルノ虞アリ即チ公園法ノ制定ハ此必要ニ基キ前述ノ根本政策ノ確立ヲ期スルヲ以テ重要
ナル一半ノ目的ト為スヲ以テ例ヘ事業予算ノ計上ナクトモ本法ハ都市計画事業ト同ジク所
謂国立公園計画法トシテ重要ナル意義ト存在トヲ有ス 
（２）優秀ナル国家的大風景ハ実ニ国立公園ノ生命ニシテ一度破壊セラレムカ再ヒ得ヘカラサ
ルハ論ヲ俟タズ然ルニ近時経済事業ノ発達ニ伴ヒ動モスレバ此国立公園ノ生命タル他ニカ
ケガヘナキ大風景ノ核心ヲ破壊スルカ如キ事例モ往々惹起スルヲ見ルヲ以テ今日ニ於国土
計画ノ理想ニ基キ永遠ニ天然ノ公園トシテ保護開発スヘキ区域ヲ画シ其核心タル風致維持
ノ完キヲ期スルヲ要ス即チ国立公園法ハ此ノ必要ニ基キ第八条第九条ニ公用制限ニ関スル
規定ヲ為シタルヲ以テ例へ事業予算ノ計上ナクトモ本規定ノ運用ニ依リ重要ナル一目的ヲ
達シ得ルモノナリ 
（３）国立公園ノ候補地中ニハ従来府県等ニ於テ相当ノ施設ヲ為シ来レルヲ以テ之ヲ国立公園
トシテ指定スルモ差当リハ若干ノ公園管理費及公用制限ノ補償費ヲ計上スルヲ以テ足レリ
トスヘク然カモ昭和六年度ニ於テハ本法施行ノ順序ヨリ見テ此等費用ヲ必要トセズ尚施設
充実ニ要スル事業費ハ相当多数ニ上ルヘク一時ニ支出スルガ如キハ到底国家財政ノ許サザ
ル処ナルヲ以テ昭和七年度以降ニ於テ中央地方財政ノ緩急ニ応ジ適宜按配スルハ当然ノ措
置ナリ 
（４）海外諸国ノ事例ニ徴スルモ国立公園ノ設定以来数十年ヲ費スモ尚未ダ之ガ完成ヲ見ザル
ノ実情ナリ 
 
１６ 一 国立公園法案第八条及第九条ハ産業ヲ圧迫スルモノニ非ズヤ 
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（１）国立公園区域内ノ農林業，鉱業，水力電気事業等ニ対シテ禁止，制限ヲ加フルコトア
ラムモ其ノ区域ハ実際上極メテ狭ク殊ニ国立公園ノ景勝地ニハ農耕地ヲ含ムコト稀ニシ
テ其ノ大部分ハ不毛ナル山岳地方ニテ既ニ森林法，史蹟名勝天然紀念物保存法其ノ他ニヨ
リ制限セラレ居スモノトス 
（２）国立公園トシテ選定セラルルガ如キ地域ハ我ガ国ノ代表的勝景地トモ謂フベク斯ル地
域ハ大局ヨリ見テ産業資源トシテ使用スルヨリモ風景資源トシテ開発利用スルヲ以テ国
家的見地ヨリシテ最モ合理的且経済的ナルト共ニ其ノ土地所有者ノ利益ニモ一致スルモ
ノナリ，加フルニ国立公園ノ事業ハ道路，交通機関，宿泊設備等ノ施設ニヨリテ地方ヲ開
発シテ一般土地ノ利用価値ヲ増加スルモノナリ。 
（３）国立公園内ニ於テ其ノ保護利用上必要ナル場合ニ限リ一定ノ行為ヲ禁止シ若ハ制限シ
又ハ必要ナル措置ヲ命ズルモ之ニ依リテ生シタル損害ニ対シテハ従来ノ立法例ニ比シ一
歩ヲ進メタル補償ノ方法ヲ講ジ 以テ私益保護ニ努メタリ 
（４）特別地域内ニ於テ一定ノ行為ニ付キ許可ヲ受ケシムルハ其ノ行為ヲ絶対ニ禁止セズシ
テ国立公園ノ風致維持上支障ナキ方法ニ依ラシムルカ為条件ヲ附シテ許可スルヲ以テ趣
旨トシ不要許可事項ヲ規定スルト共ニ及ブ限リ産業トノ両立ヲ考慮セリ，又特別地域ノ最
大部分ヲ占ムル山林ニ対シテハ地租其ノ他ノ公課免除ノ恩典モ附シ得ルコトトセリ 
（５）国立公園ノ区域ニ私有地ヲ加フルハ已ムヲ得ザル必要ノ限度ニ止マルヲ以テ私有地ニ
対スル制限ハ国立公園ノ全局ヨリ見テ極メテ小問題タルニ過ギズ， 
（６）国立公園指定ノ際現ニ有スル既得権ニ対シテハ本法ノ運用上之ヲ尊重スルノ方針ナリ 
（７）単ニ風致維持ヲ期スルニ止マラズシテ国立公園ノ苑地，旅館敷地，キヤムプ場，運動
場ノ為必要アル土地ニ至リテハ其事業執行者ニ於テ之ヲ買収シ又ハ地上権ヲ獲ルカ又ハ
土地収用ヲ為スヘキモノナリ 
（８）国立公園ノ区域内ニ於テ現ニ各種ノ産業労働ニ従事スル者ニ対シテハ或ハ其ノ産業ニ
対スル制限ニ伴ヒ失業セシムルモノニ非ザルカトノ懸念アラムモ事実ハ国立公園ノ事業
ニ伴ヒ一層有利ナル労働ヲ起シ之ニ転職セシムルコトニヨリ十分救済シ得テ余リアルハ
想像ニ難カラズ 
（９）国立公園ノ指定及計画等ニツキテハ産業官庁タル農林省ト関係事項ニツキ十分協議ヲ
ナス方針ナリ 
 
１７ 一 国立公園区域内ニ於テ既得権ヲ有スル者ニ対シテハ之ヲ如何ニ取扱フ積リナリヤ 
 既得権ニ付テハ本法ノ運用上可成之ヲ尊重スル方針ナリ 
（１）特別地域指定ノ際他ノ法令ニ依リ与ヘラレタル権限ヲ有スル者ニ対シテハ許可ヲ受ケ
シメザル見込ナリ 
（２）既得権ヲ有スル者ニ対シテ第九条ノ公用制限ヲ為シタル場合ハ通常積極的損害アリト
云フベク之ニ対シテハ補償ヲ為スコトヽナルベシ 
（３）第九条ニ依リ著シキ制限ヲ為シタル場合ニモ補償ヲ為スコトヽシタルハ全ク類例ナキ
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新立法ニシテ既得権保護ニ努メタルモノト云フベシ 
 
１８ 一 外国ノ国立公園ノ状況如何 
米国，加奈陀，伊太利，其他欧州各国ノ国立公園ニ付（イ）箇処，（ロ）面積，（ハ）土地所有
関係，（ニ）管理，（ホ）国立公園事業，（ヘ）利用ノ状況，（ト）経費ニ付キ其ノ概要ヲ示ス（別
紙） ※別紙は保存されていない 
 
１９ 一 外国ノ国立公園ノ立法例如何 
米国 
１ 国立公園局設置其ノ他ニ関スル件（一九一六，八，二五法律） 
２ エローストン河水源地附近ノ特定地域ヲ国立公園ト為スノ件（一八七二法律） 
３ エローストン公園取締規則（一九二六，二，二四） 
４ エローストン公園ノ自働車及オートバイ入園取締規則 
加奈陀 
１ 保留林及公園ニ関スル法律（一九二七修正法） 
２ カナダ国立公園規則（一九〇九，六，二一，総督府令） 
伊太利 
１ アブルツツオ国立公園設立ニ関スル法律（一九二三，七，一五） 
２ アブルツツオ国立公園設立ニ関スル法律ノ施行規則 
３ グラン・パラデイゾ国立公園設立ニ関スル法律（一九二五，四，一七） 
 
 
＜各 論＞ 
 
＜第一条＞ 
１ 一 国立公園ノ区域ハ如何ナル広サニ之ヲ定ムルヤ 
 国立公園ノ区域ハ国立公園トシテ適当ナル風景地ノ拡ガレル範囲ヲ画スヘキモノニシテ大風
景地トシテノ必然的条件トシテ自ラ広大ナル大地域ニ亘ルヲ免レザルベシ従テ国立公園ノ区
域ハ数万町歩ニ達スルヲ普通トスベク自然其ノ区域内ニ公私有地ヲ広ク包含シテ重大ナル問
題ヲ惹起スル関係モアルヲ以テ国立公園委員会ノ意見ヲ徴シ慎重調査ノ上決定ノ見込ナリ 
 
２ 一 国立公園ノ区域内ニハ国有地ノ外民有地（公有地及私有地）ヲ含ムヤ 
大体ニ於テ国有地ヨリ成ルモノナルモ場合ニ依テハ民有地ヲ含ムモノナリ蓋シ国有地ノミヨ
リ成ルモノトセバ公園ノ区域ハ狭小トナリ国立公園タルノ実ニ副ハザルノ嫌アリ又風致上是
非公園区域内ニ編入スルヲ要スル土地（例ヘバ富士五湖附近ノ私有地）モ之ヲ放任セザルヲ得
ザルコトヽナリ国立公園ノ機能ハ著シク阻害サルヽニ至レバナリ 
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＜第二条＞ 
３ 一 保護又ハ利用ノ意義如何 
国立公園ノ保護トハ風致維持，動植物ノ保護，自然物（地質鉱物）ノ保護其ノ他公園的素質ノ
維持ヲ謂ヒ国立公園ノ利用トハ公園ノ公共性ヲ全クスルコト即公共性ノ発揮ヲ謂フ前者ハ公
園ノ静的観察ニ立脚スルモノデアリ後者ハ公園ノ動的観察ニ立脚スルモノナリ而シテ両者共
ニ公園保全ニ関ス 
 
４ 一 保護又ハ利用ニ関スル統制ノ計画トハ何ゾヤ 
 保護又ハ利用ニ関スル統制ノ計画トハ特別地域ノ指定，各種ノ制限ニ関スル地区ノ指定，キ
ヤンプ場ノ指定，森林ニオケル禁伐択伐等施業方法ノ指定等国立公園ノ統制ニ関スル計画ヲ云
フ 
 
＜第八条＞ 
１ 一 第八条及第九条ノ如キ公用制限ノ規定ヲ置キタル理由如何 尚斯ノ如キ立法例他ニアリヤ 
第八条ニ於テハ風致維持（国立公園ノ保護ノ一部）ニ関シ国立公園ノ全般的普遍的ニ必要ナル
制限ヲ規定シタリト雖モ更ニ広ク国立公園ノ保護ノミナラズ利用ヲ全ウセンガ為メニハ第九
条ノ如キ公用制限ヲ規定シ其ノ時ト場合ノ必要ニ応ジ命令又ハ処分ヲ以テ一定ノ行為ヲ禁止
又ハ制限シ又ハ必要ナル措置ヲ命ジ得ルノ途ヲ開キ国立公園ノ保護利用ニ関スル統制ノ全キ
ヲ期スルノ要アルヲ以テ第八条ノ外更ニ第九条ノ如キ規定ヲ置キタルナリ 
第八条及第九条ノ如キ公用制限ノ規定ヲ置キタル立法例 
史蹟名勝天然紀念物保存法第三条，第四条，森林法（保安林ニ関シ）第二十六条，第二十七条 
 
３ 一 特別地域ノ指定ニ私有地ノ所有者ノ同意ヲ要ストスルノ不可ナル理由如何 
特別地域ノ指定ニ当リ私人ノ同意ヲ要スト為サバ私人ノ専恣ニ国家ノ公益ヲ蹂躙スルニ委ス
ルコトトナリ到底特別地域ノ指定ハ実現不可能トナリ国立公園ノ核心タル風致維持ノ全キヲ
期シ難キノミナラズ，斯ノ如キハ公益ト私益ト混同シ産業上ノ私益ニ対シテハ如何ナル公用制
限モ加フルコトヲ得ズトノ議論ニ立脚スルモノニシテ結局ニ於テ公園ノ設定ヲ拒否セムトス
ルノ論ニシテ到底賛成スルコトヲ得ザルモノナリ。加フルニ私人ノ同意ヲ得ルニ非ザレバ斯ノ
如キ公用制限ヲ為スコトヲ得ズト為ス立法例ナキニ徴スルモ其ノ不可ナルコト明カナリ。 
 
１３ 一 第八条ノ如キ立法例アリヤ 
公用制限ノ見地ヨリ一定ノ行為ニ付許可ヲ受クベシトスル立法例 
史蹟名勝天然紀念物保存法第三条 都市計画法施行令第十一条第十二条 森林法第二十六条 
国宝保存法第三条第四条 
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＜第九条＞ 
３ 一 第九条ヲ適用スル事例如何 
第九条ハ左ノ如キ場合ニ之ガ適用事例ヲ生ズルモノナリ 
保護ノ例 
国立公園ノ風致維持ノ為木竹ノ伐採，特殊草類又ハ花ノ採取又工作物ノ新築，放牧，狩猟ノ禁
止制限ヲ為シ又ハ建築物ノ修繕又ハ撤去ヲ命ズルガ如シ 
利用ノ例 
釣魚ノ制限，キヤムプ場ノ制限其ノ他公園利用者ニ対スル利用上ノ制限，公園ニオケル特殊営
業ノ取締又ハ交通障碍物ノ除去ヲ命ズルカ如シ  
 
４ 一 第九条ノ公用制限ハ法規命令ヲ以テスルモノナリヤ行政処分ヲ以テスルモノナリヤ 
法規命令タルコトアリ行政処分タルコトアリ即チ若シ行為ノ内容ガ一般抽象的ニ禁止制限ス
ル場合ニアリテハ法規命令ニシテ特定ノ行為ニ付特定ノ人ニ対シテノミ禁止制限スル場合ハ
行政処分ナリ，必要ナル措置ハ常ニ行政処分ヲ以テ行ハレ法規命令タル性質ヲ有セズ蓋シ何ガ
必要ナル措置ナリヤハ個々ノ具体的場合ニ依リ決セラルヽ問題ニシテ一般抽象的ニ定ムルコ
トヲ得ルモノニ非ザレバナリ 
 
５ 一 本条ノ補償ヲ認メタル理由如何（第二項及第三項） 
 国立公園ノ保護利用ノ為公用制限ヲ定ムルニ当リ常ニ必ズ私人ノ犠牲ニ於テ之ヲ制限スルコ
トヲ得ルト為スハ之ニ依リ保護セラルベキ公益ノ価値判断ト其私益制限ノ国家社会ニ及ボス
影響トニ顧ミ妥当ナラザルナリ，然レドモ又国家ガ国家事業ノ公益上ノ必要ヨリ私人ノ行為ヲ
制限シ或ル程度ニ於テ受忍ノ義務ヲ課スルハ国家公益ノ見地ヨリ亦已ムヲ得ザルモノト云フ
ベキナリ，此合理的根拠ニ基キ本法ハ禁止セラレ又ハ措置ヲ命ゼラレタル為損害ヲ被リタル私
人ニ対シ通常生ズベキ損害ヲ限リ補償スベキヲ定ムルニ共ニ結果ニ於テ禁止ト同様ノ効果ヲ
生スル如キ著シキ制限ノ為損害ヲ蒙リタル私人ニ対シテモ勅令ノ定ムル處ニ依リ補償スルヲ
得ルノ途ヲ開キタルモノナリ尚之等ノ場合ニ於テハ通常積極的損害生ズト認メラルルコト多
キヲ以テ之ガ補償ヲ為スコトトセルモノナリ是近代的新立法ト云フベシ 
 
６ 一 著シキ制限以外ノ制限ニ対シ何故ニ補償ヲ認メザルヤ 
著シキ制限ニ対シテ補償スルハ異例ニ属ス況ンヤ著シキ制限以外ノ制限ニ対シテ補償スルガ
如キハ従来ノ立法例ニ照スモ必要ナキモノト云フヘシ，又如斯制限ニ依リテハ通常積極的損害
ヲ生セサルノミナラズタトヘ其損害ヲ生スルトスルモ之ガ量定極メテ困難ノ事ニ属ス是レ其
補償ヲ認メサル所以ナリ 
 
１０ 一 第九条ノ如キ立法例アリヤ 
 公用制限ノ見地ヨリ一定ノ行為ノ禁止制限ヲ為ス立法例 
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史蹟名勝天然紀念物保存法第四条，森林法第十三条，第二十七条，第三十二条，都市計画法施
行令第十三条，砂防法第二条，第四条，市街地建築物法第十七条，道路法第四十九条，河川法
第四十七条 
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要 旨 
 
 わが国の国土面積の約 15%を占める自然公園の制度の骨格は，1931 年制定の国立公園
法から大きな変更はない。国立公園法は民有地も含め公用制限により風景の保護と利用を
図る制度で，公園として特異であった。本論では，公用制限による国立公園について，明
治期の公園との継続性，仕組みの検討経過，公園指定の地元への影響を同時代の一次資料
の分析により検討した。 
 明治初期の太政官布達により自然の風景を対象とした公園も設置，運営され，松島では
明治後期に官有地の公園と周辺の風致保安林を一体管理する仕組みがとられた。明治末期
の国設の大公園設置要請に対し，内務省は史蹟名勝保存の面から検討をはじめ，その後，
公園の調査を進める。調査は地元の要請を受け，内務省内の力も働き箇所が決められた。
制度面では土地の利用権を取得する方法などが模索されたが，大面積の公園を早急に設置
する必要から公用制限による国立公園制度をとり，松島など既存の公園の管理の仕組みと
の継続性は考慮されず，また，史蹟名勝天然紀念物保存法や森林法が参考にされたが，実
務面での検討が十分でなかった。吉野熊野国立公園の指定に際し，吉野地方では森林施業
との調整で妥協を余儀なくされ，熊野地方では地元が準備した風景を幅広く受容し，区域
は指定段階で大きく変動した。本論で明らかになった制度成立時の経過，特に採り得た他
の仕組みを見直すことは，民有地を含めた自然公園管理における今後の関係者協働のあり
方に示唆を与える。 
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Abstract 
 
The area of Japan’s natural parks covers approximately 15% of the land area. 
Furthermore, its management has a certain influence on the landscape formation in 
the country. The outline of the natural park system is not very different from the 
National Parks Law, which was established in 1931. The Parks designation system 
based on public restrictions introduced in the National Parks Law had no precedent as 
a mechanism of park setting at that time; it was a unique system. 
In this paper, the conservation system of the natural landscape set out by the National 
Parks Law, which is based on the perspective of administrative institutions, is clarified 
by means of the analysis of primary sources of contemporary documents. Three aspects 
emerged from this clarification: continuity with the park system in the Meiji era; the 
existence of other mechanisms that could have been selected in 1931; and the impact of 
the application of the National Parks Law on local society. In the Meiji era, the 
establishment of parks was promoted by the Dajokan proclamation in 1873. Relatively 
large parks, which were also targeted for natural landscape, were established and are 
in operation in places such as Matsushima and Nara. In Matsushima, the framework 
for the integrated management system of the park and its surrounding area was 
established. 
In response to a request for the establishment of settings for large parks by the 
national government at the end of the Meiji era, the Department of Home Affairs 
initiated an investigation from the perspective of the conservation of the national 
monuments rather than settings as parks. Subsequently, the survey proceeded as 
parks by the national government with a low continuity of the Dajyokan proclamation 
parks. 
The national park survey, which was conducted by the Department of Home Affairs, 
was basically in response to a request from the local community. Power relationship 
between authorities within the Department of Home Affairs decided where to conduct 
the survey. And one of the requirements was for the park area to be large. 
As a mechanism to ensure landscape protection in the park, a method of imposing 
public restrictions on the basis of the understanding of landowners and a method of 
acquiring the right to use the land were sought. However, the National Parks Law was 
established as a system imposed public restrictions without the consent of landowners. 
In the development of the National Parks Law, the National Monument Law and 
Forest Law refer. Insufficient studies on the system that has resulted in a duplicate 
designation of similar regulations have been conducted. In addition, in order to 
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designate large areas for parks, practical examinations thereof have been inadequate. 
Furthermore, the National Parks Law did not have an effective mechanism to adjust 
industrial land use with landscape management. Therefore, no successful adjustment 
with forest management for the designation of the Odai Omine area of Yoshino 
Kumano National Park took place. 
On the contrary, in the Kumano area of Yoshino Kumano National Park, by means of 
including landscape recommended by the local community, the National Parks Law 
also demonstrated aspects of flexibility by accepting a variety of landscapes to be 
evaluated. 
Based on the process of establishing park system with public restrictions as well as the 
nature of the system, which is clarified in this paper, it was possible to include a large 
area in the park, but it was difficult to manage its landscape within the area unitarily.  
It is expected that methods of cooperation among stakeholders in natural park 
management will be organized. 
 
 
